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2．スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形
成の主要な契機
　前節では、スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の教育・研
究に関する制度的な整備とその充実の過程を、特にその主要な担い手と
なったストックホルム商科大学とイェテボリィェ商科大学の設立の経緯
とその後の動向を手掛かりとして概観し、同国では簿記・会計学が、商
業技術論／企業経済学の一環としてどのようにして教育・研究上の制度
に組み込まれたかということを明らかにし、併せて同国では簿記・会計
上の問題が、学術的にはいかなる方向に向かってその領域を拡大し、質
的に深化を遂げてきたかということを示唆した。
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　本説では、それを踏まえて、スウェーデンにおける商業技術論／企業
経済学の教育・研究に関する制度的な整備とその充実を迫った様々な契
機　　それらのあるものについては既に前節の行間で時折断片的に触れ
てきたが　　の中でも、次節でみるような同国の近代会計学の形成とり
わけそこで果たしたOskar　Sil16nとAlbert　ter　Vehnの所説の役割との
関連で、最も基本的な契機となった次の4つの契機について取り上げ、
一瞥したいと思う。即ち（1）当時のスウェーデンの経済社会の一般的な発
展動向、（2）実務的な経験の尊重と産業界の要請への呼応、（3）スウェーデ
ンの商業技術論／企業経済学に対する外国の影響、（4）スウェーデンの商
業技術論／企業経済学に対する経済諸理論における企業理論の影響
特にG．Myrda1の「事前的／事後的な」（ex・ante／ex・post）概念
を中心として　　である。
（1）当時のスウェーデンの経済社会の一般的な発展動向
　スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成にとって主要な
役割を果たしたストクックホルム商科大学及びイェテボリィェ商科大学
の設立の経緯とその後の動向が示唆するように、そしてまた次節でもよ
り具体的にみるように、その教育・研究を担った人々は、何よりもまず、
概して当時のスウェーデンの産業界（実生活）に密着し、産業界の第一
線でも積極的に活動していた人々であった。そのため同国の商業技術
論／企業経済学は、その形成の出発点より教育・研究を担った人々の実
務的な経験を尊重した実践指向性に色濃く彩どられ、その結果として時
としては独学的な色彩を深く留めていた。この実務的な経験の尊重・実
践指向的な性格・独学的な色彩は、言うまでもなく、かれらが当時のス
ウェーデンの産業界の要請をうけて、それなりに答えようとした結果で
あった。この商業技術論／企業経済学の教育・研究の具体的な課題・内
容と教育・研究の方向性を規定した、より基本的・根源的な要因は、当
時のスウェーデンの経済社会それ自体の一般的な発展動向であった。こ
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こでスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成の主要な契機
の一つとして当時の同国の経済社会の一般的な発展動向をあげ、それを
概観しようとするのは、このような理由による。
　スウェーデンにおける高等商業教育・研究機関としては先発大学であ
ったストックホルム商科大学の設立の頃より第2次世界大戦の終息に至
るおよそ約半世紀間もの長期にわたるスウェーデンの経済社会の一般的
な発展動向を概観することは、わたくしにとっては必ずしも容易な作業
ではない。その委細は、別稿に委ねなければならないであろう。ここで
はスウェーデンにおける混合経済機構の形成という問題を念頭に入れ
て、この期間を、第1期　1870年代　　1914年（同国における経済の構
造的な転換期）と第2期　1914年一年1939年（俗に戦間期と呼ばれる
が、自由放任の資本主義経済機構の終焉と計画・組織化された資本主義
経済機構への移行期）とに大まかに区分し、幾つかの注目するべき点を
できるだけ、簡潔に指摘するのに留めたい。
　周知のように、アメリカのジャーナリストのMarquis　Childは、1936
年にその著「スウェーデンー中道」（Sweden－Middle　Way，New
Haven・Yale　University　Press，1961）において、スウェーデンを通念
としての資本主義経済体制とも社会主義経済体制とも相違する独自の
「中間の道」を進む国一いわゆる中道　　として世界に紹介した。こ
の著作それ自体は、直接的には同国の消費者協同組合運動が経済的・社
会的に果たす一定の役割に注目したものでありω、必ずしも混合経済、第
三の道、福祉国家経済機構等に関する正確な概念規定や本質或いは将来
の展望を描いたものではなかった。それにも拘わらずこの著作は、その
出版以来、国際的な関心を呼んだ。その理由は、第1次世界大戦の勃発
を契機とする戦後恐慌と長引く不況を背景として、自由放任の資本主義
経済機構に対して国家の介入が必要であるという考え方が、徐々に形成
され、それが1929年世界恐慌の勃発以後、決定的に重視されるようにな
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り、小国スウェーデンの不況と失業問題の克服に対する対応の仕方に世
界の眼が向けられたからであった②。この著作の出版を契機として、以
後、混合経済、第三の道、福祉国家経済機構等に関するより一層詳細な
規定やその本質をめぐる様々な論議が展開されてきた。本稿では、こう
した概念のより一層厳密な規定や論争に立ち入ることは避け、混合経済
機構を以て、さしあたり「私有と公有が、そして集権的経済計画と分権
的市場機構がそれぞれかなりの比重で混合してくる経済機構」（3）とする
見解より出発する。混合経済機構は、それが、私有及び分権的市場機構
に力点をおく場合、資本主義的混合経済機構、公有及び集権的経済計画
に力点をおく場合、社会主義的混合経済機構となる。スウェーデンにお
ける混合経済機構は、資本主義的混合経済機構として成立している。そ
れは、高度に発達した資本主義経済機構即ちその経済が、W．W．Rostow
流のかの“飛躍”ωによって推進した資本蓄積を基礎として成熟段階にま
で到達している資本主義経済機構を基本的な前提として、政策選択基準
として国民的・社会的な利益と国民的・社会的な福祉の追求を措定し、
そのため国家・政府が、自由競争市場の不備を経済計画或いは経済政策
によって補完する形をとり、自由放任の経済に一定の制約を、議会制民
主主義或いは下からの民主主義的な討議と「合意形成を優先」⑤させなが
ら、それを通じて加えていく形をとっている。
　スウェーデンの混合経済機構が、資本主義経済機構を基本的な前提と
するということは、各種の経済活動は、生産手段及び富（財産）の私的
所有を基本として、私的経済部門を中心に遂行されていること、そこで
の主要な経済主体は、資本家による私有・私営企業であり、その経済活
動の目的は、私的な利潤の追求にあること、経済機構の運営は、自由市
場の原理を基礎とするということを含意する。このような資本主義経済
機構における私的な利益の追求を国民的・社会的な利益と国民的・社会
的な福祉の追求という立場より抑制していくために必要とされる諸条件
は、多様である。とりわけ重要なそれは、公企業　　その所有形態とし
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ては公有・半公有の、またその運営方法としては官庁運営、会社形態、
中間形態など様々であるが　　が、一国全体としての経済の各産業部門
に占める比率が相対的に高く、協同組合企業と並んで、私企業の独占に
対する拮抗力として各種の産業部門の私企業と競合し合い、一定の積極
的な役割を果たすこと、自由市場の原理を基礎とする経済機構を国民
的・社会的な利益と福祉の追求という立場より運営していくために、国
家的或いは地方的なレヴェルでの経済計画化を重視すること、経済主体
が私企業であるにせよ公企業であるにせよ、何れの経済主体の場合でも
労働者が、そこでの様々な意思決定過程と運営に参加する機会を獲得し、
資本家及びそれと結合した官僚支配を阻む仕組みが、一定程度、確立さ
れていること、このような経済機構の維持を保証するのは、政治的・経
済的・社会的な民主主義が高度に発展しているということ等である⑥。そ
して北欧における混合経済は、政治的・経済的・社会的な規模での民主
的な合意形成に基づく普遍主義的な国民的・社会的な利益の追及と福祉
の実現という目的を実現するために、国家・政府は、一方では、その経
済的な財源の確保という点より、生産手段と富（財産）の私的所有・私企
業による利潤動機・自由市場の原理を基礎として、可及的に私企業の生
産性の増大と国際競争力の強化のために、相当程度まで、例えば、経済・
産業・企業等に関する各種の合理化過程の促進や、景気調整的な効果を
持ち企業優遇的な各種の政策（例えば、会計的な側面でもその処理をめ
ぐる諸問題を提起したような1938年の投資準備金制度や超加速度自由償
却制の導入等）によって資本蓄積とその拡大を図る。国家・政府は、他
方では、私企業がこのような制度的に優遇された諸条件の下で獲得・蓄
積した利益を、例えば、国家的な再分配機構の一つとしての高率な企業
課税や国民的な規模での普遍主義的な社会保障充実型の財政（国家予算
の策定と施行）を通じて、制度的・社会的に再配分し、それによって国民
的・社会的な目標としての国民的・社会的な利益の追及と福祉を実現す
る途を進める。この場合留意するべき点は、かのG．Myrdalがその名著
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の一つ「Beyond　the　Welfare　State」（London，1960，北川一雄監訳「福
祉国家を越えて」ダイヤモンド社、1963年）で示唆したように（7）、国民的
な規模での社会的な福祉の追求は、国際的な規模での福祉の追求を前提
とすること、したがってまた国際的な規模での貧困の克服と国際平和希
求への努力と貢献とを不可避的な条件とするであろう（8）。
　時期的にスウェーデンが、福祉国家型の混合経済機構の樹立に向けて
明確に歩みだしたのは、1930年代初頭の社会民主労働党（Sveriges
Socialdemokratiska　Arbetarepartiet：SAP、1881年設立のパルムのス
ウェーデン社会民主協会を前身として1889年に結成、以下略称、社民党
と呼ぶ）の政権下においてであった（9）。同党は、結成当初、社会主義的な
革命的な路線を一時的・名目的にせよ標榜したが、その後、議会制民主
主義による漸進的・改良主義的な路線に明確に転じた。転換の最も直接
的な契機は、1909年のゼネストの発生とスウェーデン社会民主労働総同
盟（Landesorganisationen　i　Sverige：1898年にブルー・カラーの全国的
な労働者団体として結成、以下略称、LOと呼ぶ）の敗北によって、LOが、
その組合貝を半減させたことであった。このストライキは、19世紀後半
からの禁酒運動や消費者協同組合運動等、各種の社会改革運動と連動し
つつ展開した普選運動の下で、普選実現のための短期のゼネスト（1902
年）をうけて、1906年に労働争議調停法（Lag　om　medling　i　arbertstvis－
ter）が制定されたにも拘わらず、1907頃からの不況によって触発された
ものであった（1°）（因みに言えば、LOが、組合員の減少を挽回するのには
およそ10年近くの歳月を要した。）それ以来、同党は、暴力的・革命的な
手法ではなくて民主主義的な手法による資本主義経済機構の改革、政策
策定目標として国民的・社会的な利益と福祉の措定と政治的・経済的・
社会的な平等の実現、その目的追求の経済的手段として、生産手段の全
面的な社会化ではなくて、例えば、G．Myrda1の門弟であった国際経済学
者Gunnar　Adler　－Karlssonの説く「機能的社会主義」（11）即ち所有権の
部分的な分割による漸次的な社会化という主張にみるように、富と所得
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の極めて多元的な社会化方式と再分配方式を模索するようになった。そ
れでも同党は、およそ1920年代初頭頃まで、少なくても公式文書や意見
表明の場合にはマルクス主義的な用語を利用した。とはいえ暴力主義的
な流血の惨事を招くような革命や国有化の手法は、本来的に、同国の国
民史的な風土の中で培われてきた国民性に馴染まななかった。しかもこ
れに、上記の1909年のストライキにおけるLO側の敗北と組合員の激減
という事情が加わって、以後、社民党は、その政治活動の路線を民主主
義的な議会制度による漸進的な改良を通じてその理念を実現していく方
向に求めたのであった。そのため同党は、その政治活動を、不毛なイデ
オロギー論争に終始させることなく、勤労大衆の現実的な生活に密着し
た様々な要求に呼応する形で展開してきた。即ち同党は、自由競争と社
会化とを併存させ、それによって経済の活性化とその平等化を促進する
路線を辿った。換言すれば、歴代社民党政府は、同国が、貿易立国とし
て存立するために（貿易依存度は25％程度）、諸産業部門の管理・運営を、
概して私有制度と自由市場の原理に委ね（私企業及び協同組・合企業が、
労働力及び付加価値に占める比率は90％程度）、私的財を供給する各産業
部門を、対外的には厳しい国際競争要因に晒させ（貿易自由化と低関税
の積極的な推進）、国際競争力の弱い非生産的な産業或いは企業を淘汰
し、対内的には各産業部門にわたる公企業或いは協同組合による私企業
への競争圧力、独占及び取引制限に対する企業行動の監視（例えば、わ
が国の公正取引委員会に類似する機関、公正取引オンブズマン、誇大広
告・不当表示・過大包装・抱合わせ販売等の監視と消費者の告発を重視
する消費者オンブズマン等）によって経済の活性化を図ってきた。政府
は、このように、一方では原則的に私的財を供給する各産業部門の競争
原理を促進する政策を施行しつつ、他方では公共財及び準公共財の供給
（社会資本の整備）と社会サーヴィス部門の充実のため概して社会化と
計画化の原理を導入してきた。政府は、こうした自由競争と社会化の併
存を前提として、社会的・国民的な福祉を目的とした一連の経済・社会・
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福祉政策（例えば労働力全体の量的需給を調整するマクロ的な完全雇用
政策及び各種労働力需給の質的調整を目的としたミクロ的な労働市場政
策、高齢者・身障者等の雇用保障を重視する各種の政策、ナショナル・
ミニマムを権利として保障する公的基礎年金APを基礎とした包括的で
きめ細かな社会保障制度の整備と社会サーヴィスの提供等）を施行し、社
会保障の充実と各種の環境政策（公害防止・住宅充実等の生活環境の改
善、労働環境の改善等）を実行した。しかも留意するべき点は、社民党
のかかる政策は、それが、長期的・社会的には最も効率的であるという
考え方を基礎としてきたことであった（12｝。
　スウェーデンにおける上記のような意味での混合経済機構の形成とい
う問題を念頭に入れて、同国の経済社会の発展動向を上記の時期的区分
にしたがって顧みようとする場合、ここでさしあたり留意するべき最も
基本的な問題として、わたくしは、以下の3つの問題をあげたいと思う。
即ち第1は、スウェーデンの混合経済機構が、高度に発展した資本主義
経済機構を前提とするという点より、同国における各期間の資本主義経
済それ自体の大まかな発展動向、第2は、スウェーデンの混合経済機構
が、議会制民主主義に基づく討議と合意形成を前提とした社会的な福祉
の実現を目標としているという点より、同国における各期間の一般的な
政治的な動向、第3は、その政治的な動向の下で採択されるその時々の
政府の採る経済的・社会的な諸政策の動向、或いはその結果としての資
本主義経済の計画化ないしは組織化の動向である。これらの問題を視界
に入れて、以下、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成の主要
な契機の最も根源的な契機である、当時の同国の経済社会の一般的な発
展過程を、大まかではあるが辿ってみよう。
〈注〉
（1）Marquis　Child，Sweden，Middle　Way，1936，New　Haven・Yale　Uni一
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（2）田村正勝著「現代の経済体制、両体制の行方と近代の超克」新評論社
　（1980年）、103－104頁。
（3）丸尾直美著「福祉国家の経済政策　混合経済の政策原理」中央経済社
　（1965年）、64頁、池上淳・林健・淡路剛久編「21世紀への政治経済学　政
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　5章、政党、労働組合、世論と政治的決定過程。
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第1期　（1870年代1914年）
　この時期は、論者によっては、経済構造の「偉大なる転換」ωの時代と
呼ばれるように、一般に、スウェーデンが、先進欧米諸国に対して相当
程度遅れた近代的な工業化過程の本格的な開始に1870年代に着手し（そ
の胎動は1850年代）、W．W．Rostow流のかの“離陸”を遂げて、1890年代
にはそれなりに自立的な経済圏を構築し、20世紀初頭には小国ながらも
特化された幾つかの主要商品の輸出国家として国際的な市場に改めて登
場し、第1次世界大戦の勃発頃にその近代的な工業化過程を一先ず終了
する時期であった。この時期はまた、スウェーデンが、停滞的な農業国
より近代的な工業国家へと速やかに転換し、将来、福祉国家の形成を可
能にする経済的な基礎を構築する期間であったとも言われる（2）。
　工業化過程への“飛躍”の引きがねとなったのは、後述のように、同国
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の外部にある国際的な諸条件であった。19世紀まで概して北欧諸国は、
未だ主として農業国的な経済・社会構造を構成し、工業部門の占める相
対的な重要性も低く、デンマークを別とすれば、西ヨーロッパ諸国の中
で最も貧しい地域の一つであり、国際政治的な重要性も喪失していた（3）。
　それでも19世紀のスウェーデンは、他の西ヨーロッパ諸国と同様に、
激しい経済的・社会的な構造変動の時期であった。この時期に同国にと
って近代的な工業化過程という問題との関連で特に重要な年代は、1850
年代、1870年代、1890年代であった（4）。1850年代の発展は、特殊スウェー
デン的な囲い込み運動の結果として一時的ではあったが、同国の農産物
余剰（特に穀物）の増大を背景とする、国際的な需要の増大によるもの
（1850年代の農産物輸出に支えられた前工業化時代の終焉とかの“離陸”
のための準備段階）、1870年代のそれは、世界的なブームを背景としたか
の“離陸”によるもの、1890年代のそれは、歴史的に国際的な経済的・政
治的・社会的な動向の影響に不断に晒されてきた同国の産業が、それで
も相対的に自立化の兆し（国内市場の需要増）に支えられて、20世紀に
向けて新しい一歩を踏みだすきっかけとなった時期であった。
　産業革命という言葉を仮にスウェーデンの経済構造の急激な変化とし
把握するとすれば、1870年代の同国の経済発展は、産業革命とも呼ぶこ
ともできる。もとよりこの急激な変化を招来する諸条件は、それに先行
する過去幾十年かの期間をかけて創出されてきたものであった。“離陸”
は、短期的にのみ生起した諸変化であり、これらの諸変化は、近代的な
工業化過程の背後にある長期的な過程を考慮に入れて、論及されるべき
であろう。この点よりここでさしあたり注目しておきたいことは、同国
の長期的な人口の趨勢である。
　スウェーデンの囲い込み運動の開始直後の1751年には総人口は、約178
万、その終了期の1840年代には、約313万人、1870年には、約416万、そ
のうち農業人口の占める比率は、何れの時点でもほぼ80％程度であっ
た（5）。そして農産物輸出高は、19世紀中葉以後一時的であるが、同国の伝
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統的な輸出産業であった鉄工・鉄鋼業のそれと競合さえした。
　とはいえ18世紀末葉頃からの急速な人口増は、既に1840年代までに一
国全体としての過剰人口の創出と農村における低所得者層の無産階級化
という問題を惹起しつつあった。この時期の人口の増加率は、国民所得
のそれを超えており、人口1人当たりの労働生産性も、低調であった（6）。
このような過剰人口対策（救貧対策）の一つが、19世紀50年代頃からのス
ウェーデン人（貧困な農業労働者層）の国外流出（北米移住）であった。
それが頂点に達したのは、1880年代であった。1890年代にスウェーデン
の経済が、相対的に自立性を確立するにつれて、人口の国外流出は、比
較的緩やかとなった。とはいえ20世紀に入ってもそれは、止むことなく、
1910年には同国の総人口約5．5百万に対して25％程度にまで達し、後に政
府統轄のG．Myrda1委員会の設置となった（7）。
　時代は幾分逆上るが、およそ19世紀中葉まで、スウェーデンは、基本
的には農業国であった（8）。
　就業別人口における農業人口は、80％程度、総人口に占める都市人口
の比率は、10％程度であった。（因みに言えば、総人口は、かの“離陸”
が開始する1870年には約416万人、混合経済機構化が開始する1932年には
約610万、そのうち都市人口は、1870年には約18％、1930年には約33％で
あった（9）。）既に別稿で指摘したように、農民階級は、スウェーデンの中世
封建制の下でもその特殊性に規定されて、人身的な隷属より既に解放さ
れていた自由農民であった。そのためかれらは、1617年発足の四等族会
議でも、貴族・聖職者・市民と共に議会への代表権を有し、一定の発言
力を持っていた。18世紀中葉頃に政府の土地調査官Jacob　Faggotによ
って最初に提案され（1746年）、遅ればせながらも政府主導型で開始した
かの囲い込み運動（農業改革）は、SkSneの県条令（1803年）の全国的な
制度的な適用（1807年）によって本格化したが、結果的には19世紀の前
半までには土地所有制度をめぐるいわゆる「三分割制」を成立させるこ
とができず、多数の中・小自営農民（中・小農業経営者）の創出をもっ
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て一先ず終了した。これによってさしあたり食用穀物の自給化と一部の
穀物の輸出も可能となった。（因みに言えば、スウェーデンは、1830年代
まで穀物の純輸入国であったが、1840年代より1850年代にかけて事態は
逆転した。この穀物の輸出増は、同国の近代的な工業化過程の萌芽期と
も言うべき1850年代の経済発展を特徴づけるものであった。この農業生
産の発展を資金的に援助したのは、後述のように、同国の銀行制度の発
展に関して88頁（cf．2）で触れているように、農業部門を中心とした抵当
銀行の台頭による信用供与であった（’°）。）この農業生産の発展は、死亡率
とりわけ乳幼児のそれの低下を主因とした総人口の急増傾向を招いた。
（1750年約180万人弱、1800年約235万人、1850年約350万人、1930年約610
万人。）18世紀前半期より開始しおよそ1世紀足らずの間に終了した農業
改革による総人口の増加にも拘わらず、近代的な工業化過程の遅滞性の
ために、都市人口の伸び率は、相対的に低迷状態を続け、農村には都市
に流出できない過剰人口が滞留した。それは、多数の中・小自営農民（中・
小農業経営者）の形成の過程をつうじて創出され、旧来の家父長制的な
脾僕の他に小屋住農及び住込農・小作農等経済的な地位も不安定で凶作
や景気変動によって顕在的或いは潜在的に貧民化する、相当な規模な下
層農民層より成った。かれらは、何らかの形でこの社会における救貧制
度の対象となったし、19世紀後半以後、上記のように、当時の失業対策
としての大量の移民問題を発生させた。それは、後にMyrdal夫妻がその
共著「人口問題の危機」（Kris　i　Befolkningsfr邑gan，Bonniers，Stock－
holm，1934）の中で警鐘を鳴らしたように（’1）、同国の総人口の増加にも拘
わらず人口構成の悪化（少なくても1890年代に開始し、1937年には1890
年代の半分程度になる出生率の低下）を随伴することによって、やがて
は人口激減による国内生産力の低下の危倶さえ引き起こすようになり、
1929年以後、人口問題をめぐる社会政策の対象とさえなった（12）。農業改
革に遙かに先行する16世紀以後、絶対王政下の政府でさえも、貧民層に
対する共同体的な各種の救済に関する諸条例を幾度も制定してきた。18
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世紀後半以後、政府は、農業改革の着手に伴い新たに創出される貧民層
の救済のために、過去の施策の集大成とその改変のため様々な施策を講
じたcf・1）。
cf．1）例えば自由の時代の後半期の1763年に制定された病院・児童院条例hospital－
och　barnhusf6rordning、教区単位の救貧税の徴収規定の導入と1766年のこの規定の
廃止、1788年に国王布告に基づいて承認された、当該教区外部からの労働者の当該教
区への流入拒否権、自由の時代の終焉後フランス革命とナポレオン戦争の影響下で新
しい国体造りが進行中の1811年に制定された教区単位の決定による救貧税徴収制度、
1833年に制定された旧来の碑僕令tjanstjensstadgaの強化による、顕在化しつつある
貧民対策を目的とした無保護者条例f6rsv昌rd16shetsf6rordning、19世紀中葉頃のい
わゆる経済的・政治的な自由主義思潮の下で1864年に行われた無保護者条例の改定並
びに1847年に自然権思想を前提とした救貧請求権の公認のために制定された救貧条
例fattigv邑rdsf6rordningと当時の保守的な考え方による1853年のその一部改定、
1867年よ068年の凶作のために再現した農村の窮乏化や人口の国外流出の激増とそ
れ以後の本格的な工業化過程の開始と同時的に制定された新救貧条例等。（東京大学
社会科学研究所編「福祉国家1　福祉国家の形成」東京大学出版会（1984年）、281－
294頁、社会保障研究所編「スウェーデンの社会保障」東京大学出版会（1987年）、第
6章　社会保障の歴史。）
　16世紀以後19世紀中葉まで制定された一連の救貧制度の委細は別とし
て、ここで当面留意したいことは、そこでの救貧制度に対する基本的な
考え方である。この時期まで、更に1930年代より長期にわたる社民党政
権の時代が開幕するまで、救貧制度に関する基本的な考え方は、後述の
ように、救貧事業は、概して労働忌避の惰眠を制度的に救済する結果に
なること、そのためその対象を労働不能者に限定すること、しかもそれ
は、国民の権利としてのそれではなくて、慈善的・恩恵的なものとすべ
きであるという考え方であった。農業改革に随伴しまたその結果として
生じた農村の社会的な構造変動は、一方では救貧制度の整備を迫りなが
らも、他方では救貧制度に対する伝統的な思考とその手法とが、概して
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旧来の村落共同体的色彩を留めた教区単位を基礎としていたことから、
場合によっては地方自治体の財政を圧迫し、給付の地域的な格差の拡大
に繋がった。そのためそれは、20世紀に入って救貧制度に対する思考と
その手法について新しい視角より再構築されるべき性格のものであっ
た。1918年の新救貧法は、少なくてもその手法としては、全国的な給付
基準の設定を可能にしたという点で一定の進歩であった。19世紀中葉頃
にはスウェーデンは、既に産業革命を終了しつあったイギリスの影響或
いはその要請で、近世重商主義的・絶対主義的な経済機構より脱却して、
近代資本主義的な自由主義経済機構へとその枠組みを転換しつつあっ
た。1846年の工業・手工業条例によるギルド制の廃止と1864年の営業の
自由の制度的承認、1850年代中葉からの鉄道の敷設、1862年の地方自治
体制度の発足と地方議会の成立、1866年の二院制を基礎iとした議会制度
の改革等、それらは、その左証である。中世以来独立性の強かったスウ
ェーデンの農民層は、この時期にも、勿論、議会にその足場をおくこと
ができた。
　上記のように、スウェーデンは、近代的な工業化過程の本格的な開始
に先行する1850年代頃には既に土地所有制度に関わる農業改革を一先ず
終了し、潅概施設の整備・化学肥料の導入・農業部門での機械化（例え
ば1852年の刈取機の導入）等によって農業生産性を増大した。その結果
同国の農業部門は、短期的にせよ、1850年代より1880年代まで穀物（特
に畜用飼料）の輸出さえ可能となった。同時に農民層は、近代スウェー
デンの経済社会における諸階層の主要な構成要素の一つとして、その地
歩を確立していた。農業改革は、近代的な工業化過程への「出発点」で
あった（13）。
　それではスウェーデンの近代的な工業化過程は、農業改革の完了を前
提として、どのように“離陸”し、またそこには、他の先進欧米諸国との
対比においてどのような特徴があるか。この問題は、別に稿を更めて時
間をかけて十分に考察することにして、ここでは後の時代のスウェーデ
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ンにおける混合経済機構の形成という点からみて、留意するべき次の3
点を指摘するに留める。
　第1は、スウェーデンが遅れた近代的な工業化過程を促進するに当た
って基軸となり先導的な役割を果たした諸工業の発展動向、第2は、諸
工業の発展過程でスウェーデン的な技術革新を遂行する場合必要とされ
た資本調達の特殊性、第3は、スウェーデンの技術革新の特殊性の問題
である。同国の近代的な工業化過程の推進に必要とする労働力の問題は、
その直接的な担い手たる労働者階級は、既に1842年の義務教育制度（14）の
導入を背景とした高い識字率、出版・印刷物に対する国内外の強力な需
要（それは、19世紀末には輸出産業として成立する紙・パルプ産業の台
頭の一要因となったが）、少数の泥酔者を除いて北欧諸国民に共通する
実直で勤勉な国民性等に照らしてみれば、良質な労働力の提供者であっ
たこと、またいわゆる企業家職能を担う人々も、その前身はどうあれ、
大胆で冒険心と進取の気性に富んだ人々であったことを想起すればよ
い。
（i）諸工業の発展動向
　スウェーデンが近代的な工業化過程に本格的に着手する以前より、伝
統的に同国の主要な産業の一つとして対内的にも対外的にも著名な産業
は、周知のように、鉄工・鉄鋼業であった。とはいえこの伝統的な産業
は、既に18世紀末葉より先進資本主義諸国の需要動向とそれに呼応した
製鉄過程の技術力の格差のために、低迷期に入り、とりわけイギリスの
パドル法の採用による価格低下を契機に危機に陥った。スウェーデンの
鉄工・鉄鋼産業の発展の主要な阻害要因の一つは、周知のように、燃料
問題の解決による大量・低廉な鉄材の生産という問題であった。同国は、
燃料問題の最終的な解決を20世紀初頭のエネルギー産業としての水力発
電の開発・実用化まで侯たなければならなかった。そのため同国の鉄工・
鉄鋼業は、当面、木炭製鉄による高品質の可鍛性の銑鉄・棒鉄の生産を
中心に、輸出品を特化することによって存立することを余儀なくされた。
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そして鉄工・鉄鋼業は、19世紀中葉以後末葉頃まで、鉄の大規模な溶解
のために、中規模製鉄業者達（生産者達）　　かれらは、殆ど19世紀末
葉まで旧式なランカシア法を利用　　の合併・統合を反復した（15）。その
場合必要な資本は、従前通り、ドイツ・イギリス・オランダ等の銀行に
依存する輸出商社（the　exporting　mechant　houses）から調達した。とり
わけ1868年に平炉法が導入されたときは、そうであった。鉄工・鉄鋼業
は、19世紀末葉以後、ベッセマー法及び平炉法の導入と普及によって一
先ず近代的な鉄工・鉄鋼業への転換を遂げた。とはいえスウェーデンの
輸出産業としての鉄工・鉄鋼業それ自体は、より長期的にみれば、低落
傾向を克服することができなかった。この傾向は、同国の経済機構が、
計画・組織化された資本主義への転換期の扉の前に立ちかけた頃（第1
次世界大戦終息以後）には、加速度的に進展した。そしてこのような低
落傾向に対して、当時、相殺的な効果を持ったのは、鉄鉱石の輸出ブー
ムであった。スウェーデンは、従来、鉱物資源の保護という国策に沿っ
て、鉄鉱石それ自体の輸出を禁止をしてきた。とはいえ19世紀に入って
台頭した経済自由主義の動向、鉄鉱脈に関する実態調査の結果判明した
膨大な鉄鉱石の賦存、新しい製鉄技術（ベッセマー法を中心）’の導入と
旧来の技術の改良、19世紀中葉（1855年）に着手した鉄道の敷設とその
進行による輸送問題の処理cf・1）、燐性の、高品位の北部キルナの鉄鋼に対
する国際的な需要増（とりわけドイツによるそれ）等、これらの諸条件
が、鉄鉱石の輸出ブームを招来したのであった。
cf．1）従来、スウェーデンの産業動脈は、運河（例えば1808年に着手され、1832
年に完成したバルト海と不凍港ナルヴィーク港と北海を結合するヨータ運河
の開設）であった。鉄道網の整備（例えば1905年の不凍港ナルヴィーク港への
鉄鉱石・鉄輸送鉄道の開設）は、奥地の鉱山地帯（例えば北部のキルナ）で採
掘した鉄鉱石を臨海の港湾都市まで容易に輸送することを可能とし、鉄鉱山岳
地帯の開発を促進し、それを輸出に振り向けるような途を開いた。（Carl　G．
Gustavson，The　Small　Giant－一一Sweden　Enters　the　Industrial　Era，Ohio
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University　Press，1986，Chap．8．lron　Cord，Iron　Horse．）
　鉄工・鉄鋼業と同様に、伝統的な産業であった森林・材木産業は、19
世紀中葉までに進展したノルウェーの沿岸森林乱伐による森林資源の枯
渇（供給力の低下）に伴い、当時の先進工業国イギリス等の材木需要（と
りわけ同国を中心とした人口増による家庭用住宅資材や産業革命後の全
欧州的な近代的な工業化による材木需要の急増）に支えられて、この時
期に輸出産業として急速に台頭・成長し、同国の近代的な工業化過程で
さしあたり先導的な役割を果たすようになった新興産業であった。既に
19世紀中葉の経済的・政治的な自由主義思潮の動向の下で、従来より施
行されてきた、鉄工・鉄鋼業の燃料資源の確保を目的とした森林に対す
る重商主義的な伐採規制が撤廃されたこと（1842年）、森林・材木産業そ
れ自体は、特別に資本集約的な技術革新もそのための巨額な資本投資も
必要とせず、労働集約的な産業であったこと、しかもこの労働集約的な
産業の場合でも、豊富な森林資源開発の阻害要因であった工場立地上の
制約が、水力鋸より蒸気鋸への移行という技術革新の結果除かれて、同
国の北部に位置するNorrlandを中心とした奥地の広大な森林資源の開
発が可能になったこと、更に労働集約的なこの産業の場合その労働力の
質についても、かっての製鉄業者に要請され社会的にも一定の評価を賦
与されていたような高度な熟練も不要であったことから、農業改革の過
程或いはその結果として放出された顕在的・潜在的に貧困化の危機に晒
されている大量な労働力をそこに集約的に投入することが可能であった
こと、そして上記のノルウェーの資源の枯渇とイギリスを中心とした先
進工業国家の需要増等、これらの諸要因に支えられて、森林・材木産業
は、1840年代頃よりスウェーデンにおける野心的で投機的な投資家達の
投機の対象となった。これらの投機家達の前身は、概して卸売商社（the
wholesaling　commercial　houses）であった。かれらは、当初、中・零細
な農民層より材木を買取することから出発したが、やがて所有権の曖
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昧・未確定な共有地としての森林地帯の場合には勝手にそこに立ち入っ
て伐採するか、或いはそれが確定している私有地の場合には分散的なそ
の所有者（概して中・小零細農民）から法外に低廉な価格でそれを買取
り、Norrlandの河口・沿岸周辺に、新しい製材所（製材会社）を設立し
た。これらの製材所のあるものは、相対的には幾分大きな設備を装備し
ており、その設備投資のための資金は、後述のようないわゆる商社（the
merchants　houses）からの借入によって賄った。またあるものは、小規
模・零細な大工・木工用の作業所が寄せ集まって、設備投資を殆どする
こともないままに、共同で伐採・製材作業に従事した⑯。そして何れの
場合にせよ、それは、一時的には製材所の乱立を招き、1870年代には林
産品が同国の全輸出高の50％をも占めるような状況を生みだしたのであ
った。とはいえ森林の投機的な開発を惹起した材木産業は、森林資源の
枯渇の危機が認識される19世紀末葉には、対内的には既に19世紀前半に
導入された義務教育等による国民の識字率の増大と新聞発行等その他の
出版物の増加、対外的にも同様な理由によって惹起された紙・パルプに
対する需要増を背景として、紙・パルプ産業という近代的な輸出産業へ
と転化していった（17）。紙・パルプ産業は、その発展の過程で様々な化学・
技術の発明・改良を随伴しつつ、その時々の内外需要に応えることによ
って景気変動の波にも不断に耐え、しかもまた、後にはその他の化学工
業の発展の途をも用意したという点で、その波及効果は、多大であった。
　更におよそ世紀の転換期の1900年頃にはスウェーデンの海上輸送は、
従来の帆船より動力船への転換期に入り、海運・造船業は、新しい発展
の時代を迎え、動力船は、20世紀初頭には海上輸送力のおよそ50％程度
にまで増大していた（18）。加えてスウェーデンの伝統的な鉄工・鉄鋼業は、
20世紀に入ってその一応の近代化を遂げる過程で、多数の資本及び技術
集約的な機械・電信及び電話等の通信・その他の諸工業（例えば電気関
連・自動車関連・医学及び化学関連の諸産業等）の発展を随伴した（19）。
その委細は別として、今日、世界でも著名なこの種の業界におけるスウ
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エーデン系の多国籍企業の多くは、この時期或いは場合によってはもっ
と古い時期にその着手・設立の起源を持っており、貿易・技術立国とし
ての同国の将来を予告するものであった（2°）。（例えば1897年、小規模自動
車産業の成立。）そしてスウェーデンは、1870年代に新興産業としての材
木産業の興隆を引きがねとして近代的な工業化過程に本格的に着手して
以来、およそ50年足らずの間にその過程を一先ず終えて、少なくても第
1次世界大戦の勃発までには、近代的な技術先進国として国際市場にお
いて一定の地位を確保したのであった。そしてこの過程で、諸産業は、
国際競争要因に触発されて、19世紀後半或いは70年代より、鉄工・鉄鋼
業のような伝統的な産業は、合併に、或いはマーガリンや砂糖のような
食品工業は、カルテル形成に向かった（21）。このような独占化傾向に対す
る拮抗力として作用したのが、消費者協同組合（KF）の諸活動であった。
何れにせよスウェーデンは、このような過程を通じて第1次世界大戦直
前には、近代的な工業化過程を終了したのであった。
（ii）資本調達の特殊性
　概して大半の後発性資本主義諸国の近代的な工業化過程の開始・促進
の場合にそうであるように、スウェーデンでも産業基盤の整備・開発（例
えば鉄道敷設・港湾及び河川の整備等）とそのための巨額な資本投資は、
主として政府が担った（22）。この資本調達は、政府が外国とりわけ当時の
先進資本主義諸国であったイギリスやフランスからの借款によった。既
に産業革命期を経過したか経過しつつあった先進資本主義諸国にとって
はスウェーデンへの資本貸付は、過剰資本の健全な捌け口であったこと、
スウェーデンは、多数の中・小自営農民の創出を以て終了した農業改革
の後、近代的な工業化過程の本格的な着手に先行するその胎動期ともい
うべき1850年代でさえ、総人口のおよそ80％程度が農業人口より成り、
しかもこの農業人口は、中・小自営農民を中心としその周辺には既に貧
民化したか或いは潜在的に容易に貧民化しうる可能性を孕んだ農民層よ
り構成されていたこと、また伝統的な輸出産業であった鉄工・鉄鋼業は、
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18世紀末葉頃より内外的な諸条件によって国際的な競争力を喪失して以
来19世紀に入っても低迷し続け、その他の産業部門も、未だ殆ど農業副
業的に家内手工業として営まれ、かっての鉄工・鉄鋼産業の地位に代替
しうるような状況にはなかったこと、その他の理由で、スウェーデンが、
近代的な工業国としてさほど遠くない将来に存立していくために要請さ
れた産業の構造転換に必要な資本は、国家的な水準でも各産業部門にお
ける私的個別企業の水準でも、絶対的に払底していた。政府が産業基盤
整備とそのための資本を外国からの借款によって賄った結果として、私
的産業部門とそれを構成する私的諸企業とは、同国が近代的な工業化過
程の開始に着手する以前にブルジョア国家の台頭・形成と共に、例えば
鉄工・鉄鋼業、軍事・造船工業、織物工業、奢修品工業、建築業のよう
に、何らかの点で重商主義的な産業政策の下で特権的に保護・育成され
てきた工業活動の流れに沿うものであれ、さしあたりは同国の農村地帯
の各地で、例えば、各種の金属加工業に代表されるように、農業活動に
対する副業として着手された日用品や小規模・手工業的な生産手段の生
産に始まり、後にはそこより自立化し局地的ないしは地域的市場圏の形
成に導くようになる広い意味での農村マニュファクチュアの流れに沿う
ものであれ、進取の気性と工夫・発明の才に富み、機会の到来を巧みに
入手・利用できる企業家的な才に恵まれた人々は、国家による産業基盤
の整備を与件として受取った。かれらは、様々な小規模な起業に着手し、
プロテスタント的な禁欲の倫理としての勤勉と節約による、さしあたり
は小規模な自立的な資本蓄積（利潤の再投資）を基軸として、それでも
不足する資本は、親族・友人・知人等からの個人的借入や前近代的で問
屋制の名残を留め、スウェーデン経済史上はいわゆる商社と呼ばれてき
たところの輸出商　　その資金源は、時には、既に制度的に整備されつ
つあったスウェーデンの銀行cf・2）　からの、時には、伝統的な手法によ
る外国の商社からの、信用によって賄いつつ（23）、既存の工業部門の近代
化或いは新興工業部門の育成・発展を指向した。
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cf．2）ここでスウェーデンの銀行制度制度の形成それ自体の歴史に委細に立ち
入ることは、本稿の主題との直接的な関連では必ずしも必要とはしないが、ス
ヴェリィェス・リークスバンク（Sveriges　Riksbank：スウェーデン国立銀行）
を中心とした同国の近代銀行制度の発達とりわけ19世紀初頭以後のそれのあ
らましに触れ、同国の近代的な工業化過程で必要とした資本調達の特殊性を理
解する一助としたい。
　19世紀初頭以後の同国の銀行制度の発達は、銀行資本と産業資本との関連と
いう点で3つの段階に区別される。第1の段階は、1820年より1890年代の初頭
まで、第2の段階は、1890年代より第2次世界大戦まで、第3の段階は、第2
次世界大戦終了後の1950年代より1960年代である。それ以後の時代は、同国の
現代銀行制度の動向に関わる問題なので、完全に除外し、また第3の段階につ
いても、本稿の主題としている期間との関連で、時期的な区分を指摘するに留
める。（Scott　Larsh　and　John　Urry，ibid．，p．32．）
　スウェーデンの銀行制度の発達の第1の段階は、スウェーデンの銀行の銀行
としてのリークスバンク（Riksbank）、商業銀行（Affarsbanker）、抵当銀行
（hypoteksbanker）、貯蓄銀行（Spar　banker）等、同国の主要な金融機関（川口
弘著「福祉国家の光と影一ストックホルム通信一」日本経済評論社、昭和
49年、IV　福祉優先の金融構造）が、制度的に確立或いはその存立の基礎iを明
確化した時期であった。
　スウェーデンの銀行制度の発達それ自体は、スウェーデンの国民史上偉大な
る帝国の時代と呼ばれる時期に民間銀行として1656年にJohan　Palmstruch
によって創設されたストックホルムス・バンクゥー（Stockhloms　Banco）にま
でにまで逆上ることができる。同銀行は、この時期の同国の経済的な発展を背
景として、銅或いは銀本位制の下で一種の銀行券を発行していたが、過剰発行
のために破綻した。1668年に同行は、その業務を国家に委ねて改組し、国有の
リーケッツ・ステンデッシュバンク（Rikets　Standersbank：王国財産銀行）と
いう新銀行となった。当初、この新銀行は、発券業務を禁止されて出発し、そ
の点では必ずしも近代的な中央銀行とは言えなかったが、それでも、同国の中
央銀行の原型となったのであった。その後時代は2世紀程度下って1873年には
スウェーデンは、当時の国際市場において銀行業の点でも覇者たるイギリスの
銀行制度の影響の下に、金本位制を採用したのに伴って（Eli　F．Heckscher　，
ibid．，pp．252－253．）、スヴェリィェス・リークスバンクは、発券権限を有する
銀行の銀行（中央銀行）としての形態の制度的な整備に着手し、王権の発券権
限の乱用を阻止するために、政府ではなくて議会に直属する機関として当初よ
り出発した。
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　およそスウェーデンの近代的な工業化過程が本格的に開始する頃まで、伝統
的にスウェーデンの経済発展の過程で私的企業の資本需要と信用享受の要請
に応えてきたのは、前近代的・問屋制前貸的な、主として輸出業務に携わって
いたいわゆる商社（輸出業者）であった。（Carl　G　．　Gustavson，The　Small　Jiant
－Sweden　Enters　the　Industrial　Era，Ohio　University　Press，Athens，
Ohio，London，1986，　pp．34－46，73，86，135，137－138，142－143，145－
146，164，164．）商社に資本を提供したのは、概して、当時のスウェーデンと通商
関係が深く、富裕な先進諸国家（イギリス、ドイツ、オランダ、フランス等）で
あった。このような商社に代わって近代的な商業銀行が、スヴェリィエス・リ
ークスバンクの貸出等に関する厳格な規制の下に、預金・貸出等の本来的な業
務に従事するべく、制度的な整備に迫られたのも、この頃であった。同国の近
代的な商業銀行の前身は、必ずしも定かではないが、いわゆる商社より転身し
たものもあれば、商業銀行設立の機運に乗じて起業に着手したものもあった。
同国の幾つかの商業銀行の中でも、当時はもとより後の時代との関連で最も主
要な銀行は、ストックホルムス・エンフィールダ・バンク（Stockholm’s　Enskil－
da　Bank）（Carl　G．Gustvson，ibid．，pp．93，137－140，146，179，184－
187，230，232－234，261－262）、ストックホルムス・ハンデルスバンク（Stock－
holm’s　Handelsbank）（Carl　G．　Gustavson，ibid．，pp．140－141，194，230，232－
234）、スカンヂィナヴィスカ・バンク（Skandinaviska　Bank：男【」名スカンヂィナ
ヴィスカ・信用銀行株式会社Skandinaviska　Kreditaktiebolag）（Carl　G　．　Gus－
tavson，ibid．，pp．140－141，233．，Ingvar　Andersson，A　History　of　Sweden　，
Natur　och　Kultur，Stockholm，2th．ed．，p．356．）等であった。
　ストックホルムス・エンフィールダ・バンクは、1856年にスウェーデンの銀
行家となりかつ政治家となったAndr6　Oskar　Wallenberg（1816－1886）が、設
立した私立銀行であった。かれの前身は、定かではないが、18世紀中葉頃隆盛
を極めた同国の海外探検・遠征・植民の動向の下でフィンランド号（the　Fin－
land）で世界各地を旅したJacob　Wallenbergの末喬（その孫）であった。かれ
は、Link6pingの一牧師の息子として生誕し、海軍士官資格の取得の後、ヨー
タ運河を運行するリンシェーピング号（the　Lindkδping：スウェーデンで最初
のプロペラ稼働の船舶）の船長となった。更にかれは、ニューヨークとボスト
ンのアメリカ船の水夫として勤務し、同国の1837年の銀行恐慌を間の当たりに
見て、銀行家としての将来の自己の進路を決定したと言われる。（Carl　G．Gus－
tavson，ibid．，p．137．）かれは、スウェーデンの製材所の所在地として著名なサ
ンズヴァル（SundsvalDで1851－1855年にかけて事業経営を行い、翌年、この銀
行を設立したのであった。（Carl　G．Gustavson，ibid．，p．63．）かれとその末喬で
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あるKunut　Agathon　Wallenberg（1853－1938：A．0．Wallenbergの息子、その
父より同銀行の頭取の地位を継承する等その他名種の経済活動に従事しつつ、
同時に政治家としても1906年より1919年まで保守系の国会議員として議会で
各種の要職を務め、スウェーデンで最高の巨額な富の持ち主の一人として、
1917年に科学・文化・教育の発展のためにThe　Wallenberg　Foundationを設
立）、Marcus　Laurentius　Wallenberg（1864－1943：K．A．Wallenbergの異母兄
弟、1938年に同銀行のdirectorに就任、　ASEA、　L．M，Ericsson，SKF，Stora
Kopparberg，Electroulx，Atlas　Copco等の内外の幾つかの工的企業の設立と
再編に従事）、Marcus　Wallenberg（1899－1982：M。L．Wallenbergの息子、
1946年より1958年まで同銀行の、また1972年より1976年まで後のスカンヂィナ
ヴィスカ・エンフィールダ・バンクの前身スカンヂィナヴィスカ・バンクの頭
取に就任、1932年のかの1．Kreuger財閥の崩壊の後、幾つかの巨大な会社の再
建に尽力し、第2次世界大戦後は西側世界との通商を積極的に推進、またスカ
ンヂィナヴィア航空Scandinavian　Airline　Systems：SASの設立に積極的な役
割を遂行）等は、スウェーデンの巨大な工的企業と同国の工業化の進展に決定
的な影響力を持ち、また同銀行の重役等その他同国のその後の主要な工的企業
の活動に関与しつつ、併せて政治家としてもその一定の活動をした。（Irene
Scobbie，Historical　Dictionary　of　Sweden，The　Scarecrow　Press，Inc．，
Metuchen，N．J．，＆London，1995，pp．223－225。）
　スカンヂィナヴィスカ・バンクは、クレディモビリィエ型の金融機関に対応
する必要性から、1863年にイェテボリィェにスカンヂィナヴィスカ信用株式会
社として設立され（Carl　G．Gustavson，ibid．，pp．140－141and　233）、その後
1939年に上記のように命名されるようになり、そして1970年代には上記の
Wallenberg財閥の銀行と合併してスカンヂィナヴィスかエンフィールダ・バ
ンク（Skandinaviska　Enskilda　Bank）を形成した。（Franklin　D．Scott，ibid．，
pp。458－459．）この銀行は、その設立の起源を、デンマークの銀行家Carl
Frederick　Tietgenの指導の下に、コペンハーゲンを拠点として、イェテボリ
ィェ、オスロ、パリ、アムステルダムに支店を構え、スカンヂィナヴィア諸国
の産業に外国資本を導入するパイプとなることを意図して、国際的なスカンヂ
ィナヴィアの銀行を設立しようとした試みにまで遡ることがてきる。とはいえ
19世紀初頭以来のいわゆる汎スカンヂィナヴィア主義が衰退すると、その実現
可能性は喪失した。それでもイェテボリィェの関係者達は、その設立に熱狂的
であり、最終的にはこの銀行は、イェテボリィェを拠点としたスウェーデン企
業として設立された。ストックホルムからは、Oscar　Ekman（Ekman＆Coの
社長）、Oscar　Dicson，Rohss，Waern、　Carneti＆Coなどが参画した。かの
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Wallenberg財閥も、短期的であるがそれに参与した。同時にまた、いわゆる商
社の一つthe　Michaelson　and　Benedicksの所有者であったCarl　Benedicks
も、これまで商社が果してきた資金提供の役割は終息に近づいていることを認
識して、幾人かのユダヤ人商人と共にその設立に参加し、ユダヤ商人の流れを
くむTheodor　Mannheimerが、初代の社長の地位に就任した。（Carl　G．Gus－
tavson，ibid．，p．141．）
　ストックホルムス・ハンデルスバンクは、ストックホルム所在のいわゆる商
社に資金提供をする目的で、1871年に上記のストックホルムス・エンフィール
ダ・バンクの重役会より離脱・分派した人々によって設立された銀行であった。
この離脱・分派の引きがねとなったのは、時の宰相Louis　De　Geerとその支援
の下にある国会議員Axel　BennichとWallenbergとの指導権をめぐる抗争で
あった。（Car1　G．Gustavson，ibid．，p．140．）
　何れにせよこの時期には、主要な金融機関が制度として確立或いはその地位
を明確化したとしても、これらの正式な金融機関による産業資本への貸付は殆
どなく、産業資本は、依然としていわゆる商社が提供する非制度的・非機関的
な信用によってその資本需要を賄った。とりわけ商業銀行の場合その成立の経
緯からも知られるように、一定の機能分化の下にこのような状態が持続した。
ストックホルムス・エンフィールダ・バンクは、銀行家（Wallenberg財閥）の銀
行として機能し、信用供与に対する需要が変化するにつれて、地方に向けて信
頼に価する情報システムを創出していくことにそのギアを変えた。とはいえこ
こでも産業資本に対する信用供与は、第2次的な役割しか演ずることはなかっ
た。そして同行が産業資本に対する信用供与に応ずる場合、その具体的な対象
領域は、概して、輸出指向的な材木産業及び鉄工・鉄鋼業であった。スカンヂ
ィナヴィスカ・バンクも、基本的にはこれと同一な傾向を示したが、産業資本
への信用供与を、その当初の設立目的に相反して、台頭しつつある国内指向的
な産業に主として向けた。更にストックホルムス・ハンデルスバンクもまた、
同一方向を基本としながら、産業資本への信用供与を概してストックホルム市
内に所在する諸企業・諸産業に向けた。またこれらの何れの銀行も、第2次的
な機能として遂行した産業資本への信用供与を、工的諸企業の杜債の購入・株
式の引受等によらず、典型的に短期的な当座貸越と手形割引という形をとっ
た。これらの金融機関による社債の購入・株式の引受等の行為は、殆ど国外を
対象とした。こうした行為が国内の工的企業にも及ぶようになるのは、同国の、
計画・組織化された資本主義の到来まで侯たなければならなかった。（Svenskt
Affarslexikon，Handbok　F6r　Affarsman，Red．av　Rupert　Beije，Med6nF6r－
lag・Stockholm，1948，s．458．）
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　スウェーデンの金融市場の一般的な貸付形態は、不動産抵当担保貸付である
が、その史的起源或いは史的痕跡もまた、かなり古い時代に遡ることができる。
とはいえそれが、農業不動産抵当貸付や都市等の住宅及び商業用不動産抵当貸
付より成る抵当不動産信用の供与を目的とした専門的な金融機関として組織
され、一定の役割を果たすようになったのも、この時期であった。例えば、こ
の種の不動産抵当信用の中でも、後者の代表的な機関の一つである都市抵当機
関（stadshypoteksinstitutionen）と並んで重要な位置を占めるいわゆる抵当会
社として同国の最古のスウェーデン抵当保証株式会社（SIGAB）が設立された
のは、1860年であった。（Carl　G．Gustavson，ibid．，pp．140－142　and　233．）（同
行は、1955年にスヴェンスカ・ハンデルスバンクに買収され、その傘下で全国
的な住宅及び商業用不動産の抵当貸付業務に従事。）スウェーデンでこの種の
金融機関の創設の本来的な契機となったのは、同国の農業改革・囲い込み運動
に連動した中・小自営農民の農業合理化のための資本需要であった。とはいえ
この時期にこのような形態の信用供与の制度的・機関的な整備を直接的に要請
したのは、農業改革を既に一応終了していた農業部門ではなくて、それを前提
として近代的な工業化過程の本格的な開始に前後する都市の発展と都市人口
の相対的な増大及びそれに随伴する近代的な商業活動の台頭を背景とした建
設・商業部門であった。なお因みに言えば、この時期に比較的富裕な中・小自
営農民の農業生産の合理化と生産性の増大のために資本援助（長期貸付：40年
間）をしたのは、抵当銀行（hypoteksbanker）であった。そして抵当銀行の資
金源は、農業改革がほぼ終了した後の1858年には52，000，000krというような
巨額な、外国からの借款であった。（Scott　Larsh　and　John　Urry　，　The　End　of
Organized　Capitalism，Potiyt　Press，p．30．）何れにせよ、銀行資本によるこの
ような信用供与の形態は、第1次世界大戦の勃発まで、産業資本（工的諸企業）
に対する、その所有する建物・土地等の固定資産を担保とした長期貸付の支配
的な形態であった。
　貯蓄銀行は、スウェーデン国民の節約・倹約の推進という目的で設立される
非営利機関であり、各営業地域を限定し、各地域内の貯蓄資金の吸収とその地
域内への還元融資をすることをその第一義的な使命とする。その設立は、各地
域の有志が一定の出資をなし、その管理・運営は、一定金額以上の預金者代表
より成る総代会と各地域の地方自治体より選出さた理事・幹事会によって遂行
される。その人貝構成は、総代会と地方自治体との均分方式より成る。設立者
は、出資に対する利益配当さえない程、如何なる特権もない。経常利益は、原
則として全額準備金として積立て、準備金が一定額に到達した場合、その中よ
り設立者に対する出資金を弁済するに過ぎない。このような貯蓄銀行は、歴史
93
的には同国におけるかの農業改革が進行中の1820年代初頭に、農民層が比較的
富裕な中・小自営農民と顕在的或いは潜在的に貧困化しつつあつた窮乏農民と
に分化していく過程で創出された、貧困な労働者階級の一種の自助的・相互的
な援助機関として1820年に最初に設立された労働者貯蓄金庫の設立に始まる。
例えば、今日でも最大級の貯蓄銀行の一つとなっているストックホルムス・ス
パールバンケン（Stockholm’s　sparbanken）が設立されたのも、同じく、1820年
であった。それは、比較的富裕な中・小自営農民の資本需要を賄った上記の抵
当銀行の対極に立つものであった。（川口弘著「前掲書」、282頁。）
　スウェーデンの銀行制度の発達の第2の段階は、19世紀中葉（1850年代〉に、
農業改革の一応の終了を前提として萌芽しつつあった同国の近代的な工業化
過程が1870年代（とPわけ1870年より1875年）に本格的に開始し、1890年代に
ようやく相対的に自立的な経済圏の大枠を確立する時期であった。同国は、こ
の自立的な経済圏の形成・発展（同国のいわゆる計画・組織化された資本主義
への転換のための資本蓄積過程の開始・進行）（Scott　Larsh　and　John　Urry，
ibid。，p．32．）を推進しつつ、1891年より第1次世界大戦の勃発まで20余年にわ
たって主要な先進工業国家との遅れを克服することに集中した。それは、後述
のように、国内市場の発展を刺激とする工業生産の総体的な顕著な発展とりわ
け新しい諸工業（例えば紙・パルプ産業、機械・工学・電気産業等）の発展と
それに伴う輸出の増加（工業生産の増大分のおよそ40％程度の増加）（Scott
Larsh　and　John　Urry，ibid．，p．31．）によるものであった。このような工業発展
に呼応して、この20年余の間に銀行の産業に対する役割も、増大した。既に1890
年代には銀行による産業に対する信用供与は、金融機関の制度的な確立と整備
が進行中の時期と対比すれば、4倍程度になっていた。（Scott　Larsh　and　John
Urry，ibid．，p．31．）例えば、この時期に、さしあたり電力産業及び機械工業の資
本需要にとり重要な役割を果たしたしたのは、ストックホルムス・エンフィー
ダ・バンクであったし、またスウェーデンの諸企業が外国に生産設備を設立し
ようとする場合重要な役割を果たしたのは、ストックホルムス・ハンデルスバ
ンクであった。とはいえこの時期にもより基本的に、諸産業の資本需要の要請
を満たしたのは、外国からの借款（資本輸入）であった。1890年代には同国は、
勿論、国際的には純債務国であった。この資本輸入の担い手は、なお依然とし
て地方政府と国家及び商人を中心とし、またその程度は低いが、商業銀行であ
った。工業それ自身が負担したその比率は、5％程度であった。（Scott　Larsh
and　John　Urry，ibid．，32。〉
　スウェーデンの商業銀行は、1890年代には、それ自体としては信用市場で一
定の地位を確立し、工的諸企業の株式引受が可能となるような状態まで成長し
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ていた。とはいえ当時の同国の政府と一般大衆の見解は、商業銀行によるその
　ような行為は、極めて危険度の高い投機を刺激・促進し、また銀行による工的
諸企業の所有を惹起するものとして、疎まれた。そして1911年の銀行法によっ
て銀行による株式の取得・購買並びに企業買収が制度的に承認された後にも、
多数の制約的な諸条件のために、その進行は阻まれ続けた。とはいえ金融機関
のこのような動向に、遅れていた証券取引所（the　Stock　Exchange）の再建が
連動した。（Scott　Larsh　and　John　Urry，ibid．，p．33．）
　世紀の転換期頃にはスウェーデンの産業資本の集中度は、電力・機械工業を
別とすれば、台頭しつつあった機械工学工業も含めてなお依然として非常に低
かった。とりわけ鉄工・鉄鋼業及び紙・パルプ産業の非集中的・分散的な性格
は、戦間期中まで持続した。これに対して商業銀行の集守化は、1910年以後、
産業の集中化に半ば先行する形で相当程度進行した。例えば1908年には当時の
四大銀行の総利益（売上高）を中心とした集中度は28％程度であったが、1924年
には56％に達した。（Scott　Larsh　and　John　Urry，ibid，，p．34．）その集中化の
主要な要因は、銀行が、発展・躍進期にある工的諸企業が益々必要とする多額
な資金需要を賄うためには、それに随伴する様々な危険を分散化することを急
務としたことであった。この時期の商業銀行による資本集中という点でとりわ
け顕著な役割を果たしたのは、ストックホルムス・ハンデルスバンクであった。
当時、この銀行の社長として支配的な影響力を有したのは、ドイツ生まれの
Louis　Fraencke1であった。同社の資産は、1893年には22，000，000krであった
が、1911年には150，000，000krにまで増大した。かれは、この銀行をいわゆる
マーチャント・バンク（merchant　bank）のように運営した。かれは、預金と信
用供与の対象をかれと私的関係にある集団に限定し、預金は短期性の当座勘
定、信用供与は高利な当座貸越を基礎とすることによってその収益性を増大さ
せた。それでも同行は、1890年代からの工的諸企業からの資本需要の増大に対
して、国外での銀行株の発行に着手し、併せて国内外で政府・地方公共団体及
び私有鉄道の企業家のために公・社債の発行の業務にその活動領域を広げた。
1912年までにかれは、当時のスウェーデンの最大級の工的諸企業10社の内の8
社の業務に関与し、その工的諸企業・諸産業問題に対する卓越した諮問能力を
買われて、積極的な活動を展開した。同時にこの銀行はまた、銅精製、製粉、
製糖酒造醸造業のような比較的目立たない・国内消費財生産工業に欄与す
る一方、L．M．Ericssonの国外進出（例えばフランス及びハンガリーでの従属
会社の設立）にも指導的な役割を果たした．（S・・tt　Larsh　and　J。h。　Urry，
ibid．，p．34．）
　スウェーデンの経済社会の一般的な発展動向という当面の問題にとっては、
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些か先走りするが、俗に言う戦間期は、スウェーデンが、戦中・戦後のインフ
レ、その直後の恐慌の勃発と不況に伴う失業問題と国際競争の圧力の下で、工
業生産の徹底した合理化運動の一環として、工業生産の集中化（合併）を推進
した時期であった。その結果同国の主要な産業部門と諸企業とは、戦間期はも
とより第2次世界大戦後には、先進工業諸国の巨大企業との直接的な競争にも
耐えうるような水準にまで到達した。主要な産業部門の合理化と集中化の進展
に呼応して銀行とりわけ商業銀行は、一方では、場合によっては工的諸企業そ
れ自体の不振・倒産等に伴う不良債権・貸倒の危険を負いつつ、合併と合理化
の推進のために巨額な資本投資を必要とする工的諸企業に多額な信用を供与
し、他方では、工的諸企業の買収と各銀行傘下の従属会社による工的企業の株
式の発行と引受活動によって、多数の工的諸企業の最大級の株式所有老となっ
ていった。（Edited　by　Alice　Teichova／Terry　Gourvish／Agnes　Pogany，
Universal　Banking　in　the　Twentieth　Century，Edward　Elgar，1994，pp．247－
248．）しかも収益性の高い銀行程、そうであった。上記のように少なくても、
第1次世界大戦の勃発直前（1913年）まで商業銀行に信用供与を求める巨大な
工的諸企業は、殆ど存在しなかった。1920年代の初頭は、第1次世界大戦後の
深刻な経済的な危機の時代であった。この危機は、銀行一産業関係に深遠な影
響を与えた。この経済的な危機の時代に諸銀行は、多数のスウェーデン企業を
買収し、「諸銀行は、多数のスウェーデンの企業の所有者となった（り）、また
銀行に依存するか或いは銀行所有の諸企業に対する信用供与も、相当な水準に
到達したのであった。」（Edited　by　Alice　Teichova／Terry　Gourvish／Agens
Pogany，ibid。，p247．）（Mats　Larsson，‘State，banks　and　industry　in
Sweden，with　some　reference　to　the　Scandinavian　Countries’，In：The　Role
of　Banks　in　the　Interwar　Economy，ed．by　Harold　James，HSkan　Lindgren
and　Alice　Teichova，Cambridge　UniversityPress，1991，pp，85－91．）それと
同時に各銀行それ自身もまた、以前よりも遙に工的諸企業もしくはその支配者
たる各個人に依存するようになった。（Ragnhild　Lundstr6m，‘Banks　and
Early　Swedish　Multinatioals’，In：Alice　Teichova／Maurce－Levy／Helga
Nussbaum（eds），Mutltinational　Enterprise　in　Historical　Perspective，Cam－
bridge　University　Press，1986，pp　211，213，）そこでまた1918年以後の幾年間
かに銀行と産業との関係は、より密接となった。とはいえこの経済危機の結果
がより拡大化したのは、1920年代の後半であった。若干の時間的な遅れを伴っ
て同国に到来した1929年の世界恐慌とそれによるかの大不況期の1930年代に
も、銀行と産業との関係は、非常に変化したが、それは、1920年代程ではなか
ったと言われる。とはいえ国際的な規模での大不況と国際的な金融恐慌は、
96
1931年夏期には、スウェーデンの経済と金融システムに打撃を与えた。とりわ
け1932年春期の1．Kreugerの自殺と同財閥の崩壊は、その象徴であった。当時
のスウェーデンの主要銀行の中でも第二番目の地位にあったスカンヂィナヴ
ィスカ・バンクは、国際マッチ帝国たる1．Kreugerの事業と密接な関係があっ
ただけに、この事件は、同行に対して深刻な影響を与えた。何れにせよ、1920
年代より1930年代中葉にかけて、スウェーデンの各種の産業部門（例えば鉱山、
機械・工学、鉄工・鉄鋼、紙・パルプ、材木産業等）は、商業銀行からの信用
供与を非常に求めるようになり、工的諸企業の商業銀行に対する依存度は、非
常に増大した。同時に銀行は、この依存度を前提に、工的諸企業それ自身の相
互合併と一層の合理化の強制的な推進或いは銀行への工的諸企業の合併を促
進した。例えばWallenberg財閥が支配するストックホルムス・エンフィーダ・
バンクは、上記の1．Kreuger帝国の崩壊後直ちに工的諸企業に対する組織的・
体系的な買収に着手した。同行は、ASEA、　L　M．Ercisson、SKF、　stora　Koppar－
berg、将来のElectroulx社等、当時のスウェーデンの主要な工的諸企業をその
統制下におくような手法を講じた。これに対してストックホルムス・ハンデル
スバンクは、1920年代より概して崩壊の危機にある工的諸企業を合併・合理化
して救済することに力点をおいて、時としては欠損という危険負担を負いつ
っ、産業に関与していった。例えば、鉄鋼業界のthe　Fagersta　steel　concern
との1920年代の合併とその合理化（この合併の最終的な結果は、1943年の同社
の株式の破棄）、紙・パルプ業界のthe　Swedish　Cellulose　Company（SCA）の
再度にわたる買収（この買収の最終的な結果は、1950年に決定）等は、その事
例であった。（Scott　Larsh　and　John　Urry，ibid．，p，32．）
　スウェーデンの銀行制度の発達の第3の段階は、第2次世界大戦後、スウェ
ーデンが、新しく生じた国際上の政治的・経済的な枠組を前提として、いわゆ
る混合経済型の経済機構への本格的な転換を開始する時期よりそれが一定の
成果をあげた後、陰りを見せる1960年代中葉頃の時期である。この時期は、本
稿で設定した期間外なので、立ち入らない。ここではこの段階は、銀行が、第
2の段階でみたような銀行の産業への信用供与或いは銀行による産業の買
収・合併等を通じて蓄積した豊富な内部的な資金の創出を前提として、工的諸
企業に対する積極的な関与より脱皮し、非工的諸企業に向かってその信用供与
の活動を多様化していく時期の幕開けであったことを指摘するに留める。
　近代的な工業化過程の推進過程で競争と信用に媒介された近代的な資
本の集中・集積運動の担い手として一般に登場する株式会社は、既に別
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稿でみたように（24｝、スウェーデンの場合、1848年の株式会社法（1848邑rs
aktiebolagslag）及び1895年の株式会社法（1895邑rs　aktiebolag）におけ
る全社員の有限責任制と設立に関する準則主義の導入によって、制度的
に承認されていた。そして1910年に制定された新しい株式会社法は、1895
年の株式会社法の一層の近代化を図ったのであった。とはいえこの時期
におけるスウェーデンの産業資本それ自体の動向は、概して非常に非集
中的・分散的であり、産業資本が、私的銀行に資金調達を依存したとし
ても、それが、銀行資本と結合・癒着するということも殆どなかった（25）。
その主要な理由は、少なくても第1次世界大戦の勃発までスウェーデン
は、その輸出品を特化し、他の資本主義諸国で概して払底していた商品
（例えば製材、紙・パルプ、鉄鉱石等）を提供することによって、国際
競争を回避することができ、そのために特別に資本集約的な巨大企業の
形成とそれによる規模の利益を手にする道を追求しなくてもよかったか
らであった（26）。（因みに言えば、スウェーデンで産業資本の集中化が開
始・進展するのは、第1次世界大戦後とりわけ俗に戦問期と言われる時
期の1920年代中葉ないしは末葉頃より30年代中葉頃、そしてそれをうけ
て同国の銀行資本が産業資本に対してほぼ完壁に支配的に君臨するよう
になるのは、第2次世界大戦以後である（27）。）
㈹　技術革新の特殊性
　スウェーデンが近代的な工業化過程のために導入した技術革新は、当
初は、必ずしも資本集約的・労働節約的で巨額な大規模設備投資を必要
とするような性格のものではなかった。それらは、先天的に恵まれてい
る科学技術的な独創性と工夫力に富んだスウェーデン人自身が、単なる
思いつきから発して幾度かの実験に成功或いは失敗した結果発明・開発
し、若干の、或いは完全な危険を覚悟の上で特許権を取得し、実用化に
踏み切ったものもあったし、既に先進工業諸国で先鞭をつけられ、実用
化されていたか或いは未だ実用化されていないものを、自国の現実の技
術的水準と経済的・社会的条件に照らして適合・応用可能なように巧み
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に改良したものもあった。そのため総体としてその労働手段・技術の体
系は、多面的で錯綜していた。そしてまた同国の近代的な工業化過程に
おいて、その本格的な開始期に先導的な基幹産業として一時期一定の役
割を果たした新興産業としての材木産業のような労働集約的な産業を別
とすれば、技術革新が、自国の独自の発明・開発・実用化によるもので
あれ、他国の既存の技術の改良・応用・適用によるものであれ、同国が
20世紀以後近代的な貿易・技術立国として存立していくために、極めて
重要な位置を占めていたという点と関連して、発明・応用した諸技術の
実用化（企業化）に着手した人々の前身が技術系の人々であることも、
決して稀ではなかった。それだけに個々の企業家達は、多大なリスクを
負い、ある場合には個別的企業の水準での採算の問題を巧みに処理でき
なかっし、ある場合には国際的な一時的な需給や循環的な景気の動向と
それに規定された国内のそれを無知とも言えるほど予測・想起すること
ができず、創業後間もなく倒産に追い込まれることも少なくなかった。
そしてまたかれらが、経済的・その他の理由で自らその実用化に踏み切
ることのできない場合には、既存の、時としては同国の近代的な工業化
過程の胎動期或いはその本格的な開始期より遙に以前の時代にまでその
設立の起源を遡ることのできる諸企業が、特許権の購入或いは発明・応
用者を雇用する形で、その実用化を図った。何れにせよ、新しい技術の
導入には様々なリスクを随伴したが、それでもこの時期以後発明・応用
された諸技術革新のうちでも第2次世界大戦の終了まで国際的にも国内
的にも成功をおさめることができ、同国の経済学者達も技術者達も労働
手段・技術の体系上重要なものとして一般に承認している幾つの代表的
な技術革新と企業名（但しIKEAのようなサーヴィス部門のそれは除
外）を年代順にあげれば、以下のようである（28）。
スウェーデン及びスウェーデン人による技術の発明・応用＊
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以下、略。
　出典：Inventions，lnnovations　and　Economic　Growth　in　Sweden：An
　　　Appraisal　of　the　Schumpeterian　Theory，Acta　Universitatius
　　　Upsaliensis，Studia　Oeconomica　Upsaliensia　12，Uppsala　1987．，
　　　pp．80－83．
　それでは、これまでみてきたようなスウェーデンの近代的な工業化過
程の推進にとって、国家と政治は、どのように機能したか。ここで簡単
に触れよう。
　上記のように、スウェーデンの近代的な工業化過程の本格的な開始は、
同時代の先進工業諸国に対して相当程度遅滞していた。一般に一国の工
業化過程が遅滞すればするほど、その国の資本の集中化と中央集権化は、
工業化過程が既に開始しているか或いは終了しつつある諸外国との競争
要因の圧力の下で、一層組織的に推進され、そのために国家の果たす先
導的な役割も、それだけ大きくなる。とはいえこのことは、スウェーデ
ンの場合、必ずしも当てはまらなかった。その理由は、様々であるが、
ここで注目しておきたい点は、同国の場合、伝統的に封建制度は相対的
に脆弱であり（農民層の身分的・政治的な自立性と地方自治の発展）、近
代経済社会の開幕に先行するいわゆる絶対主義の時代には国家は、高度
に中央集権的に組織化されたが、各種のギルド制は、同国のおかれてき
た地理的・自然的な諸条件と対内的・対外的な政治的・経済的な諸条件
とに規定されて、相対的に弱体であったこと、また近代的な工業化過程
が本格的に開始し、それが一応終了する第1次世界大戦まで同国の諸工
業の発展は、先進工業諸国では入手不能な特化された輸出品の生産によ
って響導されたことから、地域的にも資本的にも分散的であったこと、
更に18世紀以来のスウェーデンの啓蒙主義的な思考の長期にわたる影響
の下で、議会制度の発展・育成と自由貿易主義への基本的な傾向したが
ってまた国家の介入の排除という風土が存在していたこと等である。こ
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のことは、同国の近代的な工業化過程における国家の役割を、いわゆる
「夜警国家」に留めたのであった（29》。
　スウェーデンは、1870年代にようやく遅れた近代的な工業化過程に本
格的に着手し、第1次世界大戦の勃発までに一先ずそれを終了した。こ
の時期は、同国が、自由放任の資本主義機構より資本蓄積過程を通じて
計画化・組織化された資本主義機構へと移行していくための準備段階で
あった。
　スウェーデンがこのような移行を遂げる場合、極めて重要な役割を果
たし同時にまたその後の同国の計画・組織化された資本主義に特有な現
実的な方向性とその内容を規定したのは、同国の社会民主主義と労働運
動の動向であった。
　時代は、幾分遡るが、スウェーデンが、かの自由の時代（1718－1772
年）よりGustav時代（1772－1809年）を経て19世紀初頭にKarl　XIII世
の即位（1809年）に伴って制定されたスウェーデンの新憲法（1809年）
は、等族制議会における貴族の特権の廃止・出版の自由の承認・王権へ
の制限等、基本的には立憲君主制を規定したものであった。Gustav時代
末期のGustav　IV世は、フランス革命を契機とする激烈な国際状況の下
でイギリスと同盟して反ナポレオン戦争（1805年）に参戦し、最終的に
はロシアによるフィンランドの侵略（1808年）と占領（1809年）によっ
て敗北し、フィンランド及びオーランド諸島をロシアに割譲（1809年）
した。スウェーデンの軍人達は、この戦争の敗北責任を国王に求め、か
れを退位させ、その叔父をKarl　XIIIとして即位させた。この新憲法の
制定当時の同国の戦後状況は、外交的にはロシアの脅威、経済的・社会
的には人口増、農村の疲弊、産業及び貿易不振等、前世紀と比較して著
しく悪化していた。Karl　XIIIの治世の後Karl　XIVとして即位したその
息子Karl　Johanは、卓越した識見と手腕によって対外的には平和政策
を、対内的には戦後経済の再建に当たった。（例えば戦中・戦後インフレ
の抑制のため1834年に制定した新しい法令の下での国立銀行の改革と通
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貨の安定、商工業の復興のための各種の施策等。）この戦後経済の再建の
努力は、折しも1830年代から好転した景気の動向に助けられて、一定の
奏功をおさめた。それは、1850年代に萌芽する近代的工業化過程の前奏
曲であった。かれの治世下でしはしば論議を呼んだ諸問題の中でも本稿
との関連でここで注目するべき問題の一つは、一院制の身分的制的な四
等族議会であった国会の改革問題であったcf・3）。
cf．3）これまでスウェーデンの議会は、いわゆる偉大なる帝国の時代における
Gustav　II世の治世下で制定された1634年憲法に基づく一院制の身分制的な四
等族議会（貴族・聖職者・市民・農民より構成）であった。この憲法は、国王
の権限と義務、元老院と国会の任務、人民の権利等を規定したものであったが、
近代的な憲法とは遙に隔たりがあった。それでもこの憲法は、絶対王政の確立
に多大な影響力のあったKarl　XI世の治世下でのかの王領地返還運動（1680、
1682、1686年の土地改革法）の結果、大土地所有者たる貴族を中心とした元老
院が指導力を喪失して（王領地と農民所有地の増大）、政治の中心的な機構を議
会に移行させていく上で一定な意味を有していた。この時以来継承されてきた
一院制の四等族議会は、その制定以来生起してきた同国の経済的・政治的・国
際的な諸条件の変化によって、各身分層の占める地位と比重の変化、フランス
7月革命後の人心の政治的関心の増大、1830年代から開始する言論機関の社会
に対する影響力の増大と新しい政治形態の主張、全体としての同国の自由主義
的思潮の台頭と風靡等を背景として、その改革が狙上にのぼっていたのであっ
た。その改革は、既に貴族・聖職者層が昔日の勢力を喪失しているこの時期に
は、破壊的な革命的な手法を必要とはせず、合意に達するまで多少時間を要し、
しかも不十分な点を残すとしても、あくまで議会的な政治の場を通じて実現し
ていくことが可能であった。（統一国家としてのスウェーデンの成立以来、その
近代的な工業化過程が本格的に開始する頃までの同国の政治動向については、
同期間の経済社会の一般的な発展動向と同様に既に一連の拙稿で詳細に顧み、
執筆のために参照・利用した諸文献を記載しているので、ここでは諸文献名の
記載は、省略する。〉
　この国会改革は、Karl　XVの治世下で、さしあたり地方議会に大幅な
権限を賦与し地方自治制の確立にとり多大な意味を持った地方行政組織
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の改革（1862年）の後、1866年の改革（国会法の制定）として一定の成
果をおさめたのであった。この改革は、基本的にはイギリスの議会制を
模範とし、自国の歴史的背景とその特性とを若干加味する内容となって
いた。その骨子は、四等族議会より二院制への移行、上院議員の資格は、
大行政区より35才以上・年収4，000kr以上の男性たること、下院議員は、
小選挙区制より25才以上・比較的低所得者たる男性たること、両院の権
限は同等たるべきこと、内閣は、この両院より成る国会の意思の下に施
政するべきことなどを規定したものであった（3°）。後述のように、後の時
代のスウェーデンの労働運動の特性の一つである普遍主義との関係で注
目するべき点は、既に農民層は、1634年憲法による四等族議会において
政治的な参加への一定の道を用意されていたが、1866年の国会法は、下
院を中心としてこの農民層の政治的な参加を再度明確に制度的に保証し
ていた点であった。早くも1867年に農民層の地方議会の代表者達（農民
党）は、国王より内閣参与への意向を打診されたが、このような形での
国政への参加と責任負担とは、農民代表にとって、余りにも時期早尚な
期待であるとして、かれらは、これを拒否した。とはいえ伝統的に自立
的で自由な農民層の強力な連帯感と組織化的な傾向とは、後になって、
1913年の年金法（the　pensions　legislation）の制定に当たって、当時の先
進工業諸国のその大半が、年金保障範囲を概して工場肉体労働者に限定
していたのと対照的に、普遍主義的な社会保障制度の創設を可能にする
重要な要因となったこと、またもっと後には、社民党主導型の連立政権
の下で、社民党の農業政策の、農民党への譲歩という形で社民党の基本
政策の幾つかの実現を可能にしたこと等、スウェーデン的な混合経済機
構を形成していく上で、重要な役割を果たしたのであった（31）。
　ところでこのような議会政治上、一定の組織即ち政党を最初に確立し
たのは、前述のように、1889年にH，Branting（Hjalmar　Branting，1860
－1925年）を初代党首とするスウェーデン社会民主労働党であった（32）。
同国の近代的な工業化過程が本格的に開始した1870年代以後、それに随
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伴する都市化の進行の下で都市人口も増加傾向を辿った。都市人口の増
加は、幼児死亡率の低下等による人口それ自体の絶対的な増加、農業改
革の終了により中・小自営農民として生計を維持できなくなった顕在的
或いは潜在的に救貧化しつつあった農業労働者の都市への流入、近代的
な工業化過程の進行による新しい都市の建設等、複合的な理由に基づく
ものであった。増加しつつある都市人口は、当時も後の時代にも工場労
働力の主要な供給源であった。とはいえ工場労働者の台頭と増大は、ス
ウェーデンの場合、様々な理由で必ずしも社会全体としての生活水準の
極度な低下と徹底したプロレタリアート化を招来することに繋がらず、
場合によっては改善の兆しさえみえた。スウェーデンでも、1848年の2
月革命の影響と同年Per　G6trekの手による共産党宣言の紹介に媒介さ
れて、既に19世紀後半以後、急進的な社会主義思想への関心も、広まり
つつあった。社民党が結成された当初には、同党もまた、理念的には急
進的な社会主義革命を標榜しなかったわけではないが、現実的には、同
国の工場労働者層の現状、スウェーデンの伝統的・国民的な政治的手法、
指導者として卓越したH．Brantingの存在等、様々な諸条件に規定され
て、結成後間もなく、教条主義的なマルクス主義的手法を放棄し、改良
主義的で穏健な社会主義政党としての路線を指向した。即ち同党は、生
産手段の直接的な国有化等に代わり、社会改良・所得格差の解消・その
ための各種の国家統制に力点をおき、その実現の手法を議会政治の活用
したがってまた議会政治の改革（選挙権拡張）に求めたのであった。1866
年の改革（国会法の制定）による議会制度の改革以来、国王の国政に対
する影響力は、低下していったが、反復する両院間の抗争のために、当
時、政治の実権（政策の策定と実施）は、国務院（政府）の掌中に帰し、
議会政治は、半ば有名無実化していた。改良主義的な自由主義者の選挙
権拡張とそのための議会政治の改革の要求は、この現実の反映であり、
また社民党の基本路線にも符号していた。そのため既に同党の最初の党
大会の開催に先立つ1890年には、この要求を求める人々は、普選同盟を
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結成した。社民党は、1891年の最初の党大会で、改良主義的な自由主義
者の選挙権拡張運動を支持することを決定した。そして同党は、自由主
義者達の支援の下に、H．Brantingを最初の社民党議貝として下院に送
り込んだのであった。同党は、1897年の第四党大会で始めて自らの綱領
を採択した。それは、ドイツ社会民主党のエルフルト綱領（1891年）を
模範・模倣としたものであったが、その前文には、共産党宣言を反映し
た文言はなく、漸進的に発展する社会主義について特に言明した。（例え
ば、8時間労働、最低賃金制、14歳以下の児童の就労禁止等。）それは、
改良主義的な自由主義者の主張とも合致しており、同党がその創立当初
より広範な選挙基盤を獲得しうる途を用意するものであった。このよう
な当時の一般的な幅広い普選への要請は、院内外の反対派との抗争の後
に、1896年、議会における自由主義者一かれらが、政党として結集す
るのはもう少し後のことであるが　　の主導性と社民党の積極的な支援
の下に、選挙法改革法案の提出として結実したのであった。このような
状況の下で1899年に自由主義者は、議会で政党として集結することに決
めて、1900年に自由党（後の国民党Folkpartiet）を結成し、1902年に全
国的な政党組織を確立することに着手した。自由党の結成は、ある程度
まで、19世紀前半からの自由主義的な風潮の下で台頭・形成され、時と
しては後退・阻止されてきた様々な経済的・政治的・社会的な要請の実
現となった。（例えば19世紀中葉頃に新たに台頭してきた貿易に関する規
制の緩和或いは廃止、それに呼応して当時の一般的な関心事となってい
た関税問題の処理等。）とはいえ同党の自由主義的な政策は、当時の内外
的な諸条件の下では、もはや自由放任のそれと一線を画するものとなり、
時代と共に変容していかざるをえなかった。このような事情の下で自由
党が、その結党以来、その政策の全面に打ちだした主要な政策の一つは、
既に全国的な組織を確立していた社民党の要請にも呼応する、選挙権の
拡張（普選）であったのである。20世紀初頭、ここに普選問題は、議会
制度を通じて早急に解決されるべき問題の一つとなり、社会的にも普選
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運動は、労働運動・消費者協同組合運動・禁酒運動等、多面的な社会改
良運動と連動しながら、国民運動として活発化していった。
　このような状況の下で、前述のように、1898年には、その後社民党の
強力な支持母体となった、ブルー・カラーの労働者集団即ちスウェーデ
ン労働総同盟が形成された。そしてまたこれに対抗して、1902年の、選
挙権獲得・拡大を目的としたストライキの発生を契機として、雇用者団
体もまた、同年、スウェーデン経営者連盟（Svenska　Arbetsgivare　F6r－
eningen：略称、　SAF，場合によってスウェーデン雇用者連盟とも言う）
を結成したcf・4）。　LOとSAFの形成は、後のスウェーデン的な労使関係の
基本的な構図の原型の形成を示すものとして、極めて注目するべきこと
であった。社民党の結党とLOの形成及びそれに連動した自由党の結党、
両党の共通目標としての普選問題と社会的な普選運動の展開、これに対
抗するSAFの形成という一連の動向の下で、1904年に保守陣営もまた、
地方及び都市の保守層の利益集団として、全国国民選挙同盟（Allmanna
Valmansf6rbundet）を組織し、保守党（後の自由党）を結成した。なお
また比較的富裕な中・小自営農民は、既に1866年の国会法の制定（二院
制の導入）を契機として、下院に農民党（Landmannaparti）を議会政党と
して組織し、下院で指導権を掌握していた。スウェーデンの主要な近代
的政党は、この保守党の結党を以て、ほぼでそろって、以後、同国の政
治は、この基本的な枠組（農民党・社民党・自由党・保守党）を前提と
して、政策課題とその実現の手法をめぐり、各政党の抗争、妥協と協力、
各政党内部での分裂と新党結成によって討議と合意による政治を生成・
確立していくことになるのであるcf・5）
cf．4）1898年に結成された、ブルー・カラーの労働者の機能的・組織的集団とし
てのLOは、第2次世界大戦後は、産業別組合の原則によって組織された42の
組合より成り、総組合員数150万人程度（全ブルー・カラーの労働者の90％以上
を組織）、そのうち婦人労働者34万人程度。スウェーデンには、この他に、労働
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者の組織集団として、同国の非雇用者数の約1／3を占めるホワイト・カラーの
70％程度即ち約42万人を組織化して1944年に結成したスウェーデン俸給職員
中央組合（Tjanstemannen　Centralorganisation：略称、　TCO、その半分は、
民間企業職員、他の半分は官公職員、組合として国際自由労連に加入）、大学卒
業者または同一資格を有する者のうち約6万人程度の人々より成るスウェー
デン専門職員組合連合（The　Swedish　Confederation　of　Professinal　Associa－
tion：略称、　SACO）、更により小さな全国組織でありサンジカリスムを信奉す
るスウェーデン労働中央会（略称、SAC）、将校及び上級職員1．5万人程度より
なる組織（略称、SK）、1．6万人程度の農林労働者の組織等が存在する。他方、
雇用者団体としては、上記のSAF（その対象は主として私企業、その数1．7万
人程度、SAF参加の諸企業に雇用されている被雇用者数93万人程度、そのうち
ブルー・カラーは70万人程度、残余はホワイト・カラー）の他に、全国農業経
営者同盟（略称、LF、構成員19万人程度）、卸売業者・小売業者・劇場経営者
等の代表団体である商業経営者協会（The　Commercial　Employer’s　Confeder－
ation：その構成員1万人程度、この協会に所属している企業の被雇用者数12
万人程度）がある。（Alexander　Davidson，Tow　Models　of　Welfare－－The
Origins　and　Development　of　the　Welfare　State　in　Sweden　and　New
Zealand，1888－1988，Uppsala，1989，pp．188－189．，R．スケース著／萩野浩基
監訳「社会民主主義の動向」早稲田大学出版会、1979年、28－29頁。）
cf．5＞スウェーデンの政党政治と地方自治の形成への最も原始的な痕跡は、遙
に古いヴァイキング時代（その階級構成は、貴族の中より抗争を通じて選出さ
れた国王、地方的な指導者または族長としての貴族、自由民としての農民、奴
隷）のノルド人の社会におけるティング（Ting）と呼ばれる一種の民会（自由民
の会）の中に見いだすことができる。時代は下って18世紀の自由の時代になる
と、議会内にはハット党とキャップ党という二つの党派が形成された。この二
つの党派は、当時の国際的な勢力関係との抗争と絡み合いながら、抗争・反目
を続けた。とはいえそれらは、議会内部の党派であり、明確な党綱領も組織化
された党幹部の支配体制も欠如していた。
　1866年の二院制の導入を契機として農民党が、さしあたり最初の議会政党と
して結成された頃には、政争は、後に議会政党として結成される様々な政策集
団或いは利益集団の抗争であるよりはむしろ、上・下院間での抗争であった。
農民党は、綱領を採択し、立法部でその方針も確立したが、選挙問題に関する
影響力は、当時、低かった。概してこの時期には、農民の政治的関心は希薄で、
選挙によって議員を選出する場合でも、かれらは、日頃農民の間で信頼をえて
いる人々を議員候補者として選挙する程度であった。農民党の目標は、主とし
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て農民層の経済的な難問の軽減或いは排除にあり、議会で国家支出の増大を伴
うような提案に対しては、それが官僚政治の勢力拡張に連なるものであれ、国
防問題に関わるものであれ、概して懐疑的あった。農民党は、概して保守的で
あり、社会的・文化的・民主的な諸要求にも無関心であった。同党は、様々な
政府提案が農民層の利害を直接侵害するような提案である場合には、強力に反
対し、代替案を呈示したが、政権獲得の要求をすることはなかった。同党の政
権獲得に対する消極1生と防御的な姿勢の理由の一つは、官僚と農民層とは社会
的に分化しているという考え方であった。たまたま同党の党首、A．Posseが内
閣総理大臣に就任したとき（1880－1883年）にも、非政治的な官僚が閣僚の地位
に就いた。農民党は、政権の座での支配権を要求することも、政権との連帯感
を強化することもなかったのである。農民党は、議会政党としてはその結成は
他党よりも遙かに先行していたが、政権の座の外部においてであれ、他党との
連立政権の形であれ、農民層の経済的な要求を実現していくようになるのは、
20世紀に入ってからであった。なお同党は、1885年及び1895年に関税問題の処
理をめぐって一時期、新農民党と旧農民党に分裂した。これは、20世紀におけ
るスウェーデンの諸政党の政策問題とその実現の手法に関する活発な論議と
妥協即ち合意の政治を確立していくための一つの道程であった。そしてスウェ
ーデンにおいて近代的で民主的な政党政治の開幕に先鞭をつけ、その路線を
様々な形で響導するような政党の台頭は、上記のように、1889年の社民党の結
成まで侯たなければならかった。同党の台頭に連動した20世紀初頭の自由党と
保守党の結成によって、スウェーデンの近代政党の基本的な枠組（農民党・社
民党・自由党・保守党）が定まったのであった。そしてそれは、本文で指摘し
ているように、以後、各政党がこの基本的な枠組を前提として、政党間の協力
と連立或いは政党内部の分裂と新政党の結成によって、討議と合意による政治
制度を生成・確立していくための礎石となったのであった。スウェーデンの近
代政党政治の史的動向に関する参考文献については、75頁（注5）及び76頁（注
9）　eこ言己載。
　スウェーデンの近代的な政党政治の基本的な枠組が呈示された20世紀
初頭以来、同国は、政策課題とその手法の是非をめぐって幾度か政権交
替劇を反復してきたが、こうした同国の政治事情の委細に立ち入ること
は、本稿の直接的な課題ではないので避け、時の首相名、その就任期間、
政権担当政党名を一覧表として示すに留め、スウェーデンにおける混合
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経済機構の形成という視角より、
に把握するための一助とするcf・6）。
重要な意味を有する政治活動を総体的
首　相　名
L．D．Geer
A．Posse
C．J，Thyselius
O．R．Themtander
G．Bildt
　　　oG．Akerhielm
E．G。Borstr6m
F．W．von　Otter
E，G．Bostr6m
J．Ramstedt
C．Lundberg
K．Staaff
A．Lindman
K．Staaff
H．Hammarskj61d
C．Swartz
N．Eden
H・Branting
G．L．De　Geer
O．von　Sydow
H・Branting
E．Tryggr
H・Branting
R．Sandler
C．G．Ekman
A．Lindman
C．G。Ekman
F．Hamrin
P．A．Hansson
A．Pehrsson
期　　間
1865－1880
1880－1883
1883
1884－1888
1888－1889
1889－1891
1891－1900
1900－1902
1902－1905
1905
1905
1905－1906
1906－1911
1911－1914
1914－1917
1917
1917－1920
1920
1920
1921
1921－1923
1923－1924
1924－1925
1925
1926－1928
1928－1930
1930－1932
1932
1932－1936
1936
政権担当政党
Non－Party
Non－Party
Non－Party
Free－Trade
Free－Trade
Protectionist
Protectionist
Protectionist
Protectionist
Protectionist
Conservative－Liberal
Liberal
Conservativ
Liberal
Conservative
Conservative
Liberal
Social　Democrat
Non－Party
Non－Party
Socia1－Democat
Conservative
Social　Democrat
Social　Democrat
Liberal（Prohibitionist）
Conservative
Liberal（Prohibitionist）
Liberal（Prohibitionist）
Social　Democrat
Agrarian
111
P．A．Hansson　　　　　1936－1939　　　　　　Social　Democrat
P，A．Hansson　　　　　1939－1945　　　　　　All－Party　coalition／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Agrarian
Tage．Erlander　　　　　1945－1969　　　　　　Social　Democrat
O．Palme　　　　　　　　1969－1975　　　　　　Social　Democrat
T．Falldin　　　　　　　1976－1978　　　　　Center／Moderate／Peo・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ple’sParty
O．Ullsten　　　　　　　　1978－1979　　　　　　　People’s　Party
T．Falldin　　　　　　　1979－1982　　　　　Center／Moderate／Peo・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ple’s　Party
P．Palme　　　　　　　　1982－1986　　　　　　Social　Democrat
I．Carlsson　　　　　　　1986－1991　　　　　　Social　Democrat
以下、略。
　　　出典：Dictionary　of　Scandianavian　History，Edited　by　Byron　J．Nord－
　　　　　　　strom，Greenwood，1986，pp　．　675－676　．　，　lrene　Scobbie，Historical
　　　　　　　Dictionary　of　Sweden，The　Scarecrow　Press，Inc．，pp．313－314．
cf．6）スウェーデンが近代的で民主的な立憲君主国として確立するのは、議会
への国王のしばしばなされた介入に象徴されるように、1920年代即ち社民党が
H．Brantingが、少数派内閣としてであれ、政権の座に就くようになってから
であった。議会制度の発展との関連で、G．IVasa以来の国王名とその治世期
間との関係は、以下のようである。
国　王　名
Gustav　I　Vasa
Erik　XIV
Johan　III
Sigismund
Karl　IX
Gustav　II　Adolf
Christiana
（Regency：1632
－1644）
Karl　X
　　　治　世　期　間
1523－1560
1568－1592
1592－1599
1599－1611
1611－1632
1623－1654
1654－1660
初期ヴァーサー時代
（1523－1611年）
偉大なる帝国の時代
（1611－1718年）
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Karl　XI
（Regency：1660－
1672）
Karl　XII
Ulrika　Eleornora
Fredrik　I
Adolf　Fredrik
Gustav　HI
Gustav　IV　Adolf
（Regency：1792－
1796）
Karl　XIII
Karl　XIV　Johan
Oscar　I
Karl　XV
Oscar　II
Gustav　V
Gustav　VI　Adolf
1660－1697
1697－1718
1718－1720
1720－1751
1751－1772
1772－1792
1792－1809
1809－1818
1818－1844
1844－1859
1859－1872
1872－1907
1907－1950
1950－1973
一」
　　　　　自由の時代
　　　　　（1718－1772年）
＝コ。。，，av時代
　　　　　（1772－1809年）
cf．経済自由主i義の台頭・展開
cf．近代的工業化過程の本格的開始
cf．組織化された資本主義への移行
（1918年頃）より福祉国家の開始
（1932）へ
cf．福祉国家の確立（1946－）
出典：Dictionary　of　Scandinavian　History．，p．68，　History　Dictionary
　　of　Sweden，pp．10－24．，and　many　other　materials．
　ところで19世紀末葉より第1次世界大戦の勃発まで、スウェーデンに
おける主たる政治的な問題は、上記の普選問題に加えてノルウェーの独
立及びスウェーデンの防衛問題であった。
　普選問題は、上記のように、さしあたり19世紀中葉以後、当時の一連
の社会改革運動に連動した自由主義者（後の自由党）及び社民党の路線
に沿った議会での要請を端緒として、20世紀初頭には、新たに結集され
た保守党及び既存政党の農民党も、進展する社会的に広範に展開される
国民運動の圧力の下で、その解決に取り組まざるをえなかった。その解
決のための具体的な提案の内容は、さしあたり必ずしも同一ではなく、
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そのため幾度か政権交替劇を反復した。その争点は、選挙権については、
財産・所得・性別上の制限の撤廃、被選挙権については財産上の制限の
撤廃という問題であった。1890年以後、選挙権拡張運動は、一人に銃一
丁と一票というスローガンの下で展開された国防問題及び近代的な工業
化過程とそれに随伴する都市化の進展を背景とする中産階級及び勤労者
階級の増大と結合して高揚していったが、それが頂点に達して最も激化
した時期は、1907－1909年（例えば、当時の同国の不況と選挙権拡張運
動とが絡んだ1909年のストライキと労働側の敗北）及び1918－1921年で
あった。社民党は、1897年にH．Brantingが始めて議席を獲得して以来、
選挙の度に順調に議席を延ばしていったが、前述のように、1909年のス
トライキのために大幅に党員を喪失し、その回復には約10年の期間を要
した。1907年に、A．Lindmanを首相とした保守党政権は、比例代表制を
前提とした、選挙権に対する所得及び財産上の制限を撤廃する改革案を
提示し、1908年の選挙を経て、自由党の賛同の下に、この改革案を通過
させた。（因みに言えば、1908年の選挙による議席配分は、保守党83　・1905
年の選挙後の議席数より減少、自由党98、社民党34。）この改革案は、普
選運動の要請よりみれば必ずしも満足するべきものではなかったが、そ
れでも全国民の有権者数は50万より100万（9．5％より19％）に増大し、
その後のスウェーデンの政党システムを形成する一契機となった。この
改革案が可決された後の最初の選挙である1911年の選挙結果、保守党は
敗北し、A．Lindman内閣は辞職した。（因みに言えば、投票率75％、議
席配分は、保守党64、自由党102、社民党64。）この選挙結果をうけて国
王の要請（干渉）で政権を担当としたKStaaffを首相とした自由党政権
（第2次K．Staaff内閣、1911－1914年）以後、スウェーデンは、直ぐ後
に簡単に触れるように、防衛問題とそれに連動した議会への国王のしば
しばの干渉のために、幾度か、内閣辞職と選挙を反復し、他方、その度
に社民党は、防衛問題に関する内部対立で亀裂・分裂を伴いながらも、
選挙によって議席を着実に延ばしていき、N．Ed6nを首相とした自由党
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政権（1917－1920年）の下で、自由党左派と社民党との協力によって普選
問題の解決のための憲法改正（1918－1919年）に成功した。その主要な改
正点は、県会及び六大市会及びストックホルム市会の議貝法を改正し、
選挙権資格を27歳以上の男女とするべきこと（婦人参政権の承認）、上院
選挙は、県会及び市会より選出される選挙人によるべきこと、下院の選
挙権i年齢を24歳より23歳に引下げするべきこと等であった。これは、国
政の民主化の促進に繋がった。
　スウェーデンが、ノルウェーと同君連合制をとるようになったのは、
かのナポレオン戦争に巻き込まれた北欧諸国の様々な対応の中で、ナポ
レオン陣営に留まっていたデンマークに対して、スウェーデンが、イギ
リス・プロイセンと共にデンマークを攻略し、1814年にデンマークと同
盟軍の間に締結されたキール条約によって、デンマークより、西ポメラ
ニアと交換にノルウェーを獲得したことに始まる。ノルウェー人の独立
への要請にも拘わらず、Karl　Johanは、武威によって1814年にノルウェ
ー国会に同君連合を承認させた。その後ノルウェーは、実質的には独立
の政府を持ちながらも、軍事及び外交問題に関する限り、スウェーデン
にその指導権を委ねざるえなかった。もとよりノルウェーは、スウェー
デンより独立するまで、幾度か独立のための政治的な折衝を試みたが、
スウェーデンの益権に当時普及していた汎スカンヂィナヴィア主義の風
潮が絡んで、幾度となく阻まれたきた。とはいえスウェーデンは、20世
紀初頭の同国をとりまく国内外の事情を背景として、1905年ノルウェー
の独立を承認したのであった㈹。
　スウェーデンは、1880年代以後、当時の国際社会経済と同国の経済発
展の動向に規定されて、再燃する貿易保護主義問題に直面した。これに
連動して国防問題もまた、議会の主要な争点の一つとなっていた。とり
わけ国王は、保守党及び農民党と連携して、防衛力の強化を望み、自由
党及び社民党と対立し、第2次K．Staaf自由党政権下の1911年に、社民
党支持による造船計画を非難し、議会の解散を要請した。内閣は、これ
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を拒否した。そして国王と内閣の対立は、1914年に頂点に達した。同年、
国王の防衛力強化の要請に賛同した農民は、デモ隊を組み、ストックホ
ルムを行進し、国王は、デモ隊の面前で、政府の防衛政策を非難した。
これは、明らかに国王の議会制への介入であった。内閣は、これに抗議
し、辞職に踏み切った。社民党は、以前より国王の議会への様々な干渉
を批判してきており、この辞職を支援した。それをうけた1914年の選挙
戦は、国王と内閣の対立を反映して争点がかみ合わず、保守党及び農民
党陣営は、防衛問題を強調して民族的な感情を煽動し、自由党及び社民
党陣営は、憲法問題を強調した。この選挙結果は、総体としては、社民
党の勝利であった。（因みに言えば1914年選挙の結果議席配分は、保守党
86＝自由党からの移行者による増加、自由党71、社民党73。）とはいえ折
しも勃発した第1次世界大戦によって選挙結果にも拘わらず自由党及び
社民党は、保守党及び国王の国防問題に関する見解に賛同せざるをえな
かった。社民党のこの賛同は、同幹部及びこれを支持する多数派とこれ
に反対する同党青年グループとの亀裂を生み、後者特に社会民主青年同
盟は、反軍国主義的態度を固持し、これを引きがねとして後の1917年に
は、労働者・兵士・農民等を支持母体とした社民党の極左グループは、
社民党より脱党し、左派社会民主党（Sveriges　Socialdemokratiska　Van－
sterparti）を結成した。防衛問題と国王の干渉をめぐる政争は、第1次世
界大戦の勃発によって1917年まで中断し、H．Harmmaskj61dを党首と
する保守党が、政権を担当した。とはいえ同内閣は、1917年に政府の中
立政策の不首尾と国民生活の疲弊の責任をとり退陣し、G．Swartzを党
首とする保守党暫定内閣が成立した。同年の選挙結果は、前回選挙のそ
れと同様に、社民党の勝利であった。（因みに言えば議席配分は、保守党
57、自由党62、社民党86、左派社会党11、小農を支持基盤する農民同盟
Bondef6rbund　9、大農を代表する全国農業者同盟Jordbrukarna　riks－
f6rbund　3。）この選挙結果をうけてG．Swartz内閣が退陣した後国王
は、またしても全政党が参加する政府の樹立を要請した。この要請は、
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憲法問題とりわけ保守党による選挙権拡張に対する反対によって挫折し
た。国王は、余儀なく自由党の左派系のN．Ed6nに社民党との協力によ
る政権の樹立を委嘱した。ここにN．Ed6nを首相とする自由党内閣
（1917－1920年）が成立し、閣僚として自由党7、社民党4名が入閣した。
蔵相はH．Brantingであった。同内閣は、戦争末期の事態と戦後処理に
対処した。同内閣は1918年4月には地方選挙の民主化に対する提案をし
たが、上院の反対で実現することができなかった。とはいえ11月革命の
影響の下で同内閣は、上記のように、憲法改正に成功したのであった。
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第2期　（1917年1939年）
欧米列強諸国の植民地再分割をめぐる国際的な抗争であった第1次世
界大戦の勃発に伴ってスウェーデンは、その他のスカンヂィナヴィア諸
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国と共に、国際法学者J．Harmmarskj61d内閣（1914－1917年）の下で、
いち早く中立維持を国際的に宣言することによって、直接的な戦火に晒
されることを回避した。とはいえ同国も、より直接的にドイツの強力な
脅威をうけたデンマーク及びノルウェー程ではなかったにせよ、それで
もこの戦争の影響を免れることはできなかったω。
　第1次世界大戦の前半期にはスウェーデンの経済は、スカンヂィナヴ
ィア協議会cf・1）の合意によって、自らは鉄鋼製品・木材・パルプ等、デン
マークは穀類・畜産物等を、ノルウェーは材木・パルプ・棘・硝石・化
学製品等を、相互に、無償で交換・提供し合うことによって、比較的安
定した生産活動を続けることができた。そのため国民生活も、それ程逼
迫することはなかった。とはいえその後半期にはスウェーデンもまた、
例えば、ドイツの無制限潜水艦作戦の進展による同国の多数の商船の沈
没と連合国の海上封鎖の強化等、より直接的に戦争の影響をうけるよう
になった。その最大の影響の一つは、化学肥料と家畜飼料等の農業生産
用の輸入資材の低下による農業生産の低迷（食料不足）と燃料事情の悪
化であった（2）。H．Hammarskj61d戦時内閣（1914－1917年）は、国民的合
意であった中立維持と戦時経済下での国民生活の経済的な安定を最優先
課題として、例えば、穀物取引の政府経営（価格規制を含む食料統制）・
主要食料品の配給制の導入（1916年）等、戦時経済統制をしいた。とは
いえ同内閣は、通商問題で難局に直面し1917年に辞職した。それに継ぐ
C．Swartz内閣は、選挙管理内閣として、1917年秋期に総選挙を実施し
た。選挙は、保守党の敗北となった。（議席配分は、保守党57、自由党62、
社民党87。）この選挙結果をうけて新たに誕生した新政権は、国王の意向
でN．Ed6nを首相とし、自由党主導型でこれに社民党が参画（特にH，
Brantingが蔵相として参画）した連立政権（1917－1920年）であった。　N。
Ed6n内閣は、戦争末期及び戦後状況の様々な問題の処理を付託された。
この連立政権の下で実現した普選（1918－1919年）は、社民党にとって
もその後のスウェーデンの政治・経済にとっても、一つの新しい時代の
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開幕を予告するものであった。これに先立って隣国フィンランドは、ロ
シアの内乱（1917年2月革命）に乗じて1917年7月に独立宣言すること
に踏み切った。スウェーデンは、不干渉主義を標榜しつつ、早くも1918
年にそれを承認した。
　この戦争それ自体は、スウェーデンの場合、さしあたり経済機構に対
する基本的な考え方の根本的な変化とその転換を招来することはなかっ
た。戦時中の国家による経済統制は、必要悪とされ、普選運動に随伴し
て益々強力となっていく労働者団体とそれを支持母体とする社民党でさ
え、戦争中に導入された国家統制を戦争終息後には可及的速やかに一掃
し、戦前の自由主義経済機構に復帰することには反対しなかった。それ
を端的に象徴するのは、後述のように、同国にとっては国内経済の安定
と通貨の対内価値の維持を無視する結果（3）となった金本位制への復帰
（1924年）であった。とはいえ同国も、戦中・戦後の国際的な経済的・
政治的・社会的な諸条件に規定されて、戦中・戦争直後の戦時インフレ
（特に1919－1920年）、その沈静化と連動して引き続いて到来する戦後恐
慌（特に1920－1921年）、長引く不況（1921－1924年）に見舞われた。戦
争直後の投機的な多数の企業家の興亡、失業の発生と大衆の窮乏化、そ
れらを背景とする労働運動の高揚と社民党の進出等、これらの全ての状
況は、相当程度まで戦争の遺産であったと言ってよい。因みに言えば、
工業生産の実物量は、それが戦前に最も増大した1913年を100として、戦
争前半期の1916年には109、戦争終息時の1918年には76、1921年の恐慌・
不況期には75、それが、戦前水準を超えたのは1924年であった（4）。そして
このような景気動向は、1920年代及び1930年代のスウェーデン経済は、
「原則として輸出の変化がいつも景気情勢の重要な転機となった」⑤と
言われるように、基本的には輸出動向したがってまたそれを饗導する国
際経済社会の諸条件によって規定され、経済危機は、輸出動向によって
先導されていたのであった。
　スウェーデンは、経済的には、1924年以後1929年の世界恐慌の余波が
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若干の時間の遅れを伴って到来するまで、諸産業部門の徹底した合理化
運動によっていわゆる相対的な安定期における「繁栄」を享受した。と
はいえ同国は、政治的には、普選の導入後の最初の選挙で健闘した社民
党が、H　．　Brantingを首相として1920年に始めて少数派単独政権の座に
就いて以来、1932年に同党がP．A．Hanssonを首相とする長期安定政権
を樹立するまでおよそ10余年にわたり、目まぐるしい政権交替劇の増堀
にあり、何れの政党も単独で過半数を掌握できず、その政策目標を効果
的に実施してゆくこともできなかった。
　スウェーデンは、1929年の世界恐慌の到来によっていわゆる相対的な
安定期における「繁栄」に終焉を告げ、それ以後1932年にかけて深刻な
不況期に入った。同国は、保守党のA．Lindman内閣（1928－1930年）の
後政権の座に就いた自由党のC．G．Eckman内閣（1930－1932年）の下
で、1931年にはイギリスに追従していち早く金本位制を離脱した。それ
を契機として同国は、1932年に不況期より脱して初期回復期（1932－1934
年）に入った。1932年にP．A．Hanssonを党首とした社民党が始めて安定
単独政権を獲得し、経済的・社会的な諸政策を提示したこと、それは、
ケインズ以前のケインズ的政策の導入と言われるように、従来の輸出産
業の拡大を重視した経済運営より国内投資の拡大に力点をおく経済運営
への転換と従来の救貧法的な社会政策より社会的な福祉と社会的な倫理
を標榜する普遍主義的な社会政策への転換とを迫る最初の第一歩であっ
た。同国は、この初期回復期以後1939年の第2次世界大戦の勃発まで、
経済的には、時折、軽度な景気変動の波に晒されることはあっても、比
較的順調に拡大基調を辿り、また政治的には、P．A．Hanssonを引き続き
首相とする社民党単独政権（1932－1939年）という安定した政治状況の下
で、恐慌・不況及びそれに伴う失業の回避、したがってまたそのための
計画・組織化された資本主義経済の構築に向けて本格的に歩みだしたの
であった。
　とはいえ第2次世界大戦の勃発は、こうした路線の追求を一時的にせ
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よ、阻んだ。開戦と共にスウェーデンは、いち早く社民党／農民党主導型
の、いわゆる挙国一致内閣（1939－1945年）を組み、対外的には中立維
持を宣明し、苦渋に満ちた中立政策を模索し、対内的には戦時経済下で
の国民生活の防衛に当たった。戦局の行方が徐々に判明するのに伴って、
各政党は、戦争終息を見極めるまでは挙国一致内閣を維持しつつも、戦
後の経済・社会の復興に向けて、各々の政策理念・目的にしたがった戦
後綱領の策定作業に着手した。戦争終息によって挙国一致内閣は、解散
した。それは、スウェーデンが、T．Erlander及び0．Palmeを党首とし
た、30年の長期にわたる社民党単独政権（1945－1969年及び1969－1975
年）の下で、「実験国家」と言われるような様々な経済的・社会的な施策
を展開させ、スウェーデン的な混合経済機構を本格的に確立し、それを
実らせていく新しい時代の開幕であった。
　以下、俗に戦間期と言われるこの期間を、スウェーデンにおける計画・
組織化された資本主義の形成という視角より、第1次世界大戦の終息よ
り1929年世界恐慌の発生に至る時期（とりわけ1920年代）とこの恐慌を
契機として経済機構への政府の積極的な介入が開始する時期（1930年代）
とに大別して、その一般的・基本的な経済社会の動向を概観する。
cf．1）スカンヂィナヴィア協議会は、第1次戦争を契機に再燃した汎スカンヂ
ィナヴィア主義の風潮を背景として、GustavX世が、スカンヂィナヴィア諸国
の中立維持のために相互援助することを目的として、提案した会議である。戦
中及び戦争直後にかけて9回開催された。
（1）1920年代
　第1次世界大戦直後のスウェーデンの政界にとって衝撃的な事件は、
1918年11月のドイツ革命であった。既にみたように、大戦の後半期より
一層高揚していた普選運動の下で、一方ではLDe　Geerを中心とした保
守陣営による改革案は、投票権に関する財産上の差別を含むため、漸進
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的・民主的な改革を求める陣営の側からは、金権政治を是認するものと
して批判の的となり、他方ではN．Ed6n内閣による地方自治体の選挙権
の民主化を含む提案も、さしあたり保守陣営を基軸とした上院の反対で
成立しなかった。とはいえドイツ革命の発生は、保守陣営の不安を煽り、
N．Eden内閣の改革案は、いわゆる全般的な危機（革命勃発の危惧と労働
運動の激化）の回避を求める保守陣営と漸進的・民主的な改革路線の遂
行を求める陣営との妥協の結果、1920年に大筋で承認されることになり、
ここにスウェーデンの近代的な選挙制度と民主的な議会制度の基礎が一
先ず築かれたのであった。
　スウェーデンは、戦争の影響をうけたとしても、中立政策によって直
接的な戦火に晒されることを回避したために、少なくても交戦諸国より
も比較的早期に、戦後処理と戦後経済の枠組の構築に着手することがで
きた。
　戦前、スウェーデンの工的企業は、前述のように、小規模・分散的で
非集中であった。同国は、その近代的な工業化過程の促進のために必要
な資本を、国家レヴェルであれ、民間レヴェルであれ、主として銀行を
媒介とした外国からの借款によって調達し、第1次世界大戦の勃発まで
資本の純輸入国であった。資本借款に主要な役割を担った銀行資本それ
自体もまた、概して非集中的であり、銀行の工的企業に対する支配力或
いは工的企業との結合・癒着関係も希薄であった。とはいえ同国は、既
に戦時中より国外投資を開始し、戦争直後の1918年には資本の純輸出国
に転じていた。例えば、1929年世界恐慌の影響で窮地に追い込まれて倒
産し自殺事件（1932年）によって崩壊するかの1．Kreuger財閥は、既に
この時期には、戦争に巧みに乗じて、マッチの国際独占体としての旧来
からの事業活動の他に、鉄鋼・パルプ・木材・建設等、その事業活動を
拡大・多角化し、アメリカ及びイギリスを舞台として大規模な国外投資
活動を展開していた（6）。また、スウェーデンの近代的な工業化過程におけ
る技術革新の進行を背景として台頭してきた幾つかの新興産業（例えば、
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ボールベアリング、計算機、暗号解読機、モーター、高射砲等の電気・
機械工業）も、国際市場へ参入しつつあった。第1次世界大戦の勃発を
境とする戦前・戦中のスウェーデンの産業界のこのような動向の委細は
別として、スウェーデンの後の時代の経済社会の動向との関連でここで
留意しておきたい点は、この頃より同国の国際的な経済活動は、旧来か
らの商品輸出の他に、諸外国の関税障壁を超えるために投資活動（資本
輸出）とりわけ直接投資に向かい、同国の幾つかの株式会社は、既に国
際的な性格と名声とを帯びるようになっていたということであるω。も
とより当時の資本輸出は、民間レヴェルでも国家レヴェルでも綿密・精
巧な意識的・計画的な戦略と政策の結果ではなかった。因みに言えば、
同国の貿易収支も、戦争後半期の同国の工業生産の一般的な低落と輸出
入品の価格の騰貴（場合によっては輸入品価格の、輸出品価格の騰貴を
上回る騰貴）にも拘わらず、戦争前半期からの、戦争の影響による物量
的な輸入水準の相対的な下落（1913年基準で1918年にはその50％以下）（8）
したがってまた物量的な消費水準の相対的な低下によって総体的には黒
字であった。この黒字は、当時、進行しつつあった戦中インフレによる
物価水準の一般的な上昇に伴う実質賃金の低下と一般的な消費水準の低
落傾向と相侯って、いわゆる戦争による多額な「強制的な貯蓄」（9）をもた
らした。そしてこの貯蓄は、結果として、上記のような貿易外収支の黒
字（直接投資）と相侯って、スウェーデンが、その近代的な工業化過程
の開始以来、累積してきた多額な外国債務の弁済を可能にし、戦争終息
時には同国をかってのような資本の純輸入国よりその純輸出国へと転換
させていたのであった。
　第1次世界大戦の勃発によってスウェーデンの産業界も、一時的にせ
よ混乱した。とはいえスウェーデン経済が、1929年世界恐慌の勃発を契
機として、1930年代に明確に計画・組織化された資本主義の時代に入る
ようになったとき、政府が採択した一連の経済政策との関連で、この戦
争中の同国の産業界の様々な動向の中でも、ここで少なくても次の点を
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注目・確認しておきたい。
　第1に、19世紀末葉には一定程度の自給力を持つようになっていた農
業生産は、それ自体としては、戦中（1914－1918年）には化学肥料・家畜
飼料・その他の農業生産に必要な輸入品の払底によって生産性の低下を
招き、1920年代の際競争力の喪失と合理化運動・1930年代の社民党政権
下で農民党との妥協の産物としての農業保護政策の途に繋がっていった
ということである。とはいえさしあたり農業生産は、多数の工業部門と
同様に、戦時インフレ等による一時的な農産物価格の上昇によって利得
した。第2に、諸工業生産は、少なくても20世紀初頭に着手した多数の
技術革新による自然的資源（森林・鉄鋼石・水力等）の効果的な開発（特
に水力発電の開発）を前提として、戦中には戦後ブームを予想して、工
業生産設備の改善に着手したが、1930年代に入るまで現実問題として概
して生産高を増大することができなかったということである。例えば、
建設業（特に住宅建設）は、同国の近代的な工業化過程の進行に伴う都
市化の波の下で戦前より漸次に重要な産業部門の一つになりつつあった
が、戦中・戦後直後には、戦中・戦後インフレの進行による原材料価格
の騰貴、その終息と共に殆ど同時的に到来する戦後恐慌と’長引く不況期
の下で、金本位制への復帰（その着手は、1922年、成立は、1924年）の
代償としての不況加速的なデフレ政策による一般的な高利子率、都市住
宅の家賃制限等によって、その発展を阻まれていたということである。
（些か先走りながら言えば、建設業特に住宅建設は、1930年代には社民
党政権が、農業保護政策と引換えに、積極的な赤字財政による恐慌・不
況・失業対策の一環としての内需拡大型の公共事業の対象とされるべき
産業であった。）戦中・戦後インフレに便乗して投機的に乱立した起業の
大半も、その終息と共に消失する筈であった。第3に、この時期に例外
的に発展した工業は、紙・パルプ工業と海運・造船産業であったという
点である。紙・パルプ工業は、19世紀以来開始した一連の技術革新とり
わけ世紀の転換期におけるそれと金融機関による新興産業に対する資金
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提供に支えられて、スウェーデンの特化された輸出品目の一つとなり、
その販路も世界各地に分散するようになっていた。以後、同工業は、そ
のため内外の景気動向の影響に左右される程度も低く、不況期でさえも
輸出の持続或いは拡大をすることが可能であった（1°）。海運・造船産業は、
軍事需要に支えられた上昇機運の下で、この時期の直接投資の動向を背
景として、既に巨額な海外資産の蓄積を開始していた。そして同産業は、
1920年代以後、国際経済社会との連関で不可避的に同国を見舞う幾度か
の景気の低迷期にも着実に発展していった。
　1919年から1920年にかけての戦中・戦後インフレの終息、と殆ど同時的
に到来した戦後恐慌としての1920秋期の世界恐慌は、物価の急落（1920年
一1922年には卸売物価指数で50％程度の低落）・景気の急激な下降と不
況、失業の増大（1922年初頭でその数16万強）等、一連の経済的な危機を
もたらし、1920－1922年には「絶望的なデフレ」（11）によって、スウェー
デンの経済社会にも深刻な影響を与えた。普選の導入後最初に行われた
選挙で健闘した社民党は、H．Brantingを首相として、少数派内閣とはい
え始めて単独政権の座に就いた。同内閣は、既存の失業救済制度を、賃
金引上げをめぐる労使紛争中の失業者にも適用可能か否かをめぐって、
経営者陣或いは保守党と対立した。とはいえ1922年に頂点に達した失業
も、景気が不況より脱出するに伴って相対的には徐々に逓減し、それに
伴ってこの対立も、さしあたり深化することはなく1930年代にその解決
を延ばされた。
　戦後恐慌期に政権の座にあったLDe　Geer及び0．von　Sydowは、依
然としてクローネの価値の旧平価の回復・金本位制への復帰・自由放任
の経済と自由貿易の復活・私的企業による雇用の拡大という「野望」（12）
にしたがって、金融引締め・デフレ政策を維持したcf・1）。その結果、同国
の物価の一般的な下落傾向は、アメリカのそれよりも激しく、例えば、
同国の卸売物価指数は、恐慌の発生を契機に1922年まで50％強も低落し
た。そしてそれは、失業問題を深刻化させていった。大半の経済学者達
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は、この時期とられたデフレ政策の不当性を指摘したし、また現実にも
その不当性が白日の下に晒されていく中で、国立銀行は、徐々に利子率
の引下げに向かった。とはいえそれは、程度においては緩慢であり、時
期的にも不況の末期段階であった。そしてその段階で、クローネが旧平
価に復帰することに対する一般的な予想と期待とは、為替騰貴を招き、
クローネの相場の急速な回復に結びついていった。スウェーデンが、既
に不況を脱して初期回復期にあった1921年より1922年にかけてクローネ
は、現実には旧平価を回復し、1924年には金と再び結合した。同国は、
こうしてここに金本位制への復帰というかの「野望」を遂げ、戦後の新
しい国際経済秩序に自らを適用させつつ、1929年の世界恐慌の勃発まで、
いわゆる相対的な安定期における、短く、しかも失業問題の深化を構造
的に内在する「繁栄」の一時期を享受したのであった。
cf，1）戦争中に金価格に対して幾分上昇気味のクローネは、戦争終息時には低
下しており、物価は、概して上昇していた。しかも対内的には戦後間もなく解
除された物価統制と配給制、戦後直後の経済に特有な諸物資の払底、その他の
諸条件、対外的にはアメリカ及びイギリスで進行していた一般的な物価変動
（したがってまた為替相場の変動）のスウェーデンへの集中的な形態での移入
等、様々な理由で、物価は、更に一般的な上昇傾向を辿った。この一般的な上
昇は、1937年のそれと同様に、世界的な現象であった。例えば、スウェーデン
では、1919年10月より1920年6月にかけて、物価は19％上昇した。（1936年6月
より1937年8月には16％上昇。）この戦中・戦後インフレは、スウェーデンでも
生産と流通の各部門の購買者の需要を誘発し、在庫と発注とを投機的に増加さ
せた。けれども物価騰貴が終息したときには、在庫を増加する特別な理由がな
いために新規生産に対する需要の減少、在庫の過剰となり、その流動化が望ま
れ、物価は、1921年まで下落した。（1937年のインフレ期も、1936年より1938年
にかけて同様な動向を辿った。）（G。A．Montogomery，ibid．，p．233．）
　スウェーデンで戦中・戦後インフレが激化した1919年より1920年にかけて、
政府及び政策策定関連者達は、金融政策に関する活発な論議を展開した。その
過程で国立銀行が到達した結論は、金融政策の目標を法律の規定にしたがって
銀行券の免換を再開し、クローネの旧平価回復のために努力を傾注するという
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ことであった。このような見解より国立銀行は、発行銀行券の金準備高の変化
に応じて公定歩合を変更することに決め、1919年の半ばに公定歩合の引下げに
踏み切った。時期的には、それは、戦中・戦後インフレの波が次第に増大しつ
つある時期であった。既に1920年にはクローネの価値は、旧金平価をかなり下
回っており、物価水準は、若干、割高気味となっていた。そのため同銀行は、
金融引締め政策に転じて、1920年3月に公定歩合を引上げたが、この頃には戦
中・戦後インフレは、かなり進行していた。更に同銀行は、同年9月にも再度
公定歩合を引上げて（7％より7。5％へ）、金融引締め政策を一段と強化した。
時期的には、それは、アメリカの景気の下降転換期とほぼ同時的であった。同
銀行のこのような一連の金融政策は、戦中・戦後インフレの進行と終息の過程
とそれに続いて到来した国際的な戦後恐慌という状況に対しては、殆ど奏功を
おさめることなく、むしろ失敗に終わり、戦後恐慌に続く不況の過程（物価の
下落と持続的な高水準の失業の発生）を長引かせた一因となった。（エリック・
ルンドベルク著／吉野俊彦訳「景気変動と経済政策　経済統制か金融政策か」
至誠堂、昭和39年、94－96頁。）
　この「繁栄」をもたらしたのは、基本的には、念願の金本位制の復帰
という国際経済的な枠組を前提とした同国の、国際収支を全体として黒
字にするような貿易・国外投資活動の動向或いはそれを前提とした同国
の全体としての経済動向、したがってまた1920年代を通じて同国が晒さ
れていた熾烈な国際競争への同国の適応能力であった。
　スウェーデンは、1920年恐慌の調整過程による物価とコストの大幅な
低落を背景に、既に金本位制への復帰前の1923年より外国貿易の大幅な
伸長期に入りかけていた（13）。この伸長は、1925年より1929年の世界貿易
の回復期に結びつき、同国の輸出市場における地位を強化した。（因みに
言えば、国際貿易の回復率以上にスウェーデンの輸出増をもたらした
1932年より1937年の世界貿易の回復期にも、事態は同様であった。）この
時期のスウェーデンの主要な輸出品は、旧来どおり、資本財であった。
とはいえその品目には、鉄鋼、鉄鋼石、木材、紙・パルプのような近代
的な工業化過程の本格的な開始以来とりわけ重要となった品目の他に、
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戦中・戦後を通じて新たに登場してきた各種の機械・船舶等が含まれる
ようになっていた。これらの資本財に対する国際需要は、最も直接的に
は輸入諸国の投資水準とその内容に依存し、またその投資水準それ自体
は、関係諸国の景気変動に規定された。例えば、同国の鉄鋼・材木輸出
は、1920年より1921年の、また鉄鉱石輸出は、1932年の国際的な不況に
対して激しく反応した。この場合重要なことは、スウェーデンが輸出す
るこれらのこれらの資本財は、輸入諸国にとって「代用品（を）国内生
産からも他国からの輸入によっても容易に得られない商品」（14）であった
こと、しかもこれらの輸出品（資本財）の多くは、高度に特殊化した性
格を持ち、国際市場も一極集中的ではなくて、多数の異なる諸国に分散
していたことであった。それは、スウェーデンの輸出品が国際的な需要
の変動の影響をうける程度を縮小する要因であった。これに対して同国
が最終消費財或いはそれに近い商品を輸出する場合、輸入諸国の経済変
動の影響をうける程度は高かった。例えば、1929年より1932年の不況期
には同国の農産物輸出は、著しく減少し、またそれ以前の1920年恐慌後
の不況期からの脱出を先導した紙・パルプの輸出でさえ、価格の不安定
性或いは低落化傾向の下で、輸入諸国の国産品や他の生産諸国の製品と
の間の競争に晒された（15）。概してこの時期には輸出産業は、生産費の低
廉な諸国或いは低廉な労働力の供給が可能な諸国との競争によって、そ
の拡大を阻まれた。それでも総体としての輸出高は、1913年基準で1929
年の恐慌直前には50％増であった。紙・パルプのそれは、2倍、機械品
のそれは、2倍以上となった。鉄鉱石のそれは、輸出先ドイツの戦争を
契機とした政治的・経済的な混乱のために一時低迷したが、その後急速
に増大して1913年基準を相当程度凌駕し、鉄工・鉄鋼品のそれは、戦後
の技術革新（ベッセマー法及び平炉法によるランカシア法の駆逐）にも
拘わらず、総体的には1913年基準にほぼ復帰した程度であった。（そのた
め鉄工・鉄鋼業は、その若干の減少分を補うために、国内市場に販路を
求めたが、1920年代にはそれも、一定の成果をおさめることはできなか
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った。）なおまた製材品のそれは、この時期には殆ど国内市場内向けであ
った。後述の1920年代中葉の合理化運動によるコスト削減は、輸出強化
を狙ったものであった㈹。
　スウェーデンのこのような輸出動向に対して輸入は、傾向的には、概
して戦間期を通じて不況期には大規模かつ急速に低落し、回復期には小
規模かつ緩慢に増大し、輸入額と国民所得との増減関係は、1：1，65程
度であった。輸入は、物量的にも金額的にも1920年代の方が1930年代よ
りも多大であった。後述の1931年9月のクローネの平価切下げ・金本位
制からの離脱は、結果として輸入の減少を惹起し、国内市場向け商品の
生産を刺激した。これは、輸入の変化が景気の動向に相当な影響を与え
た事例であった。とはいえ同国の場合輸入は、概して輸出程には同国の
景気の動向に決定的な影響力を及ぼすことはなく、景気変動過程では従
属的な要素として、戦間期を通じてその経済拡大の効果も低かった。輸
入品目の中でも高い比率を占めたのは、消費財であり、その伸び率は、
輸入総額のそれを上回り、総消費高に対する輸入消費財の占める比率も、
拡大傾向を辿った。とはいえ輸入動向と景気変動との関係は、余り定か
ではない（17）。
　スウェーデンのこのような輸出動向と輸入動向に加えて、一般的な交
易条件としての輸出入品の物価指数は、1920年恐慌による全般的な価格
低落化傾向の下で1923年より1929年には持続的・並行的に低落した。（10
％程度。）1929年恐慌の後には、輸入品の価格の低落は、輸出品の価格の
それより激しく、交易条件は、スウェーデンに有利に作用した。これに
対して1931年より1932年には、1929年恐慌に伴う平価切下げの特有な効
果が発現し、交易条件は、スウェーデンにとって逆に不利となった。（10
％程度。）（なおまた、些か先走りするが、それ以後、1932年より1935年
まで輸出入品の価格指数は、持続的・並行的に変動し、そして1935年よ
り1937年には輸出品の価格指数の上昇速度は、輸入品の価格指数のそれ
を越えたが、輸出契約の相対的な長期性によって、貿易統計上その結果
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は、幾分、遅れて発現した。）更に1938年より1939年には交易条件は、再
び悪化した。その原因は、1937年より1938年の輸出品の価格の低落の影
響と第2次世界大戦勃発後の輸入品の価格の大幅な上昇であった（18）。
　スウェーデンは、概して厳しい国際経済競争に晒された1920年代でも、
とりわけその半ば頃からの有利な交易条件とその近代的な工業化過程の
本格的な開始以来の輸出品目の特性（資本財を中心とし、新しい若干の
品目の付加等）に支えられた輸出拡大の構造を構築することによって、
国際収支を相当程度黒字にし、1920年代末期にはかなりの規模の資本輸
出を可能とするような機構を創出したのであった。それは、同国の、い
わゆる国際分業の進展の過程への「適応」であった。
　とはいえスウェーデンは、当時の国際分業の進展の過程に巧みに適応
していくためには、克服するべき諸問題をかかえていた。
　とりわけ深刻な問題の一つは、1920年恐慌を契機とするデフレ、デフ
レ的効果を一時的にせよ加速化した金本位制への復帰、国際競争要因等
によって発生した価格の一般的な低落傾向（年間10％以上）（19）と特に
1920年代半ばから増強・増幅される価格に対する国際的な圧力の下で、
如何にして大半の産業部門の利潤率の低下傾向を阻むかという問題であ
った。その主要な手法となったのは、合理化運動であり、1920年代の「繁
栄」は、その上に成立していた。
　スウェーデンの大半の産業部門の平均利潤率は、同国が、1920年恐慌
とその後の景気の低迷期を脱して持続的な景気の拡大期に入り、それが
頂点に達した1920年代末期のブーム期でさえ、低かった。しかも部門間
の利潤率は、極めて不均等で、部門間の利潤率格差は、大きかった。と
りわけ農業・鉄工／鉄鋼業・材木業というような既存の産業部門のそれは、
低く、何らかの保護或いは構造転換（したがってまたそのための資金需
要）に迫られていた。
　農業部門は、戦時経済を除いて戦前及び戦後の1920年代末葉までスウ
ェーデンが標榜していた自由主義経済機構の原則に照らしてみれば、既
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に戦前・戦中より同国における特殊産業の一つになっており、政府の直
接的な介入によって国際競争より保護され、建設産業（特に住宅用のそ
れ）と並んで概して国内市場向け産業として存立してきた。戦中・戦後
インフレと戦後恐慌及びそれに続く不況期の後農業部門は、特殊産業と
してさしあたり生産の拡大基調に向かった（2°）。とはいえ農業部門は、農
業経営の合理化運動にも拘わらず、その与件としての自然的な生産条件
のために、対外的には一般的に同国にとって有利であった当時の国際的
な交易条件の恩恵に浴することができなかった。農業部門は、1920年代
特にその後半期における世界の農産物価格の低落傾向に呼応する同国の
農産物価格の低落（21）（特に穀類及び砂糖の価格は、1925年より1929年の
間に35％程度下落）によって、非常な打撃をうけた。1920年代末葉より
1930年代初頭にかけて歴代政府は、同国の農産物価格を国際市場の価格
圧力より隔絶するために、戦前・戦中以上に多種・多様な手段を導入し
た（22）。（例えば、1929年の砂糖大根栽培の統制、1930年の穀物市場の統制、
1932年の牛乳の統制等。）そして1932年より長期政権の座を獲得した社民
党もまた、後述のように、農民党に対する農業保護政策と引換えに、公
共事業の拡大による雇用の創出を目指した失業対策事業に着手したので
あった。農業部門は、対外的には国際競争要因による農産物価格の低落
傾向の下で、対内的には農・工業部門の生産力格差とそれによる農・工
業部門の賃金格差の拡大という難局に直面した㈹。それは、後には、ス
ウェーデンの普遍主義的な社会政策の策定に繋がる主要な要因の一つと
なった。なおまた農業部門と並んで国内市場向けの工業として、1930年
代の社民党政権の下で重点的な優先課題となる住宅建設（特に都市のそ
れ）は、この時期には、人口年齢構成の変化、戦中の住宅建設の低迷、
社会全体の漸次的な生活水準の上昇に伴って、1913年基準で既に1929年
には50％増となっていた（24）。とはいえその本格的な発展は、1930年代ま
で侯たなければならなかった。
　1920年代には、主として国内市場向け産業としての農業部門及び建設
134
部門の上記のような動向を別とすれば、概して各種の新しい生産技術の
導入（技術革新）・新製品の生産を目的とした各種の新規事業（企業）が、
戦中の軍事上の各種の技術的な研究・開発にも媒介されて、台頭した。
その中のあるものは、その後、既存の工業部門（企業）と競合するまで
に発展し、またあるものは、投機的な利得の獲得にのみ終始し、やがて
は淘汰される筈であった。因みに言えば、この時期に新規事業（企業）
として台頭してきたのは、主としてコンクリート、建具、包装紙、既製
服、メリヤス製品、缶詰、食料品等の製造であった。これらの新規事業
　（企業）は、その後の淘汰の過程を通じて消滅或いは生き残り、戦間期
末期の1939年には、各工業部門と諸企業の総数の半分程度、戦間期の総
投資額の40％程度を占め、また戦間期の最初の頃には、既存の工業部門
（企業）以上に多数の労働者を雇用していた（25）。既存の工業部門（企業）
は、新規事業（企業）の将来の動向がどのように展開するにせよ、当面、
それへの防衛上、価格引下げとそのための徹底した合理化を推進するこ
とを迫られた。例えば、その顕著な一例は、旺盛な企業家精神に饗導さ
れて、広範な森林資源の所有と副産物の利用を前提とした材木産業・紙／
パルプ工業・鉄鋼業等の部門において進展した、水力発電を中心とした
機械化による技術革新を含む企業結合（特に材木産業と硫酸塩工業との
結合）であった（26）。加えて戦争・戦後のインフレ（1914－1918年及び1919
－1920年）に便乗して乱立された投機的な新規事業（企業）は、その後の
恐慌・不況期のデフレ危機（1920年より1922年）の下でさしあたり淘汰
された。それでも生き残ることができた新規事業（企業）は、1920年代
後半の合理化運動の流れにしたがって、再度、整理・再建を余儀なくさ
れた。この時期に首尾よく一定の成果をおさめて将来に向けて持続的に
存続・発展していった新規事業（企業）は、概して部分的（試験的）に新
しい技術革新を導入し、新規生産の規模も部分的（中・小規模）に留め
たものであるか、或いは新しい技術革新の導入と新規生産について既に
実験済みのものであった。だがまた新しい技術革新の導入と新規生産が、
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同一産業部門全部にわたって進行する事例、或いは一産業部門にわたる
それが、他の産業部門にも波及していくような事例も存在した。その一
例は、交通業界一般での自動車産業の発展であった。それは、経済活動
の立地問題、商業活動の在り方と販売技術問題、それらに随伴する住宅
建設問題等に波及的な影響を与えつつ、新しい生産技術の導入と新製品
の開発・販売をより一般的に普及させ、経済構造それ自体の変革・転換
（1930年代）を迫る萌芽となったのであった。しかも戦間期に急増した
中・小規模の新規事業（企業）は、戦間期を通じて一般に既存の工業部
門（企業）の倒産率を高め、例えば、1919年に既存の企業のおよそ半分
程度（全労働者の20％程度を雇用）は、1940年には整理・倒産に追い込
まれていた（27）。（但しそのあるものは、その後、形はどうあれ、再建され
る。）新・旧工業部門での技術革新の進行或いは統廃合を基軸とした合理
化運動は、銀行と投機的な企業も含む新・旧工業部門（企業）の資金需
要を増大し、金融的な逼迫状態を招いた（28）。（例えば、1920年代の初頭よ
り1929年世界恐慌の勃発までほぼ全般的な現象であった商業銀行の、中
央銀行からの巨額な借入と商業銀行の貸出の減退。）金本位制への復帰に
よる為替相場の安定の結果国内に発生した貯蓄資金は、対外投資に向か
った。対外投資は、住宅部門も含む国内市場向けの産業に対する投資と
競合した。この競合関係は、結果として国内金利水準を、交戦諸国の戦
後の資金払底に基づく高金利水準にまで、・引上げていった。そして1920
年代に国内市場向け産業部門としての住宅部門は、相当程度の需要増を
見込まれ、資金需要が増大しても、外国輸入型の国内金利水準が、投資
抑制的に作用し、住宅部門のそれ以上の発展は、さしあたり望めなかっ
た。（因みに言えば当時の国内金利水準は、例えば、長期国債4．5％－5
％、貯蓄銀行5．5％、一般抵当貸付5．5％程度。）
　1920年代の厳しい合理化運動は、対外的な国際競争の激化と新規事業
の台頭及び活発化、8時間労働の制度化（1919年）、物価の一般的な低落
化傾向の下での賃金上昇の、企業収益力への負担増等に触発されたもの
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であった。それは、1930年代の新しい工場設備と新しい交通手段に関す
る国内生産設備の拡大と同一な効果を持っていた。
　こうしてスウェーデンの経済は、1920年より1922年恐慌の後、景気は
回復基調に転じ、とりわけ1924年の金本位制への復帰後の回復・拡張期
には、新規事業（企業）の台頭と既存の工業部門（企業）企業の合理化運
動によって比較的拡大傾向を辿った。とはいえこの経済拡大化傾向は、
構造的に失業問題を内在しており、全体としての雇用水準は、低迷して
いた。例えば、相対的安定期も終了に近い1928年及び1929年、更に1929
年の世界恐慌の勃発とその後の人為的な調整過程が一先ず終了する1937
年より1939年でも、失業率は年間平均10％程度（29）であり、とりわけ農業
部門は、工業部門の労働需要の停滞のために、相当数の潜在的失業者を
かかえていた。（因みに言えば、1922年9月の失業ピーク時には組織され
た労働組合員の失業率は、34％程度。）
　とはいえ少なくても1929年の世界恐慌がスウェーデンに到来するま
で、国家・政府が、経済過程に積極的に介入することもなければ、計画・
組織化された資本主義を指向して、「繁栄」と表裏をなす構造的な失業問
題に積極的に取り組むこともなかったのであったcf・2）。1920年の失業対策
の基軸をなした失業救済事業（失対事業）は、理念的には失業を私的個
人の労働意欲の欠如・怠惰等、個人的な理由によるものとし、その内容
は、「流刑」・「飢餓賃金」という言葉で象徴される程、非人間的・侮蔑的
であった（3°）。
cf2）第1次世界大戦の勃発による経済撹乱に随伴して表面化した失業問題
は、その後の輸出の拡大化傾向の下で、一時的にせよ、鎮静化した。とはいえ
歴代政府は、1929年以後の計画・組織化された資本主義の本格的な到来に伴う
積極的な政策の導入以前より、経済的・社会的な一連の措置を講じて、失業問
題の緩和を求めた。概して19世紀の社会政策は、貧困者の経済状態の改善のた
めの公的政策として、例えば、鉄道建設や開放耕地制の国家の支援による解体
等を通じて、雇用の創出を図った。1842年に導入された義務教育制は、20世紀
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に着手される社会政策上の施策に対して失業・貧困者が明確に自己主張しうる
ような人間性の形成に寄与した。長期にわたってスウェーデンの社会政策立法
の関心事は、救貧法及び工場法の問題であった。第1次世界大戦勃発前の10年
間に政府は、各種の社会政策立法を制定した。戦後に政府が着手した社会政策
立法の改革は、さしあたり戦前の路線を継承しそれを拡大することであった。
その理由は、改革が、階級的抗争の軽減となる限り、それに伴う経費負担は、
利益の増大によってカバーしうるという政府の考えによるものであった。こう
した考え方を前提としてH．Hammerskj61d内閣は、1914年に失業委員会とい
う行政委員会の設置、その下での扶助給付と公共事業の推進、1915年に失業委
員会報告に基づく1918年の救貧制度改革案の提示と1871年の救貧条例に代わ
る救貧法（fattigvSrdslag）の成立（全国一律の扶助基準の設定、自治体の裁定に
対する給付申請者の不服申立の権利の承認、自治体の行政に対する国家の介入
権の是認等）、1919年の普選実施直後の8時間労働の制定等、一連の制度改革を
実施した。とはいえ社会政策立法の本格的な整備と充実は、1930年代まで侯た
なければならなかった。（G．A．Montgomery，ibid．，pp．251－252．）
　第1次世界大戦後、前述のように、政治的な民主主義の動向の進展に伴う社
民党勢力の拡大傾向は、1917年の保守党からの農民党（Bondef6rbundet、農民
同盟、今日の中央党Centerpartietの前進）の分離・独立に助けられて、1920年
の一時的な後退の後、1921年から更に持続した。とはいえ社民党が、1920年代
に第1党となったとしても得票率40％前後であった。これに対して非社会主義
陣営の内部では、それまで最大勢力であった自由党の凋落傾向、保守党の幾分
かの勢力の回復、農民党の食い込み等、各政党が相互に票田の獲得をめぐって
抗争し合った。そのため何れの政党も議会で多数派として結集できず、少数短
命の政権交代劇を反復した。とはいえこの政権交替劇の反復は、何れも、政権
の座に就いた内閣とそれを支持する政党の路線の対立をその原因とするもの
であった。その点でスウェーデンの議会制民主主義の路線は、確実に定着しつ
つあったのである。例えば、大戦末期の自由党主導型で社民党が参画した自由
党／社民党のN．Ed6n内閣は、1920年3月の自由党の内紛によって、H　．　Brant－
ingを党首とする最初の社民党単独の少数派内閣にとって代わられた。とはい
えこのH．Branting内閣も、その路線たる社会化と産業民主化政策が国民の不
評を呼び、同年秋の総選挙で敗北した。何れの政党も政権の座に就くことなく、
L．De　Geerによる実務者内閣が成立した。社民党は、1921年秋、普選問題の解
決（特に婦人参政権の承認）による初の総選挙で勝利し、政権の座にかえり咲
いたとはいえ、1923年4月の失業政策に関する信任投票で敗北し、E．Trygger
を党首とする保守党に政権を譲った。以後、1932年にP，A．Hanssonを党首と
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する社民党の長期政権の時代が到来するまで、目まぐるしい政権交代劇が反復
され、何れの政党も独自の政策路線を策定し、それを実施に移すことはできな
かった。とはいえ留意するべき点は、この政権交代劇は、各々の政党の理念を
基礎とした、各々の政策をめぐる相互の対立によって発生し、たとえそれが、
一時的には非生産的であったとしても、いわば議会制民主主義の本来的な姿
が、そこに端的に象徴されているという点である。とりわけ本稿との関連で注
目するべき点は、この時期の政権交代劇の政争の重要な争点の1つが、失業問
題に関する各党の理念と政策の相違をめぐるそれであったということである。
　戦中・戦後インフレによるブームは、1920年秋の戦後恐慌の到来によって消
失し、失業問題は、深刻化した。例えば、1922年1月のピーク時には労働組合
員の失業率は、34％という数字に達した。但し失業発生の季節的要因を考慮す
れば、年間平均失業率は、開戦直後を除き、戦中・戦後共に5％内外と想定さ
れる。とはいえこの数字は、1921年には27％、1922年には23％と激増し、その
後は低下しても、1920年代には10％以下となることはなかった。（東京大学社会
科学研究所編「福祉国家」1、東京大学出版会、1984年、297頁。）そのため失業
委員会（1914年設置）が所轄する失業対策は、強化された。（例えば、国家の経
費分担による失業手当の支給範囲の拡大・失対事業（失業対策公共事業）の促
進等。）失対事業は、国家の直接管轄事業、自治体の独自事業、新規の国家の補
助金による共同事業より成るが、本質的には緊急救済事業であり、将来的に正
規の事業として実施する予定のない補足的事業（労働市場で成立する賃銀率よ
りも低いそれに基づく人件費、非熟練的で冬季も実施可能な作業、事業規模も
伸縮自在）であった。1920年より1922には失業手当の支給と失対事業への雇用
対象となった者は、失業者の50％より70％程度であった（東京大学社会科学研
究所編「福祉国家」1、東京大学出版会、1984年、297－298頁。）。
　このような失業委員会が所轄する失業対策は、賃金指令（失対事業の賃金を
労働協約による市場賃金より低く抑える指令）及び紛争指令（失業対策の適用
と労使紛争の関係を規定した指令）を含んでいた。これらの指令は、総体とし
て失業発生の主要因を経済構造それ自体によるよりも、失業者の労働意欲の欠
如（個人責任）、高水準の賃金、新雇用の創出による賃金抑制に対する逆効果等
にあるものと見倣した。（J．ナセニウス・K．リッテル共著／高須祐三・エイコ
デューク共訳「スウェーデンの社会政策」光生館、1979年、30頁。）この考え方
を前提として、前者の指令は、直接的には失対事業の経費を節減し失業者を補
足的な失対事業から可及的に速やかに本来的な雇用分野へ復帰させて、失業手
当の額を抑制すること等をその狙いとした。後者の指令は、一産業部門全体で
の賃金問題・その他をめぐる労働争議が発生した場合、紛争問題・解決に対す
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る国家の中立性の維持という名目の下に、当該産業部門の失業者に対する失業
手当の支給・その他の産業部門への職業斡旋を停止するということを規定し
た。失業委員会は、1923年初頭の鉄鋼・材木・製紙（紙・パルプ）業界での争議
の発生に対してこの規定を適用し、そのため4，000人の労働者がその対象より
除外された。社民党は、支持基盤である労働側の反発をうけて、委員会の権限
を侵害しないことを前提に妥協案を模索し、6カ月以上の失業者をこの規定の
適用除外とする法案を提出した。この法案は、政府と失業委員会及び少数与党
と野党の対立を深化し、1923年4月信任投票の結果、H．Brantingを首相とす
る社民党内閣の総辞職となった。1926年6月の一小鉱山（ヴェストマンランド
Vatmanland地方の鉱山地帯ストリーパStripa）で争議が発生すると、失業委
員会とR．Sandlerを首相とする社民党政府とは、失業対策指令の解釈をめぐ
って対立した。前者は、この争議を一産業部門全体の争議ではなくて一企業の
争議であると主張し、それへの職業紹介を継続した。後者は、これを原則違反
として論難した。社民党政府は、今度もまた敗北し、R．Sandler内閣は退陣し、
C．G．Eckmanを首相とする自由党に政権を委譲した。加えて1923年に戦後恐
慌・不況期からの転換の兆しがみえると、E．Tryggerを首相とする保守党政府
は、このような失対事業でさえ、財政緊縮（デフレ政策）を理由として、国家
の直管事業の廃止等、後退させた。その結果、救貧法給付に依存する失業者は
増大した。（例えば1920年より1922年の不況期には25万人程度、1923年以後の景
気回復の転換期には30万人程度。）更に1928年にA．Lindmanを首相とする保
守党は、多発する険悪な労使関係の法的規制のために、団体協約法（1ag　om
Kollektivavtal）を制定したが、この法的規制も、さしあたり実効性を欠如して
いた。（東京大学社会科学研究所編「福祉国家」1、298－299頁。）
　こうして1920年代には社民党は、幾度か政権の座に就きながらも、失業問題
等に関する本格的な政策を策定し実施することは不可能であった。そしてこの
問題の本格的な取り組みは、1929年恐慌を契機として1932年にP．A．Hansson
を党首とする社民党が再び政権の座に就くまで持ち越されたのであった。
（2）1930年代
　スウェーデンにとっても、第1次世界大戦勃発前の1913年が一つの時
代の終焉であったのと同様に、1929年の世界恐慌の発生もまた、そうで
あった（31）。
　この恐慌は、他の欧米諸国よりも若干の時間の遅れを伴って同国に到
140
来した。そのためこの恐慌が、同国の経済社会に与えた影響は、他の欧
米諸国よりも幾分かは緩和されていたにせよ、それでも深刻であり、自
由主義経済機構を可及的に標榜し、小さな政府を目指していた同国の経
済社会の基本的な枠組の軌道修正を余儀なくするものであった。
　この恐慌は、さしあたリアメリカの、経済の実体から乖離した株式ブ
ームに続く株価崩落を引きがねとしたが、そのより根本的な原因は、い
わゆる相対的な安定期における国際的な経済構造即ち「各国の内部的諸
問題と世界的な構造的脆弱性が結びつき、ひとたび循環に亀裂が生じる
と、両者は補完しつつ全体を恐慌へとまきこまざるをえない構造を形成
していた」（32）ことによるものであった。そして第1次世界大戦後に再建
された金本位制それ自体は、様々な弱点をかかえていたが、それは、ア
メリカで発生した株価崩落を発端とする恐慌を世界的規模で波及させる
「伝達ベルトの役割を果たしつつ、その途上で瓦解する運命にあったの
である。」（33｝スウェーデンは、恐慌の到来と共に、1931年9月、その他の
北欧諸国と共に、イギリスに追従して金本位制を放棄した。そして同国
は、それ以後の一連の政策によって、早くも1933年春期には、新しいデ
フレの危機より脱して1934年まで初期回復期に入った。
　スウェーデンの1920年代の経済発展は、上記のように、1914年以前と
同様に、輸出の拡大を基軸とするものであった。これに対して1930年代
のそれは、概して国内市場の発展によるものであった。もとよりスウェ
ーデンは、1930年より1932年の不況期における経済発展の中断の後、1932
年の初期回復期にも、外国貿易に関する限りその輸出構造に助けられ
て（34）、この恐慌勃発直前の水準を回復したのみならず、その水準を若干
上回る程度の水準にまで達していた。とはいえ生産と実質国民所得の増
大とは、1920年代程には、外国貿易の伸長には繋がらなかった。（例えば、
1929年基準で1937年より1938年には国内市場向けの生産は、2／3程度増
大、輸出市場向けの生産は、およそ10％程度の増加、そのため輸出向け
純工業生産額のシェアーは、1／3以上より1／4程度に下落。）その結果とし
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て同国は、1930年代末には、1920年度末との対比で、農業生産及び国内
産業の輸入原材料加工度の増大と完成消費材の輸入の減少（10％より15
％程度の減少）に象徴されるように、自給度を大幅に高めた。
　スウェーデンが、1929年恐慌とその後の国際通貨危機のために金本位
制を離脱（1931年）したとき、さしあたり通貨当局は、クローネの価値
を先進主要諸国の主要通貨に厳重にリンクして定めようとはしなかっ
たcf・3）。
cf．3）スウェーデンが、イギリスより1週間遅れて金本位制を離脱したとき
（1931年9月）、国立銀行は、消費者の手中にあるクローネの購買力の安定こ
そ、同国の金融政策の目標であると宣言した。それは、小売物価指数の変動は、
狭い範囲でのみ許容されることを意味していた。そのため国立銀行は、同年10
月、消費財物価指数を公示し、以後、当初は各週、その変化を公表した。それ
は、クローネの国内購買力の安定を標榜する政策が、クローネの大幅な切下げ
の結果インフレを招来するかも知れないことを危県したからであった。その結
果、通貨当局は、公定歩合を8％に引上げ、インフレ発生阻止策を強化した。
とはいえインフレの危機がないことが判明するのに伴って、国立銀行は、通貨
政策を漸次に修正した。（エリック・ルンドベルク著／吉野俊彦訳「前掲書」、
98－99頁。）
　金本位制からの離脱後、C．G．Ekmanを首相とする自由党政府は、経済政策
の目標を金本位制ないしは主要な外国通貨に対するクV一ネのリンク制への
復帰ではなくて、国内物価の動向におくことを力説し、1920年代初期の通貨政
策や為替政策を放棄した。そして政府は、クローネの対外価値（為替相場）は、
クローネの国内購買力に応じて調整されるべきこと、平価切下げによって物価
動向を望ましい方向に饗導するような政策の実施を回避するべきことを説い
た。（同上書、p．99．）同国が金本位制離脱後の最初の数カ月間、国立銀行保有
の外貨準備高は不十分なため、政府が、独自の通貨政策を実施する可能性は殆
どなかった。しかもインフレへの危惧感がそれ以上に働き（例えば金本位制か
らの離脱と殆ど同時的な公定歩合の引上げ）（Larsh　Scott　and　John　Lurry，
ibid．，p．37．）、政府による自由な政策策定と実施の余地も、極めて限定的であ
った。そのため不況は、増大した。
　その後間もなく、国内生産物の価格を、平価切下げの結果生じた輸入価格の
上昇を相殺する目的で低く抑制する必要がないことが判明し、輸入価格の騰貴
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に伴うクローネの国内購買力の減価は、容認されるようになった。インフレへ
の危倶感が喪失すると、国立銀行は、1932年に公定歩合を徐々に引下げ、更に
慎重な公開市場操作をすることによって債券の利回りの低下を促進した。とは
いえこれらの通貨政策は、平価切下げ後の最初の1年間は、受動的であり、為
替相場に対する積極的な介入をすることもなかった。1932年春の1．Kreuger
帝国の破綻は、国立銀行がクm一ネの価値の上昇を阻止することに役立った。
国立銀行は、既に1932年に徴候をみせたクローネの価値の上昇を放置すること
は、物価水準の安定に背反すると考えた。当時、諸外国の商況は一般に悪化し、
物価は大幅に低落していた。この破綻事件の処理が済んだ後、1932年秋の数カ
月の間、支払勘定建てのクローネの対英ポンド相場は上昇していた。1932年秋
に英ポンドの価値が対米相場で大幅に下落したとき、国立銀行は、英ポンドに
リンクし米ドル及び金と結合していた諸通貨に対して英ポンド並の切下げを
すれば、関税引上げ輸入制限の強化等による、スウェーデンの輸出に対する
報復措置が発生する危険性を危倶した。そして国立銀行は、1933年、米ドルの
対英ポンド相場の切下げのとき、支払勘定建てのクローネの対英ポンド相場が
再度上昇することを容認してしまった。クP一ネの対英ポンド相場は、1933年
1月に18．40kr程度、同年5月に19．50kr程度となっていた。国立銀行は、相場
の逆戻りを阻止するために不断に市場に介入し、英国手形を購入した。この積
極的為替政策を実施した頃には、国際的な物価水準は、上昇に転じようとして
いた。国立銀行は、1933年7月にクローネの対英ポンド相場を19．40krに固定
し、第2次世界大戦までこの相場を維持した。（エリック・ルンドベルク著／吉
野俊彦訳「前掲書」、100－101頁。）
　国立銀行が、クV一ネを英ポンドに上記の水準でリンクしたことは、クロー
ネの価値の過小評価となった。しかも1930年代にはスウェーデンの国際収支と
りわけ経常収支はかなりの黒字であり、外貨準備高は、継続的に増加傾向にあ
った。国立銀行は、外国為替の買入により、第1次的には商業銀行へ、第2次
的には一般流通業界へ追加的な流動性を供給した。金融市場の流動性の増大
は、長期国債の利子率の低下となった。（3％、後にはそれ以下に徐々に低下。）
1930年代のこのような通貨政策（金融緩和政策）は、生産と雇用の拡大をもた
らすような金融的な条件を整備した。1940年代にはそれは、生産の拡大と共に、
激しいインフレショーンを発生する可能性を秘めていた。そして1930年代の急
速な拡大は、クローネの価値の過小評価を次第に和らげ、1930年代末期には、
外貨準備高の増加による流動性の自動的な供給というこれまでの状況に終止
符を打ち、1945年以後、新しい通貨問題を提起することになる。（エリック・ル
ンドベルク著／吉野俊彦訳「前掲書」、103－104頁。）
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　そのためクローネの価値は、以後数年間、先進主要諸国の主要通貨例
えばドルやポンドとの関係で相当程度変動し、その下落幅も、これらの
主要通貨の切下げの程度によって規定された。1931年以後暫くの間クロ
ーネの減価は、大半の国内産業品を、競争関係にある輸入品より相当程
度保護することに役立ち、例えば、同国の繊維産業及び金属製品工業は、
ドイツ及び金本位ブロック諸国との、かってのような熾烈な競争圧力を
回避することができた。とはいえクローネの減価は、1930年代より進行
していた諸外国におけるいわゆる平価切下げ競争によって、輸入品に対
する保護的機能を喪失していった。このような状況の下でスウェーデン
の生産能力の自給度は、とりわけ特殊部門としての農業部門や、原則と
して輸入不可能な公共及び民間サーヴィス部門の重要性の増大と民間住
宅建設のための建設業の伸長等に媒介されて、次第に増大した。前者の
場合それは、前述のように、1929年以来の一連の統制に加えて、更に各
種の手法（例えば、輸入穀物の精製過程で一定量の国内産穀物の混合、
輸入納付金や輸入補助金の設置等）によって、1930年代末には過剰生産
問題が懸念されるような状況さえ創出した。後者の場合それは、国内各
産業部門の需要を喚起し、国内市場向けの生産と実質所得の増加に結び
ついていった。
　前述のように、1920年代にはスウェーデンの各産業部門は、厳しい国
際競争に晒された。とはいえ1930年代にはそれは、1920年代の各産業部
門間でみられたような利潤率格差は存在しても、国際競争要因による熾
烈な圧力に苦渋することはなかった。その理由は、政府の為替政策と農
業政策に加えて、1930年代初期の不況を契機として急速に進展した各産
業部門におけるカルテル化或いはそれに類似した各種の協調方式の導入
とその強化によるものであった。その結果、1920年代に激増した倒産は、
1930年代には半減した。それはまた、1930年代の不況期における金融市
場環境の基本的な変化を反映していた。1920年代には戦中・戦後インフ
レの後に到来した1920年恐慌の到来によるデフレ危機の場合でさえ、そ
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れに更に拍車をかけるようなデフレ的な効果を持つ金本位制への移行の
下で、通貨の供給量は制限され、金利水準も高く、新規資本を必要とす
る投資機会は、相当程度まで制約されていた。1930年代の金本位制から
の離脱は、民間の商品・資本輸出の不振を招いた。とりわけ長期資本移
動は、外国為替相場の不安定性やスウェーデンを取り巻く国際的な経済
的諸条件によって制約された。それによって1933年以後同国は、恒常的
に国際収支の経常勘定の黒字を計上し、それにより増加した金と外貨は、
大部分、国立銀行に保有された。同時に、1930年代初期より同国の金利
水準は、低落傾向を辿り、1938年より1939年には、例えば、長期国債の
金利でさえ3％以下となっていた。しかも各産業部門（各企業）も、同時
的に繁栄し、平均利潤率も高まり、結果として流動性の増加分の効果的
な配分に導き、各企業の自己金融能力を可能にし、併せて低金利が、工
場・住宅建設等、長期国内投資を刺激したのであった。
　総じていえば、スウェーデンの経済が、1932年に不況期より脱して初
期回復期（1932年より1934年）へ転ずる場合その引きがねとなったのは、
最初の段階では輸出であり、もう少し後の段階では国内投資活動であっ
た。
　スウェーデンの輸出産業は、1929年世界恐慌の発生及びそれ以後の世
界的な不況の波の中でも、前述のような輸出構造（材木・紙／パルプ・
鉄鉱石等の原材料・半製品、高品質の棒鉄等の特殊品、機械工業品等）
によって数量的には一定の水準を維持した。また1929年の世界恐慌がス
ウェーデンに遅れて到来し、同国がそれにに続く不況期における絶望的
な価格の低落に見舞われた時期は、英米諸国の不況からの回復期（1933
年）であり、それは、スウェーデンの景気回復の出発点となった㈹。そ
して輸出高は、1929年を100として、1936年には1929年基準に回復、1937
年には115となった。この水準は、他の欧米諸国のそれよりも高かった。
とはいえそれは、この時期の同国の工業生産の伸び率よりも低く、1920
年代に輸出高の増加が、工業生産の拡大と歩調を合わせていたことと、
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極めて対照的であった㈹。
　工業生産は、住宅建設も含めて、1930年代とりわけその後半期には、
拡大基調に入った。工業生産高は、1929年を100として、1935年には120、
1936年より37年には150となった。伝統的な産業であった鉄工・鉄鋼業は、
生産高（特に鋳塊・鉄の表皮層・粗棒鉄のそれ）を、1913年を100として、
1929年には1913年基準まで回復し、1937年には150となった。鉄工・鉄鋼
品のうち特殊鋼は、輸出及び国内需要、普通品は、国内需要に支えられ
て生産を拡大した。この時期には鉄工・鉄鋼産業は、国内市場条件の調
整過程を通じて、新しい「繁栄」の時代に入った（37）。とりわけ1930年代
の後半期には国際的な軍需ラッシュによって鉄工・鉄鋼品は不足した。
それは、鉄工・鉄鋼品の国際貿易条件を好転させ、鉄鉱石の採掘高とそ
の輸出高をも増大した。例えば鉄鉱石の輸出高は、1929年には10．9百万
トン、1930年代初期の不況期であった1932年には2．2百万トン、1936年の
回復期には11．2百万トン、1937年には14．0百万トン（同国の資本の蓄積
過程の終了期であった1913年の2倍程度）となった。1920年代初頭頃よ
り新興産業として登場してきた機械工業は、同年代を通じて拡張を続け、
生産高は、1929年を100として、1933－1934年には新しい拡張期に入り、
1936年には、特に工作機械工業の場合140となった。とはいえ生産高に比
例して輸出高は、増大せず、生産高の増大は、国内市場の拡大によるも
のであった。但し、1920年代及び1930年代には機械工業部門で支配的な
会社は、従属会社会社の形を採りつつ、国外市場でその地位を確立して
いった（38）。紙・パルプ産業は、1913年の生産高を100として、1929年には
200、1937年には1929年の40％増まで拡大した。生産高の増大は、国外需
要の増大によるものであった。材木産業は、1920年代後半には比較的高
水準の総生産高を維持し、1929年には1913年水準を凌駕した。とはいえ
1929年以後その生産高は、急速に凋落したが、1933年の景気の回復期に
は住宅建設との関連で、それでも一定の役割を果した。とはいえ1933年
にはその生産高は、1926－1930年の平均値を20％程度下回った。そして
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同産業は、1934年の後半には弱気の市況のために輸出の低落となり、そ
の結果、輸出の割当制限制のためのヨーロッパ木材輸出協会の成立とな
った。建築業は、1930年代には社民党政権の経済政策目標に助けられて、
次第に拡大期に向かい、材木産業の低落傾向を相殺する効果を持った。
総じてこの時期に輸出の低落とはならなかった産業は、国際独占体の所
有者1．Kreugerの自殺にも拘らず、既に世界的市場でその地位を確立し
ていた、スウェーデンにとっては第2次的な産業としてのマッチ産業を
除いて、紙・パルプ産業と鉄鉱石だけであった。この輸出品目によって
スウェーデンは、この時期にも国際競争戦に勝ち抜くことができた。と
はいえ総体として1930年代にはスウェーデンの経済は、伝統的とも言う
べき輸出指導型の経済拡大化過程より国内市場開発型のそれへと、変貌
しつつあった。これらの諸工業部門の趨勢に対し、農業部門は、既述の
ように、1920年代特に1920年代後半より1929年の世界恐慌の勃発まで、
同国の経済全般の不況期からの脱出と農業部門も含む合理化運動にも拘
わらず、国際競争要因のために、価格は、部分的な回復に留まった。1930
年には農業部門の不況は、その頂点に達して、政府は、強力な保護手段
を導入した。（例えば、単なる保護関税措置の程度を遙に凌駕した輸入統
制システム、国内農産物の過剰生産に対する処理を目的とした国産・輸
入品の農産物の数量的な混合、国内農産物価格の国家による維持等。）こ
うした強力な農業保護政策によって農産物価格は、1932年以後相対的に
は有利な価格を維持し、生産も拡大し、食料の自給体制が、整備された。
そして作柄が平年並の場合には、国内需要を上回る余剰は、貯蔵・輸出・
家畜資料として利用された。なおまた酪農品も、輸出向けの余剰を創出
した。総じて農業部門は、1930年代には1920年代後半以後からの継続す
る合理化運動とそれによる価格の低落化傾向・政府の農業保護政策・食
生活の多様化・人口減という状況下で、如何にして過剰生産問題を処理
するかという問題を主要課題とし、その解決を将来に延ばした（39）。
　スウェーデンの1930年代における不況期からの初期回復期（1932一
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1934年）への移行、そしてまたその後の、当初は輸出主導型の、後には国
内投資活動に傾斜していく経済拡大を導いた主要な契機の一つは、クロ
ーネの価値の過小評価と円滑な通貨の供給であった。直ぐ後にみるよう
な積極的財政政策や公共事業政策の策定とその施行の結果それ自体は、
むしろどちらかと言えば、1930年代には第2次的な効果しかなかっ
た（40）。社民党政権下での、農民党との「牛取引」（裏取引：kohandeln）（41）
と呼ばれた積極的な政策は、農業政策を別とすれば、実質的には、第2
次世界大戦の勃発まで具体的な効果をあげることはできなかった。これ
に対して1937年の軽度の景気後退の後到来した物価上昇は、通貨及び為
替政策の再検討の問題（クローネの対内価値と対外価値との相剋とその
安定化問題）を惹起した。既に1936年中頃より諸外国は、強度なインフ
レ圧力に晒されていた。とりわけ金属・鉄鋼価格の上昇は、顕著であっ
た。その結果スウェーデンは、輸出価格の大幅な上昇を呼び、同国の卸
売物価指数は、6ヵ月間に10％程度上昇した。1937年初めにスウェーデ
ンの経済学者達は、諸外国の影響が自国の物価上昇を招来することを阻
止するためには、クU一ネの英ポンドへのリンクを放棄し、クローネを
再評価するべきことを主張した。国立銀行、実業界、それを支持基盤と
する有力な政治団体等は、経済学者達が危惧する物価上昇の継続化とい
う予想には確実な根拠が欠落しており、またクローネの価値の切上げは
危険が多過ぎるとして反対した。この論争は、幾つかの商品市場に転機
が到来しても続き、1936年夏頃にアメリカの経済情勢の転機を契機に物
価が急落するまで終息することはなかった。因みに言えば、スウェーデ
ンの経済の初期回復期の1933年には卸売物価指数の上昇は30％、生計費
指数のそれは5％であった（42）。
　上記のように、スウェーデンが、1929年恐慌を契機とする1930年より
1932年の不況期より転じて1932年より1934年の初期回復期に入る過程で
先導的な役割を果たしたのは、クローネの価値の過小評価と通貨の円滑
な供給を基礎とする、当初は輸出の、後には国内投資活動の拡大であり、
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政府の積極的な政策や公共事業政策の策定とその施行の結果それ自体で
はなかった。とはいえこの時期に政府が策定したこれらの政策とそれを
支える理念とは、戦争終息も間近な1940年代に入り、戦後処理と戦後の
経済再建構想の中に組み込まれ、戦後経済の在り方を提示し、まさしく
計画・組織化された資本主義の本格的な開始であったという点で、留意
されるべきである。
　1932年にP．A．Hanssonを党首として政権の座に就いた社民党は、　J．
M．Keynesのかの一般理論（「雇用、利子及び貨幣の一般理論」The　Gen－
eral　Theory　of　Employment　，　lnterest　and　Money，1936）の公表以後
は、諸外国ではケインズ主義者の一人に列せられているErnst　Wigforss
を大蔵大臣として、意識的・積極的な赤字財政政策を提唱した㈹。金本
位制の離脱と同時的な公定歩合の引上げ（1931年）は、不況を増強し、失
業問題を深刻化させていたからであった。
　失業問題の深刻化は、1929年の世界恐慌が若干の遅れを伴ってスウェ
ーデンに波及した1920年代末より既にその徴候をみせていた。1920年代
後半に11％程度強の年間失業率は、1931年より1933年（不況期より初期
回復期）にかけて、各年、17％、22％、23％に増大し、1932年より1933
年には頂点に達して30％前後となった（44）。当時、政権の座にあった自由
党は、失業解決問題に対する伝統的な考え方と手法にしたがった失業対
策を拡大し、同時に農業恐慌対策としては上記のように関税引上げ・輸
入数量規制、国内畜産物の強制使用等の対策をとった。とはいえ同政府
は、原則的にはデフレ政策をとり、上記のように、金本位制の離脱（1931
年9月）と同時的に緊縮財政・物価引下げの方針（1931年の公定歩合の
引上げ）をとり、不況と失業を増強させていた。折しも発生した1．
Kreuger財閥の破綻（1932年）は、国立銀行を中心とした融資団による救
済措置を必要としたが、同年この財閥に関わる首相C．G．Eckmanの収
賄事件の発覚のために、自由党政権（1930－1932年）は、苦境に立たされ
た。そして失業問題は、同年秋の定例選挙の最大の争点となった。1928
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年選挙に敗北して野に下っていた社民党は、この定例選挙に備えて、1931
年秋にE．Wigforssを中心とした委員会を設置し、失業対策を検討し、J．
M．Keynesに先立ち積極的な景気政策を策定していた。社民党は、選挙
戦でこの政策を全面に打ち出して勝利をおさめた。（議席配分は、保守党
58、自由党24、社民党104、農民党36。）非社会主義陣営三党は、連立政
権の樹立を試みたがこれに失敗し、P．A．Hanssonを党首とする社民党
少数派内閣が成立した。社民党は、以後、一時的に中断することはあっ
ても、1976年まで長期にわたり政権の座に就き、蔵相E．Wigforssと社会
相Gustav　M611erのような卓越した経済・社会問題に関する閣僚の手腕
とG．Myrdalのようなブレイン或いはLOの経済・政治・社会問題に関
する幾人かの指導者達の助言と支援の下に、良く機能する計画・組織化
された資本主義の在り方を模索し、次々と新しい提案とその実施に着手
していったのであった（45）。
　P．A．Hanssonを首相とする社民党政権は、1933年春（1929年恐慌の初
期回復期）の議会で広範囲にわたる恐慌対策要綱を明らかにし、その基
軸となる失業対策法案を提出した。
　それは、従来の緊縮財政に代わり、積極的な赤字財政を組み、以前か
らある失対事業や失業手当の制度の他に、国・地方自治体の一般公共事
業の促進と私的企業の諸活動並びに住宅建設を推進することによって不
況からの脱出と経済の拡大基調を響導し、雇用の創出を狙った政策であ
ったcf・4）。
cf．4）この失業対策法案が、旧来のそれと比較して持つ顕著で最大の特徴は、政
府の責任と援助によって積極的に雇用機会を創出（旧来の失対事業を過去の補
足的事業より各種の一般事業に拡大、通常の国・地方自治体の公共事業の一層
の拡大と促進、私的企業活動の活性化と推進等）するために、その財源として
年度収支の均衡にとらわれない中・長期的収支の均衡を前提として積極的に赤
字財政を組んだこと、あらゆる事業活動の雇用条件を労働市場での自動的な決
定に委ね、賃率もまた、そこで成立する協約賃金によるべきこと、公的・私的
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投資活動の力点をとりわけ内需拡大・国民生活の安定と向上に直結する住宅建
設においたこと等であった。提案された政府予算案は、通常の国・地方自治体
の公共事業費3，500万kr及び私的企業活動の活性化と推進並びに住宅建設促
進のための各種事業費1億2，500万krより成る一般事業費1．6億krの計上（前
年度は4，200万kr）、これによって9万人程度の雇用増を図り、その財源を、さ
しあたり赤字財政によって賄い、事業終了・景気回復後に期待される税収の増
加分によって漸次的に償還するものとし、同時にこのような雇用拡大計画の円
滑な実施を補足するために従来の失対事業費及び失業手当3，500krを計上し
た。同時に政府は、旧来の失対事業において旧態然とした救貧法的な差別的賃
金を主張してきた失業委員会の早急な廃止、景気の一般的な回復による農業恐
慌の回避（従前程度の農業保護策）を提案した。この予算案には、既述のように、
年次予算収支と中・長期予算収支に関するG．Myrdalの意見書が添付されて
いた。社民党政府のこのような提案に対して非社会主義陣営の三党は、同法案
を否決する戦術を協議したが、それは、社民党と農民党との妥協によって奏功
をおさめることはなかった。（東京大学社会科学研究所編「前掲書」1、301頁。）
　社民党政府のこの提案のより直接的な目標は、さしあたり恐慌・失業
問題の克服により労働者の生活の安定を図ることであった。産業界は、
当初、この提案に難色を示したが、後には、不況からの脱出と企業利益
の獲得・増大に対する期待より、この提案及びそれを支持する労働団体
の組織的な活動を容認し、労使関係の安定化が資本の側にも有利に働く
と判断して、それと妥協するように反応した㈹。社民党政権が赤字財政
によって創設・着手した雇用拡大のための公共事業の拡大を中心とした
この政策は、かって1920年代まで採択されていた、救貧法的な色彩を留
める半ば屈辱的な「流刑」・「飢餓賃金」とは異なり、労働市場で関係者
の相互の取引・交渉力に基づいて成立する一般的な賃率を公共事業拡大
化計画にも適用し、勤労階級の購買力の増加を通じて恐慌を終息させる
ことを主眼としていた。社民党政権は、恐慌対策に関するその提案につ
いて議会で多数決を獲得するために、社民党自身が農業問題についても
基本的には標榜していた自由市場の原理を断念して、農民党との「牛取
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引」によって農業保護政策を強化することに転じて、1933年6月にこの
法案を成立させた。社民党と農民党とのこの恐慌対策協定は、一方では
非社会主義陣営の諸政党の分裂・再編を、他方では農業保護政策の拡大
及び失業対策法案の修正（特に規模の縮小）を余儀なくしたcf・5｝。
cf．5）農民党は、この「牛取引」によって、社民党の法案の原案の否決に動いた
党首と社民党との妥協に応じた幹部との間の対立により党首の交替となった。
保守党も、1935年には党首の交替劇を生じた。加えて普選制度の成立以来社民
党と一線を画する過程で、不断にキャスティング・ボートを握りながらも、傾
向的には低落してきた自由党は、決定的に小政党に転落したのを契機に、1934
年夏には、これまで分派してきた二派の再合同とその党名の変更（国民党に改
名）によって、その勢力の回復に努めた。
　社民党も、「牛取引」の結果として、一方では畜産農民のためにマーガリン関
税等幾つかの農業保護政策を採択し、他方では失業対策法案の規模を縮小して
失業対策費合計2億kr弱を1．8億krへ減額、またその配分内容についても雇
用拡大の直接的効果を狙った一般事業費1．6億krを1億krへ減額、旧来の失
対事業費及び失業手当3。500万krを8，000万krへ増額、更に失業委員会の当面
の存続等、政府原案の本意を骨抜きにするような修正に迫られたのであった。
（東京大学社会科学研究所編「前掲書」、301－302頁。）
　この失業対策法案が成立後現実に施行（とりわけ都市部）されたのは、
この法案の成立に先立って発生し1933年3月より1934年2月まで続いた
建築労働者の労働争議（ストライキ）が、終了してからであった。国内景
気は、1932年に不況期より脱して、1933年及び1934年には初期回復期に
入っていた。即ちこの期間には、木材、紙・パルプ、鉄鉱石等の主要輸
出品目の輸出は、拡大し、この時期にもさしあたりは輸出に先導される
形で国内景気は、1933年夏より回復に向かい、1934年春より雇用の増加
をもたらした。年間平均失業率は、1933年の23％を頂点として逓減して
いき、1937年（同年の物価の大幅な国際的な騰貴・ブーム期に続く、軽
度な景気後退の後、景気が持続的に拡大した時期）には11％弱となり、
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恐慌前の水準を下回っていた（47）。景気の回復に伴って赤字財政の規模の
縮小と税収の増加により予定より早期に達成された借入返済等も、可能
となった。もとより社民党政権の恐慌・失業対策それ自体は、建築業の
ストライキ等の処理のために、直接的には景気の転換（内需拡大型のそ
れ）には間に合わなかった。このときにもまた景気の回復過程は、旧来
のように、輸出先導的な型をとった。とはいえこの対策は、その後の同
国の経済にとって、景気調整的な重要な役割を果たした。但しその本格
的な施行もまた、1939年の第2次世界大戦の勃発により妨げられ、それ
が効力を発するのは、戦争終息を侯たなければならなかった。
　なおまたこの時期に社民党政権は、労働市場分野に関連して相当長期
にわたって引き延ばしされてきた失業保険制度cf・6）を整備し、同時に相互
に対立・抗争し合う労使関係の悪化（例えば1931年ストライキによる死
傷者の発生）をくい止め、労使相互の自主的な新しい労使関係の枠組を
構築するために、国家権力の全面的な介入ではなくて一定の助言・勧告
をすることによって安定的な労働市揚条件の創出を図った。その成果が、
1938年9月に成立したかの歴史的和解と言われるサルツフェーバーデン
協定（1935年5月よりLOとSAFが協議に入り15回の協議により協定
締結：第1次協定）であった。それは、労使の団体交渉のルール等労使
関係の基本的な枠組を定め、以後、スウェーデンの協調主義的な労使関
係の展開の出発点となった。なおまたこの時期の社民党政権は、人口の
低落傾向に警鐘を鳴らしてきたミルダール夫妻（G．Myrdal　och　A．
Myrdal共著「人口問題の危機」、1934年）の提言を念頭に入れて、その
一因としての低所得・多子家族の生活条件の改善に取り組み、住宅事情
の改善を重点政策の一つにした。それは、前述のように、景気政策の一
部としての住宅建設促進策とも連動・重複していた。政府は、1935年に
は勤労世帯への適切な住宅を提供するため、建設事業を担う自治体及び
建築組合に低利な融資と入居者に対する所得調査を前提とした児童数に
応じた家賃補助を、1937には低所得家族の経済的負担の軽減を目的とし
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た寡婦・療疾者の子供への児童手当の支給と未婚の母への育児貸付金と
扶養義務者からの取立制度を、1938年には社会福祉委員会（Socialv邑rds－
kommitt6n）の設置をする等、社会福祉の領域の制度的整備に着手した。
もとよりこれらの諸制度は、第2次世界大戦の勃発によってその実績を
あげることを一時的に阻まれた。とはいえそれは、戦後のスウェーデン
の混合経済機構の見取り図を予告するものとして、これらの諸制度の持
つ意味は、重要であった㈹。
cf．6）スウェーデンでは公的失業保険の導入は、幾度か組上にのせられたが、概
して非社会主義陣営による多額な国庫負担の増大等の理由で、これまで実現で
きなかった。そのためさしあたり労働組合による自主的な失業保険がある程度
まで発達した。P．A．Hanssonを首相とする社民党政府は、公的失業保険制度
の導入をめぐる過去の経験に照らして、国庫負担を最少限度に抑制する方式と
して、1934年に、一定の条件を備えた諸組合等の諸保険金庫に国家の助成金を
付与することにより、その発展を推進することを選んだ。この方式は、強制失
業保険ではなかったが、1930年代から急速に組織率を高めたLO（当時、組合
貝は30万人より100万に激増、戦後の一時期には組織率90％強の220万人）及び
TCO（職員層の組織として1930年代に結成、戦後の一時期には組織率75％の
100万人余強）に支えられて、組合経営による失業保険を皆保険として実質的に
機能させた方式であった。（東京大学社会科学研究所編「前掲書」、302頁、社会
保障研究所編「スウェーデンの社会保障」東京大学出版会、166－167頁。）
　なお1934年春には社民党政府は、1928年以来、社会相のG．M611erを中心と
して推進されてきた1913年の年金保険の改正案を提出した。（旧法は、1918年及
び1921年に物価騰貴のため給付額を改定したに過ぎなかった。）改正点の基軸
は、従来の積立方式より賦課方式へ移行し、拠出と給付の対応関係を薄め、同
時にその名称を国民年金（folkpensionering）と改称するものであった。もとよ
りこの移行には各種政党間の利害が錯綜し、その調整には時間を要した。賦課
方式による国民年金法（Lag　om　folkpensionering）が、さしあたり成立したの
は1935年6月、その実施は1937年からであった。社民党は、国民年金法の成立
後、同年、直ちに地域加算問題に関する検討に着手し、1936年3月に地域加算
法案を議会に再提出した。非社会主義陣営は、これを政争の駆け引き材料とし
て利用したため、議会は、混乱した。P．A．Hanssonを党首とする社民党政府
は、1936年6月に議会で信任投票を行い、敗北した。そのため社民党は、同年
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秋の総選挙まで、農民党に政権の座を譲った。この年金問題は、1936年秋の総
選挙の主要な争点の一つとなった。社民党は、勝利したが（議席数108より112に
増大、得票率42％より46％に拡大）、上院では少数派（150議席のうち66議席）
のため、農民党とこの問題について連立政権を構築した。P，A．Hansson政府
は、1937年初めにこの地域加算法案を三たび議会に提出し、1936年秋の総選挙
による決着を前提として、この法案を成立させた。（その施行は、1938年。）（社
会保障研究所編「スウェーデンの杜会保障」東京大学出版会、1987年、104頁、
138頁、カールG．ウワー著／山上賢一訳「スウェーデンの社会保障制度」八千
代出版、昭和52年、48－49頁、スウェーデン社会研究所編「自由と福祉の国　ス
ウェーデン」芸林書林、1971年、201－202頁。）こうして1930年代のスウェーデ
ンは、それに続く1940年代（とりわけ第2次世界大戦終息後）と共に、「生活保
障を発展させた」新しい時代を開幕したのであった。（竹崎牧著「生活保障の
政治学　スウェーデジ国民の選択」青木書店、1991年、38頁。）
　これまでみてきたように、社民党は、議会制民主主義の確立に伴って、
諸政党の政策論議を争点とした選挙で、時折、政権後退を余儀なくされ
ても、政権の座を回復する度に、一連の諸政策の策定とその制度的整備
に取り組み、その拡大・充実を図ってきた。社民党の一連の政策策定の
背後にある経済機構の在り方とその運営に関する支配的な考え方㈹は、
経済の「枠組の計画化」（a　framework　planning）（5°）・「経済の計画化」
（planned　economy）（51）であった。それは、　E．Wigforssが指摘したよう
に、私的企業の社会化以外の手段で経済生活における国家権力を増大す
る方法であった。即ちそれは、私的企業の直接的或いは急激な国有化は、
企業に対する国家統制を確実にするとしても、その過程では生産の縮
小・労働者の一時的な解雇・経済の混乱を招くため、国家の信用機関に
対する影響力の増大と経済の合理化によって補完される筈の失業政策に
よって、資本主義経済機構を漸次に変革し、雇用率と効率性（生産性）を
増大しようとする手法であった（52）。そして、前述のように、世界の人々
は、このような手法を「中道」と呼んだのであった㈹。そしてこの時期
の社民党のこのような考え方は、時代が下るにしたがって、その内容を
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より一層普遍化し、同時にまた、その手法として、例えば、前述のG．
Adler－Karlssonの説く「機能的社会主義」のような社会化の主張さえ生
みだすようになっていた。社民党のこのような政策は、非社会主義陣営
の自由党でさえ、1930年代末葉には受容するようになり、スウェーデン
的な協調主義（corporatism）の誕生と結合していった。それを端的に表
象するのは、既に言及したようなLOとSAFとの問で1938年に締結さ
れたかのサルツフェーバーデン協約（第1次）であった。社民党のこの
ような政策は、少なくても1939年には失業率10％程度にまで導いたので
あった（54）。
　社民党のこの政策は、既に指摘したように、当時の同国の内外におけ
る経済的・政治的・社会的な要因によって、直接的にはスウェーデンの
経済の拡大には繋がることはなく、またいわゆる福祉予算水準の引上げ
に至らなかったとしても、より重要なことは、スウェーデンの経済社会
における一般的な思考の転換を迫った点であった。それを端的に表象す
るのは、P，A．Hanssonを以て始祖とするのかの「国民の家」（Folkshem）
の構想とそれに対する幅広い社会的な支持であった。
　この時期の社民党の公共事業政策は、より直接的には上記のように不
況の深刻化による失業問題の解決を目標としていた。とはいえこのよう
な手法による失業問題の解決は、単に社民党の民主的・人道的な理由に
よるのみならず、この時期の社民党のブレインであった優れた経済学者
達の判断による経済理論的な合理性への指向を基礎とする、一方では経
済・社会問題に対する怜倒なまでの目的適合的で現実的な改良主義、他
方では人間の可能性に対する無防備ともいえる楽観主義によるものであ
った。1932年に政権の座に就いた社民党の失業対策は、より直接的には
公共事業を拡大して失業者に雇用の場を提供し、併せて私的企業を対象
に投資助成金制度や投資準備金制度の設定によって、雇用を確保するこ
とを考えていた。第2次世界大戦直後、同国は、低いインフレ水準の下
で高い雇用水準を維持することが問題であった。これに対する問題解決
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の手掛かりの一つを提供したのは、当時のLOのブレインたる経済学者
による、スウェーデン・モデルとして知られているG．Rehn－R．Meidner
モデルであった。その骨子は、戦前のマクロ的な拡張主義的な総需要管
理政策が、生産性の低い産業に完全雇用を期待してインフレを助長し国
際競争力の低下を招くことになると主張し、ミクロ的な労働市場政策の
選択的な利用によって物価の安定と完全雇用の維持を図る、いわゆる連
帯賃金政策・積極的労働市場政策を提示し、これによって諸産業部門間
の生産性格差による賃金格差の是正・公正な所得分配・生産性の低い部
門の整理及び合理化による生産性の向上等を図り、併せてこの過程に伴
う失業者の発生を阻止するため生産性の高い部門への労働力の流動化政
策を実施することを狙ったものであった㈹。
　既に第2次世界大戦前に社民党の卓越した指導者となったP．A．Han－
ssonが命名した「国民の家」という構想（国家を、家族或いは家族共同
体になぞらえ、国家の役割を、全ての国民の平等、他者の福祉に対する
慈愛と関心、安全な生活の保障を図ることにあるとする構想）は、その後、
かれに継ぐ社民党の歴代の卓越した指導者達がそこに新しい幾つかの要
素を盛り込むことによって、質的・量的に充実し、経済的・政治的・社
会的な支持を拡大していった。「国民の家」という構想の台頭とその後の
展開は、1930年代はもとより第2次世界大戦後も社民党政権が、経済・
社会政策を策定する場合その依拠する幾つかの価値判断と比較衡量の基
準を示唆するものであった。その委細は別として骨子は、次のように要
約される。即ち、失業問題の解決への努力したがってまた失業のために
購買力を喪失している人々（被保護者も含む）に対する購買力の補強は、
経済社会全体を活性化し、安定化する効力を有すること、とはいえ経済
の活性化と安定的な社会の実現は、さしあたり失業問題の克服によるべ
きとはいえ、それだけでは不十分であること、それは、失業問題の克服
と共に、労働者をも含むより広範な人々（各階層の市民）を対象とした
所得と富の公正で平等な分配を「保障」するような各種の社会政策によ
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って到達される筈であること、このような視角より支出される社会政策
費は、社会と個人の双方に対する一種の投資であること㈹、この点で経
済政策としての失業政策は、より広範な人々を対象とし各種の領域にわ
たる社会政策と結合されるべきこと、このような結合は、富と所得の再
配分の手段となり、各階層の市民の間に現存する経済的な格差はもとよ
り各種の社会的な格差の解消と平等化を実現し、利害集団相互の徹底し
た討議と合意による議会制民主主義の維持と一層の発展を可能にするこ
と、合意に至る過程では各利益代表・集団は、単に自己の集団の利益を
擁護するために相互に抗争し合うのではなくて、市民社会の経済的・社
会的な公正と平等の実現による全体としての社会の安定的な発展のため
に、相互に協力・配慮（連帯）し、次の段階に向けて改良主義的に相互
に妥協し合うべきこと、国家は、スウェーデンの全ての人々が、個々人
に人間としての基本的な自由と平等を保障し、個々人を等しく庇護し、
経済的・政治的・社会的な意思決定過程で疎外することなく、恰も一家
族・家庭をなすかのように、機能するべきこと等である。
　このような「国民の家」に象徴されるような社民党の路線は、工業労
働者階級の排他性を除去し、社会保障計画の普遍性を標榜するものであ
り、その実現のための物的基盤は、より良く機能する市場原理を前提と
した、合理的で漸進的な経済の組織的な計画化即ち計画・組織化された
資本主義の構築であった。そして1930年代初期の社民党政権の支持基盤
であった工業労働者階級を中心とした労働運動は、このような普遍主義
的な社民党路線の推進に対して積極的に責任を負わされたのであった。
　19世紀末葉の社民党の形成と共にその支持基盤であった労働者が強力
な労働組合運動を展開してくることが可能であった理由として論者が指
摘することは、多様である。とはいえスウェーデンの労働運動の強度な
結集力をもたらした主たる理由は、第1に、工場労働者が、現実に結集・
団結し、強力な労働運動を展開するに当って、都市を拠点としたLO本部
の指令よりも、各地域・地方の諸組合の作業現場の声が、尊重されたか
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らであった。かれらの高度な結集力は、様々な要因によった。例えば、
作業現場を中心とした労働諸条件に関わる相互防衛的な緊密な関係（後
にはそれは現場作業に在る人々の諸権利の擁護と確立として展開する
が）とそれによる諸組合単位での組合費調達の便宜性、倫理的・宗教的な
同質性、現場作業に従事している人々に対する伝統的に独立心が高く、
同時にまた巨大企業の指導者以外は同国の全人口が勤労者であることを
知っていた農民層の支持、労働組合運動の開始期にそれを自由主義的な
立場より明示的或いは暗黙に理解・承認した工業資本家達の態度等。第
2に、都市を拠点としたLOの各地域・地方の諸組合との間で交わした組
合費とりわけストライキ用の資金の徴収問題を中心とした中央集権的な
取決め（それはまた、LOの、諸組合に対するストライキ活動に対する拒
否権の承認であるが）であった。それは、労働者の国民的な水準での集
合的な取引・交渉力を形成した。スウェーデンの労働組合の、早期的な
強度に国民的・中央集権i的な性格は、同国の労働運動を普遍主義的なも
のにした。第3に、スウェーデンの工業化過程の遅滞性による多数の未
熟練労働者達の結集と統一化という動向であった。1930年代に社民党政
権が提示した失業問題の解決策は、このような労働運動の動向、「国民の
家」という構i想、更にはMyrdal夫妻による人口問題に対する警告（投資
拡大のための人的要素の衰退に対する警告）と絡み合いながら、失業に
よって貧困化していく人々に対する救済事業（恩恵・恩典・慈善）でも
なく、また単なる全国民に対する「保障」を超えて、生産的な色彩が濃
厚で、同様な性格を持つ住宅・教育政策と連動する、労働市場政策を通
じて達成されるべきものであった（57）。
　社民党は、その後間もなく勃発した第2次世界大戦（1939年9月）に
よって、更なる政策の策定はもとより既に制度的な整備も完了していた
諸政策の実施も阻まれた。1939年12月に中立政策を維持するために、社
民党・農民党の連立政権は、保守党と自由党が参画した挙国一致内閣に
転換した。1940年秋の総選挙で社民党は、圧勝し単独多数を獲得した。
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（得票率、53．8％。）とはいえ社民党は、大戦中とりわけその前半期の対
外的・対内的な諸条件に対処していくために、独自路線による改革の実
施に着手することはできず、対外的には綱渡りのような中立維持政策を、
対内的には諸政党と協調・妥協しつつ、戦時状態を乗り切るしかなかっ
た。スウェーデンは、対外的には第2次世界大戦でも中立政策を国際社
会に宣明することによって、直接的な戦火より免れることはできた。と
はいえ同国がその中立政策を実質的に貫徹することは、参戦列強諸国の
ために極めて困難であった。例えば、隣国フィンランドに対するソ連の
侵略（「冬戦争」の開始）、デンマーク及びノルウェーのドイツによる占
領、ドイツの占領地ノルウェーへの武器及び兵隊の輸送を目的とした、
ドイツによるスウェーデン国内通過承認の威嚇等、事態は深刻であった。
同時にスウェーデンは、脆弱な中立政策を貫くために、対内的には国防
力の強化、そのための租税負担の増大、一時的にせよ軍需生産優先・民
需生産抑制の生産構造への移行・国際貿易の縮小による食料と原材料の
払底、戦時インフレの進行等に見舞われ、国民生活の窮乏を招いた㈹。
とはいえスウェーデンは、大戦の後半期にその趨勢が判明するにつれて、
早くも戦後構想に思いを馳せ、保守党を除く諸政党は、それぞれの立場
より試案の作成に着手した。各種の試案の中でも戦争終息後に現実的に
機能したのは、またしても社民党とその関連組織による構想であった。
　早くも1943年後半より社民党の関連組織（LO、婦人団体、青年部等）
は、その内部より戦後構想の策定のための活動に着手し、それは、社民
党と関連組織の代表より成り、蔵相E．Wigforssを委員長とし、専門委貝
G．Myrdalが参画した委員会の発足に繋がっていった。1994年前半に同
委貝会は、労働運動の戦後綱領を公表し、完全雇用の確保・経済生活上
の効率性の増大と民主主義の拡大・公正な分配と生活水準の向上という
三つの柱を提示した。その基本的な手法は、第2次世界大戦終息後には
1930年代と同様な不況の再来を予想して、さしあたり短期的には1930年
代にそれなりに成功した政府主導型の景気対策によって完全雇用を確保
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し、より中・長期的には積極的な経済拡大政策の推進とその下での経済
構造の合理化を図り、それらの推進と連動しつつ社合保障の充実によっ
て階級間の格差の縮小・平等化・平準化を追求していくということでっ
あた。この綱領は、同国の戦後の経済・社会の大枠を決め、同国が1940
年代後半の社会保障の体系化と1950年代より1960年代の安定した経済成
長を背景として福祉国家を展開していった場合でも、更には同国が既に
1960年代半ばにその徴候をみせ、1973年の第1次石油危機の到来を契機
として国際経済社会の条件の下でいわゆる福祉国家の危機なるものに直
面して、経済の構造的な転換を迫られていくようになる場合でも、諸政
党間の抗争の焦眉となり、変革・転換のための照準として量的・質的な
両面で一定の機能を果たしたのであったcf・7）。
cf．7）この綱領がその後のスウェーデンの経済社会の枠組を決め、経済社会の
諸問題の解決の場合重要な照準となったという点で、上記三つの柱について補
足説明しておく。
　この綱領は、完全雇用の確保という問題については、雇用の拡大・維持のた
めの政府・国家による経済調整、民間雇用の低下に呼応する公共事業の拡大、
その一環としての中・長期計画を前提とした住宅建設の量的・質的向上を提言
した。それは、1930年代の政策を前提として、その拡大・充実を図ったもので
あった。この綱領は、経済生活上の効率性の増大と民主主義の拡大という問題
については、中・長期的な視野より、国立銀行や国家の諸金融機関による融資
を通じて投資活動の社会的な計画化を推進し、計画的な生産の発展と合理化を
図ること、この合理化は、住宅政策と緊密な関係にある建築部門（建築組合）
及び不断に構造的な改善を必要とする農業部門の他に、住宅改善政策等により
主婦労働のそれにまで及ぶこと、同時に市場原理を維持する立場より独占に対
する諸規制（例えば、カルテル協定の公表、巨大企業による生産集中度の高い
産業部門に対して、公的企業による供給の拡大或いは当該巨大企業の所有の社
会化）等を提案した。この提案は、私的企業体制の一般的な承認、その市場原
理をより良く機能させるための例外的な国有化或いは公有化、企業内部での産
業民主主義の促進の立場から労使の団体交渉による労働条件の決定、生産過程
における労使相互の共同決定等を提案した。それは、従来の市民的・政治的な
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民主主義より産業的な民主主義へ、更には経済的な民主主義へという主張であ
った。　この綱領は、公正な分配と生活水準の向上という問題については、よ
り直接的には実質賃金の引上げという要求を前提として、国民の経済的・社会
的・文化的諸条件の本質的・一般的な平準化と民主化（例えば、連帯的賃金政
策による各種産業部門及び性別間の賃金格差の是正、失業保険と疾病保険の一
般化と生計維持の可能な程度までのその給付額の引上げ及び国民年金の改善、
労働環境の改善と労働時間の短縮、国民医療・保険制度の改善、育児負担の平
等化と軽減のための保育所の増設、平等な学校教育等）を提言し、社会保障制
度の整備を平等・平準化の手段として位置ずけた。（東京大学社会科学研究所編
「前掲書」、308－309頁。）
　こうした政策と制度の更なる発展については、本稿で限定した期間の範囲を
超えるので、ここでは立ち入らない。
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Edited　by　Steven　Koblik，ibid．，p．286
Edited　by　Steven　Koblik，ibid．，p287．
Scott　Larsh＆John　Urry，ibid．，p．37．
Edited　by　Steven　Koblik　，　ibid　．，p．237．
J，ナセニウス・K．リッテル共著／高須祐三・エイコ　デューク共訳「前
　掲書」、37頁。
（57）　Scott　Larsh＆John　Urry，ibid．，pp．39－41．
㈱　第2次世界大戦の勃発に前後する時期より戦争中におけるスウェーデ
　ンを中心とした北欧諸国の社会的な一般動向とその下で、同国が中立維持
　政策を堅持するために、苦渋に満ちた様々な選択を参戦列強諸国によって
　迫られたかという問題については、特にここではThe　Nordic　Societies，
　In：edited　by　Henrik　S．Nissen，translated　by　Thomas　Munch－Peter－
sen，Scandinavian　during　the　Second　World　War，Universitetsforlaget，
　Oslo－Bergen－Thromso，The　University　of　Minnesota　Press　Minnea一
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plis　，　1983及び武田龍夫著「物語　北欧の歴史、モデル国家の生成」（中央
公論社、1993年）を、更に適応国家としてのスウェーデンの戦争中の経済
社会の動向にはついてはMartin　Fritz／Ingemar　Nyrgen／Sven－Olof
Olsson／Ulf　Olsson，The　Adaptalbe　Nation，Essays　in　Swedish　Econ－
omy　during　the　Second　World　War（Almqvist＆Wicksell　Internatioal，
Stockholm／Sweden，1982）を参考文献としてあげておきたい。
（2）実務的な経験の尊重と産業界の要請への呼応
　これまでみてきたようなスウェーデンにおける経済社会の一般的な発
展動向は、経済学とは相対的に独立した固有な教育・研究の領域として、
同国の商業技術論／企業経済学の形成を迫った最も根源的で基本的な契
機であった。同国の商業技術論／企業経済学は、このような根源的で基
本的な契機を前提として、より直接的には同国の経済社会の一般的な発
展動向を最も直裁に反映する産業界での実務的な経験の積み重ねと産業
界による商業技術論／企業経済学に対する実践的な要請に触発されて、
徐々にその輪郭を形成してきた。それは、同国の商業技術論／企業経済学
の在り方をさしあたりは実践指向的で問題解決型の内容のものとする同
時に、存在と当為或いは事実即規範とするような在り方或いはその基底
にある一定の価値前提の妥当性への不断の批判・検討によって、同国の
商業技術論／企業経済学にその時々の時代の要請を新しい視角より盛り
込み、商業技術論／企業経済学の領域の拡大とその方向性したがってま
た変貌する経済社会で生起する諸問題の解決を先取りするような先見の
明あるものとしたのであった。
　当時のスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学したがってまた
その一環としての会計学の教育・研究を担った人々は、次節で明らかに
するように、何よりもまず、産業界と密着していた人々であった。
　スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成に関して前節で
一一凾翌ｵたような主要領域特に簿記・会計学、流通経済論、産業経済論、
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農業経営論等の領域で指導的な役割を果たした幾人かの人々が、産業界
よりどのような具体的な要請をうけ、またかれらは、それにどのように
応えようとしたか、簡単にみてみよう。
　簿記・会計学を中心とした領域では、既述のように、先発大学として
のストックホルム商科大学で商業技術論の担当老として臨時の教授職の
地位に就いたドイツ人Ernst　Walbの後をうけ、1912年にその後継者と
なったOskar　Sil16nは、既にみたようなスウェーデンの近代的な工業化
過程の終了間近な時代に、実務家として公認会計士及びコンサルタント
の資格で産業界に登場し、次節でみるように、その後の同国の経済の発
展過程で生起する様々な問題の解決のために指導的な役割を果たした人
であった。例えば、かれは、簿記及び税務問題に関する幾つかの政府諮
問委員会の委員となり、1929年の記帳法（1929　ars　bokfδringslag）の制定
及び1944年の株式会社法（1944邑rs　aktiebolagslag）の改定に際して会計
関連条文に関する示唆と勧告等、簿記・会計領域の制度的な整備に多大
な影響を与えたω。また後発大学としてのイェテボリィェ商科大学で同
じくこの領域の最初の担当者として教授職の地位に就いたWalter　Ma・
hlbergの後をうけ、1926年（同大学の設立後3年目）にその後継者とな
ったドイツ系のAlbert　ter　Vehnは、当初、フランクフルト大学で博士
号を取得し「ニュルンベルグ商科大学」（Handelsh6gskolan　i　NUrnberg）
で助教授に就任した後、イェテボリィェ商科大学に移籍した。かれもま
た、0．Sillenと同様に、公認会計士であった。かれが、同大学に就任し
た頃、折しも同国では相対的安定期における「繁栄」の下で、合理化運
動が進行していた。かれもまた、この合理化運動の流れに沿いつつ、特
にスウェーデンにおける各種の工的企業の会計制度の統一化を目指して
作成された初期のコンテンラーメン（STF－Grundplan）の論評の作業に
当たった（2）。かれらは何れも、商業技術論／企業経済学の領域でも、概し
て簿記・会計問題の領域を専門とした人であった。とりわけO．Sill6nは、
スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成の開始期（世紀の
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転換期頃一1914年）とも言うべき時代に登場し、試行錯誤の過程を通じ
てその形成・発展の礎石となった。
　商品流通問題を中心とした領域では、0．Sill6nがストクックホルム商
科大学に就任（1911年）して以来、その後かれを中心とした同大学の教
育・研究の制度的な整備・充実の初期の段階（1914－1920年頃）で、流
通経済論の領域に関わる教育・研究の重要性が認識されるに伴って、同
大学が、この領域の専門家を新たに雇用することになり、その担当者と
してGerhard　T6rnqvistが、さしあたり助手としてその地位に就いた（3）。
（かれは、1927年に助教授、1933年に教授に就任。）かれは、当初、ケル
ン商科大学で、次いでストックホルム商科大学で学士号を取得した後、
「コロンビア大学」（ColumbiaUniversity）で工場組織論及び販売組織論
で修士号を取得して帰国以来、多年にわたってスウェーデンの商工業の
分野で実務家として活動した。かれが同大学に就任した頃、スウェーデ
ンは、近代的な工業化過程を一先ず終了し、戦中・戦後インフレの終息
直後に到来した戦後恐慌と長引く不況の下で、対外的・対内的に販路問
題が注目されるようになった時期であった。例えば、かれは、1930年代
には、既にみたように、同国の金本位制からの離脱に象徴されるような
新しい経済状況と社民党政権が採択した新しい経済路線（計画・組織化
された資本主義への傾斜）の下で、「価格統制調査局（den　Enhets－
prisutredningen）」の会長・議長（ordf6rande）に就任し、また合理化及び
管理問題に関わる一連の国家的な調査機関に関与したω。
　産業経済論を中心とした領域では、Erik　Forsbergが、1912年より1927
年までストックホルム商科大学の産業経済学及び組織論（industriell
ekonomi　och　organisation）の専門担当者（special　larare）であった。か
れは、「ストックホルム工科大学」（Tekniska　H6gskolan　i　Stockholm：
1877年設立、その前身は1825年のTechnological　Institut）で工学士の資
格を取得した後、実業界での非常に活発な活動を通じて幅広い実務的な
経験を蓄積しており、制度としての教育・研究機関でそれを十分に活用
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した。かれの門弟であり1940年にストックホルム工科大学でこの領域に
おける最初の教授職に就任したTarras　Sallforsもまた、工学士の資格
を取得した後2年間アメリカで産業経済学及び組織論について学び、帰
国以来、その師と共に実業界で同様な活動をしていた⑤。例えば、かれは、
戦況も判明し、戦後状況に関する予測と戦後経済再建を射程に入れた論
議が展開されていた1944年に、「国家団体統制局」（Statens　organisation－
snamnd）の理事長（generaldirekt6r）に就任し、また上記のG．Tδmqvist
と同様に、合理化及び管理問題に関する一連の政府調査機関に関与し
た（6）。更にT．Sallforsが、上記の理事長に就任するのに伴って1945年に
同大学のこの領域での教授職に就任したRobert　Kristenssonもまた、当
初は工学士として出発し、その後この領域についてストックホルム商科
大学で卒業資格を取得して以来、スウェーデンの内外で広範な産業活動
に従事した人であった（7）。農業経営論を中心とした領域では、Ludvig
Nannesonが、1930年代特に1932年より1946年まで「ウルトナ研究所」
（Ultnaslnstitut）で臨時の教授（1932年）及び正規の教授（1933年以後）と
して、農業経済学及び市場論を担当した。かれは、1903年に「アルナー
プ農業大学」（AlnarpsLantbruksinstitut）で農学士の資格を取得後（8）、19
世紀末葉からのの厳しい国際競争要因によって早期より国家の保護をう
けてきた伝統的な産業部門の一つであった農業部門で、他の産業部門と
同様に、1920年代に促進された合理化運動を背景として、農業経営者の
ために最初の「農業簿記協会」（den　bokf6ringsf6reningen　f6r　lantbru－
kare）を設立し、同時に「スウェーデン全国農業協会運営局」（Sveriges
Allmanna　Lantbruksstillskaps　DriftbyrS）　現在の農業連盟（Land－
bruksfδrbundet）の前身一の設立（1916年）の翌年以来、その営業部門
の支配人となり、長期にわたって農業界の長老として君臨した。例えば、
かれは、農業経済に関する各種委員会の委員となり、そして一時期には
「経済国防備蓄体制国会委員会」（Rikskommissionen　f6r　ekonomisk
f6rsvarsberedskap）の委員も歴任した（9）。　Torsten　Streyffertは、「林業
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大学」（Skogsh6gskolan）で林業経済学の最初の教授となり、同時にま
た、林務官（jagmastare）及び経済学士の資格試験に合格した後、農業経
営と同様に伝統的な産業であり、1870年代に本格的に開始する工業化過
程で先導的な役割を果たした林業・材木産業の領域で、多年にわたる実
務的な経験に基づいて、様々な提言・活動をした（lo）。
　これまで触れてきたこれらの人々は、20世紀初頭に商業技術論として
出発し、その後のスウェデン経済の発展に伴って漸次にその領域を拡
大・深化させつつ1930年代前半に、経済学とは相対的に独立した教育・
研究領域として市民権を賦与された企業経済学に関する教育・研究を担
ってきた人々であった。かれらは、スウェーデンにおける商業技術論／企
業経済学の形成・発展における比較的初期の時代の代表者であり、A．
ter．VehnやT．Streyffertのような当初より専門家として教育された
人々を除けば（11》、その大多数は、各々、専門的な基礎教育をうけつつも、
各々、特定の教育・研究領域では、さしあたり半ば「独学者」
（autodidakter）（12）であった。かれらは、概して専門的な基礎教育を背景
として実業界で働きながら、これらの領域に関する経験を集積しつつ、
教育・研究活動に従事したのであった。そのためかれらが、特定の教育・
研究機関における特定の専門領域での学術的な教育・研究の職責を担っ
たとき、その教育・研究の範囲は、当初、非常に限定され、不断に独学
的な学習（外国の大学でのそれも含む）によってその範囲の拡大と質的
向上につとめた。そしてこの状態は、スウェーデンで商業技術論／企業
経済学に関する資格試験制度が確立する1940年代（工学関連分野では
1942年、経済関連分野では1943年）まで、続いたのであった（13）。1930年
代初頭にストックホルム商科大学に学生として在籍し、その後、スウェ
ーデンの商業技術論／企業経済学の教育・研究に関する現代スウェーデ
ンの卓越した企業経済学者になったS．Carlsonによれば、「全く新しい
専門的な研究領域（amnesomrSde）で学術的な職業教育を構築すること
が対象となる場合、実業界と接触し実業界よりえられる幅広い基礎教育
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と諸経験とは、特殊な領域での深い研究と新しい訓練を積むよりも、遙
に重要であった。」（14》そしてまたOskar　Sill6nの言葉を借りれば、研究
活動の程度と範囲とは、「教師自身が、実務家との協同の下で行うことが
可能となった観察と経験並びに演習における学生達との協同を通じて入
手可能となった資料に限られていた」（15）のであった。
　スウェーデンにおける初期の商業技術論／企業経済学に関する教育・
研究が、実務的な経験の尊重と独学的な性格を具備することを余儀なく
されたために、教育・研究者達が、さしあたり直面した主要な問題の一
つは、教育・研究資料の入手という問題であった。かれらは、綿密なデ
ーターの収集、学生用プリントと手引書の作成、教科書の執筆、著作活
動などで忙殺された。例えば、簿記・会計学の領域では、ストックホル
ム商科大学の0．Sill6nも、イェテボリィェ商科大学のA．ter　Vehnも、
さしあたり講義用として貸借対照表論（balanslara）に関する学生用プリ
ントを作成しなけばならなかった。これらのプリントは、当時の教科書
としては、質的には最先端にあり、商学課程の教育・研究にとって如何
なるその他の関連文献よりも重要であったと言われるが⑯、著作として
出版されることはなかった。そしてO．Sillenが教授職就任のために1915
年に出版した「近代簿記諸法一特に工的・商的企業を考慮して一」
（Moderna　Bokf6ringsmetoder，med　sarskild　htinsyn　till　fabriks－och
varuhandelsf6retag，Stockholm）とE．Forsbergがその翌年の1916年に
出版した「工業経済学」（lndustriell　Ekonomi　，　Stockholm）は、例えば、
S．Carlsonが1930年代初頭にストクックホルム商科大学の学生であった
当時でも、なお依然として教材として利用された。同大学でみられるよ
うな教育・研究環境は、その他の各種の教育・研究機関でも同様であっ
た。即ちスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の教育・研究の
担い手達は、教育・研究機関の現場でその職責を果たそうとする場合、
教育・研究の現場での教材の整備より開始しなければならなかった。
　かれらはまた、教材の整備と並行的・同時的に、同国の現実の経済社
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会とその在り方に一定の責任を負う国家・政府が、商業技術論／企業経
済学に対して解決の指針を求める諸問題したがってまた様々な国家的な
要請にも応えなければならなかった。それを端的に象徴するのは、上記
のように、例えば、O．Sillenが、主導的な役割を果たした1929年の記帳
法及び1944年株式会社法会計関連条文に対して与えた示唆と勧告、A．
ter　Vehnが、1920年代より1930年代の機械工業における会計処理の改善
と標準化の要請に応じて論評したかのコンテンラーメン（STF－
Grundplan）（17＞、　Ludvig　Nannesonが、先導的な役割を果たした農業経
営における会計処理の改善と標準化の試みと1916年から開始したスウェ
ーデン全国各地の農業経営に関する経済的な比較分析　　その結果は、
毎年、「スウェーデン農業会計報告」（Rakenskapsresultat　fran　svenska
jordbruk）として公表されたが一（18）、　G．T6rnqvistが、1930年代にも続
く同国の合理化運動の流れに沿って、積極的な役割を果たした「価格統
制調査局」の動向並びにT．Sallfδrsの手に委ねられた「国家団体統制局」
の動向等、極めて多面的であった。そしてスウェーデンの商業技術論／
企業経済学は、国家・政府の要請をうけて、研究と提言を重ねる過程を
通じて、徐々にその領域の一層の拡大と深化を遂げていったのであった。
　当時のスウェーデンの産業界が、同国の商業技術論／企業経済学に対
して様々な問題の解決を要請したより直接的な事情は、概略、次のよう
であった。
　スウェーデンは、1870年代に資本蓄積段階としての近代的な工業化過
程に本格的に着手し、第1次世界大戦の勃発頃までにその過程を終了し
た。同国は、戦中・戦後のインフレの終息とそれに続く戦後恐慌と不況
の後、1920年代より一連の合理化運動を通じて短い「繁栄」を享受した。
この時代は、資本蓄積段階よりいわゆる成熟段階への移行期として、同
国の経済を不断に景気変動の波に晒した。1930年代初頭の金本位制から
の離脱を契機に、社民党政権は、計画・組織化された資本主義或いは資
本主義的混合経済機構への転換という政策選択によって、福祉国家の原
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型を提示した（19）。同国は、成熟段階への移行期には、景気変動の波によ
って、短期的には生産の減退・停滞を惹起した。とはいえ同国は、より
長期的には工業生産の発展とりわけ機械工業の発展、生活水準の向上、
原材料消費高の増大、各種の産業部門における雇用の増大等、経済の拡
大を続けた（2°）。1913年より1950年にはスウェーデンの国民所得は、人口
1人当たり年間およそ2％つつ上昇した（21）。この比率は、アメリカのそ
れとほぼ同一、イギリスの2倍であった。とりわけ機械工業の発展は、
めざましかった。例えば、1914年より1958年にかけて、スウェーデンの
全産業の年次成長率は、3．5％より4％であったが、これに対して機械工
業のそれは、ほぼ6％であった（22）。また商業部門の雇用の増大は、一層
顕著であり、例えば、1920年より45年の間に被雇用者数の増大は、商業
部門83％、それ以外の都市産業53％であった（23）。もとより本稿で問題と
しているこの期間は、二つの世界大戦に跨がる期間として、経済のブロ
ック化、配給制と価格統制、合理化運動、世界不況を伴っており、とり
わけその不況期は、かって人類が経験したことのないほど深刻であった。
それと同時にこの時期は、第1次世界大戦の勃発を契機とする戦中・戦
後インフレとその終焉に到る過程も含んだ。第1次世界大戦の勃発時の
価格指数を111とすれば、1918年には374、1922年には170であった（24）。こ
のような価格動向は、企業利潤の動向にも影響を与えた。工的企業の利
潤は、1913年には132百万kr、1917年には394百万krと膨大な黒字を累積
したが、1922年には283百万krの欠損となった（25）。このような状況の下
でスウェーデンの商業技術論／企業経済学に対して現実の産業界より提
起されその解決を要請された重要な問題の一つは、費用・収益・利潤は、
価格変動の下でどのように算定するべきかという問題であった。この問
題は、商業技術論／企業経済学の教育・研究における支配的な問題とな
り、1920年代より1930年代には論争を惹起した。拡大基調を辿る工業と
りわけ20世紀初頭以来、かの“離陸”を可能にした一連の技術革新の進行
を背景に、当時の同国の新興産業として台頭し、非常に複雑で異質な製
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品の選別（sorting）を伴う機械工業における会計の改善と標準化問題は、
このような産業界の要請とそれへの商業技術論／企業経済学の対応であ
った。同時にまた、商業部門における雇用と商業利潤の増大とは、商業
部門のコスト構造の問題に関する関心を呼び、商品流通問題の教育・研
究を重視する引きがねとなった。スウェーデンにおける商業技術論／企
業経済学は、こうした産業界の要請に加えて、1920年代頃より政府期間
からの要請に応えることを求められたのであった。
〈注〉
（1）Lars　Engva11（red），F6retagsekonominsr6tter，Studentliter－
　atur，1980，s．33。
????????????????（ （ （ （ （ （Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．33．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．30．
Lars　Engva11（red＞，ibid．，s．33．
Lars　Engval1（red），ibid．，ss．30－3Lなお（注）1－7の問題の委細は、
　Oskar　Sill6n，1929．，“Zur　Geschichte　der　Betriebswirtshaftslehre　in
　Schweden．Ein　Uberblick　ttber　die　betriebswirtshaftliche　Literarur
　Schwedens　bis　zum　Jahre1900”，Zeitschrift　fur　Handelswissenshaft　und
　Handelspraxis，Heft　2　und4（1929），SS．51－61　und　118－124（En　svens－
　k6versattning　finns　i　Sill6n　，　1943，ss．47－81）に依る。
（8）　Oskar　Sill6n，1929，“Zur　Geschichte．”，S．24，Lars　Engvall（red），
　ibid．，s．52．
（9）　Lars　Engva11（red），ibid．，s．33．
（10）　Oskar　Sill6n，1929，“Zur　Geschichte．”，S．24，Lars　Engvall（red），
　ibid．，s．310ch　52．
（ll）
（12）
（13）
（14）
Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engva11（red），ibid．，s．31．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．31．
Lars　Engval1（red），ibid．，s．31．－32．
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（15）　Oskar　Sill6n，1929，ibid．，s．24．
（16＞　Lars　Engva11（red），ibid．，s．32．
（17）　Lars　Engvall（red），ibid。，s．33．
（18）　Lars　Engvall（red），ibid．，s．52．
㈲　丸尾直美著「福祉国家の経済政策　混合経済の政策原理」、中央経済社、
　昭和40年、73頁。
（20）　Lars　Engvall（red），ibid．，s．32．
⑳　1．Svennilson，Growth　and　Stagnation　in　the　European　Economy，
　Geneve，1954，p．29．，and　Tabel1　A　I，A4　and　A6，Lars　Engvall（red），
　ibid．，s．32．
tZ2）G．Albinsson，Svensk　verkstadsindustri，ss．41－43，　L．Ohlsson，Utri・
　keshandelnoch　den　ekonomista　till　Vaxten　i　Sverige，1969，Tabell．　B．
　ss．134－136．
㈱　Lars　Engvall（red），ibid．，s．32，R．Artle，Svenskt　distributionsvasen－
　de，Stockholm，Tabell　20，s．27．
（24）A．Ostlind，Svensk　Samhallsekonomi　1914－1922，Stockholm，1945，
　bilaga　15，s．875．
㈱　A．Ostlind，ibid．，s．560．
（3）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に対する外国
　の影響
　上記のように、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育・研究
の特性は、実務的な経験の尊重と独学的な性格、そしてその方向性は、
産業界或いは政府諸機関の要請をその領域の中に組み込み、体系化する
ことにあった。
　この場合、既にスウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成の「前
史」ともいうべき初期の発展の段階でも、当時の識者達が手掛かりとし
たのは、当時、この領域について諸外国で着手され一定の水準に到達し
ていた研究の成果であったcf・1）。19世紀末葉頃より経済学とは相対的に独
立した専門的な教育・研究領域として、商業技術論／企業経済学を形成
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しようとする試みが開始したとき、この領域の初期の教育・研究者達も、
先例に倣って、同時代の諸外国の関連の文献・教授法・その他を調査す
ることより出発した。
cf．1）この最初の指標は、スウェーデン人が、バイキング時代の到来と共に、始
めてヨーロッパの商業世界と接触し、当時、ヨーロッパで既に普及していた各
種の商業活動上の様々な手法と基本的な思考を学んだことに求められる。例え
ば、かれらは、既に商・工業活動に関する計数的な把握とそれによる統制、信
用取引の決裁方法と為替業務、海上輸送と海上保険問題等を認識するようにな
った。14世紀以後同国が、新しい貿易の時代即ちハンザ時代に入ると、ハンザ
商人特にドイツのそれとの接触を通じて、既に習得していた商業活動上の知識
と経験を一層深めた。例えば、かれらは、ドイツ的な簿記形態・会計的な手法
の概要をかなり体系的に習得するようになった。更に17世紀以後同国が、その
国民史上、偉大なる帝国の時代（1611年一1718年）と呼ばれる時代に入ったと
き、当時まで最も強大であったドイツ・ハンザ商人の支配から相対的に徐々に
離脱しながら、イギリスへの鉄の輸出を媒介としたイギリス商人やオランダ・
ハンザ商人との接触によって、新しい刺激をうけ取った。例えば、当時のスウ
ェーデンで採用されていた公的財政に関する会計機構は、オランダのそれの影
響によるものであった。そして偉大なる帝国の時代の崩壊後、自由の時代（1718
－1809年）の到来とそれに続くグスターヴ時代（1772－1809年）には、経済学の
領域はもとより商業技術論／企業経済学の領域でも益々諸外国の影響をうけ
るようになった。それを端的に象徴する出来事は、例えば、18世紀20年代より
19世紀初頭にかけてドイツの相当多数の諸文献、またそれほど多数ではないけ
れどもフランスの諸文献の紹介・翻訳、神学研究を起点として1477年に設立さ
れたウップサラ大学での経済学関連科目の教授職の試験的な設置（1723年一
1730年、ドイツ人を雇用）、18世紀後半のドイツの卸売人Friedrich　Christoph
Wurmbの手によるイェテボリィェ商業セミナーの設置（1768年）、19世紀に入
りそれをモデルとしたイェテボリィェ商業アカデミーの設置（1826年）、これを
背景とした芸術・自然科学を中心としたイェテボリィェ大学の設立（1887年）
等に象徴される一連の動向（Elving　Gunnarson，FrSn　Hansa　till　Handelsh6g・
skolan　一　Svensk　ekonomiundervisning　farm　tilI　1909，Uppsala，ss．300－
301．）、更に19世紀後半或いは末葉からのスウェーデン輸出連盟を中心とした
商業教育・研究組織の提案をさしあたりは直接的な契機として、同国の高等商
業教育・機関の諸整備とその一応の帰結としての20世紀初頭のストックホルム
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商科大学の設立とそれに継ぐ20世紀20年代のイェテボリィェ商科大学の設立
などに象徴される一連の動向であった。（Lars　Engwal1／Elving　Gunnarsson／
Eva　Wallersted，Foregin　Inspiration　of　Swedish　Business　Administration，
Working　Paper，1987／3，F6retagsekonomiska　Institutionen　Vid　Uppsala
Universitet，Department　of　Business　Administration，University　of　Upp・
sala，pp．28．，Elving　Gunnarson，FrSn　Hansa　till　Handelsh6gskolan
Svensk　ekonomiundervisning　fram　til11909，Uppsala，1988．）スウェーデンに
おける高等商業教育／企業経済学の形成の「前史」ともいうべき時代に教育・
研究を実際に担った人々は、例えば、1620年代及び1730年代にウップサラ大学
で教鞭をとっていたJohan　SkytteやAnders　Berchのように、概して神学に
関する教育・研究或いはそれへの関心を前提として、この領域の諸外国の文献
の研究に着手し同時にかれらが生きた時代の様々な実践的な要請に答えよう
としたか、或いはその名もP．A．Mという頭文字しか判明していない殆ど無名
の人々であった。（Sune　Carlson，F6retasekonomins　Pionjare，Kaseri　vid
F6retagsekonomiska　Institiutionens　Jubileumsmiddag，Den　ll　Apri1，1984，
Working　Paper，F6retagsekonomiska　Institutionen　vid　Uppsala　Univer－
sitet，1984，ss．1－9．）
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学の近代的な形成に対する諸外
国の影響は、総体として多面的であった。ここではさしあたり同国の産
業界が、その商業技術論／企業経済学に課したその時々の課題という点
より、ドイツ及びアメリカの影響について一瞥しよう。ドイツからの影
響に注目するのは、同国が遅れた近代的な工業化過程に本格的に着手し、
1次世界大戦中には中立政策を標榜しつつ、資本の蓄積過程を推進する
ことによって、20世紀10年代末期には純資本輸出国となり、近代工業国
家として本格的に世界市場にその地位を確立しつつある時期に、先発大
学としてのストックホルム商科大学と後発大学としてのイェテボリィェ
商科大学が、設立に際して最初に模範或いはモデルとしたのは、ドイツ
の高等教育・研究機関であったことによる。またアメリカからの影響に
留意するのは、同国が、20世紀20年代の半ば頃より進展する同国の産業・
経済の合理化運動を基礎としたいわゆる相対的な安定期の「繁栄」を経
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て、1929年恐慌の遅れた余波をうけながら、計画・組織化された資本主
義への移行期に、同国の商業技術論／企業経済学が、教育・研究領域の
量的・質的な充実・拡大・深化を求める産業界の要請に応えるために、
アメリカから学びとったものが多大であったことによる。例えば、産業
経済論及び産業組織論の領域で、一丁時的にせよ、一定の刺激となったア
メリカのFredrik　W．Taylorの科学的管理法の影響や、同じく20世紀20
年代末期より経済の構造的な不況の下で産業界の要請によって同国の商
業技術論／企業経済学の一分野として本格的な教育・研究が開始する販
路と費用問題に関するアメリカ流通諸研究（de　amerikanska　dis．
tributionsunders6kningarna）の影響が、それである（1）。
　なおまた1929年恐慌の余波の下で1930年代に政権iの座に就いた社民党
が、恐慌と失業の回避・減少を最優先課題として取組むため、従来の政
権の救貧法的な失業対策に替えて、新たに設置した「失業対策調査委員
会」が、作成・公表した報告書や1933年の政府予算案に添付されたG．
Myrda1の意見書に垣間見るような、経済諸理論で展開される企業に関
する様々な理論からの影響は、別扱いとする。
（i）ドイツからの影響
　S．Carlsonの指摘を侯つまでもなく（2＞、ハンザ同盟以来交易関係があ
り、なおまた19世紀後半より20世紀にかけて、既に世界史的な役割を終
えて国際社会における支配的な地位より退いたオランダよりも、後発資
本主義国として急速に台頭しつつあったドイツの経営経済学（Betrie－
bswirtshaftslehre）が、前節で問題としたストックホルム商科大学及び
イェテボリィェ商科大学の設立の経緯とその後の発展に対して多大な影
響力を与えたということは、当然であった。スウェーデンの高等商業教
育・研究機関での商業技術論／企業経済学という領域の教育・研究が、
さしあたりドイツのそれを模範として開始したとき、例えば、先発大学
としてのストックホルム商科大学及び後発大学としてのイェテボリィェ
商科大学でこの種の領域の最初の教授職に就任したのは、何れもEugen
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Schmalenbachの流れをくむErnst　WalbとWalter　Mahlbergであっ
た。スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の教育・研究上、先
発大学として最も先導的な役割を果たしたストックホルム商科大学の教
育・研究の最初の制度的な枠組を形成したのは、E．Walbであった。また
後発大学としてのイェテボリィェ商科大学は、ストックホルム商科大学
の教育・研究の枠組を基本的には模範としつつ、同時に新しい時代の要
請に答える工夫をしたが、同大学の教育・研究の具体的な枠組を示唆し
たのは、W．Mahlbergであった。かれらの在任期間は、非常に短期であ
ったが、かれらは何れもドイツ人としてドイツで教育され、教育・研究
活動に従事してきたことから、その教育・研究の成果を、直接的或いは
間接的に、スウェーデンのそれに持ち込んだのであった。この二つの大
学の創立期の後、各々の大学の助教授職／教授職の座に就いたO．Sill6n
とA．ter　Vehnもまた、前者は、生来のスウェーデン人でありながらも
ドイツ留学の経験者として、後者はドイツを母国とするスウェーデンへ
の移住者として、ドイツの教育・研究の訓練をうけていた⑧。ドイツの経
営経済学が、スウェーデンの初期の商業技術論／企業経済学の教育・研究
上の制度的な枠組を規定したことは、より具体的には、例えば、第3節
で一瞥するように、スウェーデンの戦中・戦後インフレとその終息並び
にそれと殆ど同時的に到来する1920年恐慌とその後の長引く不況を背景
として、O．Sill6nが、その著「より新しい貸借対照表評価諸原則」（Nyare
balansvarderingsprinciper，Helsingfors，1931）において展開したE．
SchmalenbachやF．Schmidtの評価論に関する詳細な検討と論評や、
「スウェーデン産業合理化委員会」（Sveriges　Industriens
Standardiseringskommission）（4）が、1920年代中葉以後のスウェーデン
の合理化運動一環として1927に着手し（5）、最終的には1936年に「スウェー
デン技術連盟」（Svenska　Teknologf6rening）のSTF－Grundplanとし
て知られるようになったコンテンラーメンに対する論評として、A．ter
Vehnが公表した「実際原価計算の標準化一Volvo、　SKF、　ASEA及び
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L．M　．　Ericssonの原価簿記を考慮して一」（Sjalvskostnadsberaknin－
gens　Standardisering　med　hansyn　tagen　till　den　kalkyerande　bokf6r－
ing　hos　Volvo，SKF，ASEA　och　L　M．Ericsson，G6teborg，1936）から窺
い知ることができる（6）。このような影響のより根源的な背景は、もとより
ハンザ同盟以来のドイツとの根強い交易関係であった。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育は、少なくても1826年
まで、制度としてのより古い大学によるにせよ、私的個人によるにせよ、
専ら経済学の教育・研究の一環として行われてきた。そしてそのような
「スウェーデンの経済教育は、同国のその他の領域の教育と同様に、ド
イツから、多くの影響をうけていた。」（7）1826年にイェテボリィェ地方商
人連盟（the　local　merchant　association　in　Gothenburg）によって設立さ
れた「イェテボリィェ商業アカデミー」（G6teborgs　Handelsinstitut＝
the　Gothenburg　Academy　of　Commerce：GAC）（8）は、同国の商業技術
論／企業経済学の教育・研究が、経済学の教育・研究の一環としてのそ
れより萌芽的にせよ相対的に独自の領域として教育・研究の対象となっ
ていく一つの分岐点であった。何故なら、このイェテボリィェ商業アカ
デミーの設立以から20世紀初頭のストックホルム商科大学の設立まで、
同国の商業技術論／企業経済学それ自体の教育・研究を対象とする新し
い諸機関の設立・同国で古くより存在してきた大学へのこの種の領域を
担当する教授職の導入・その他の成功と失敗の試行錯誤の過程が持続し
てきたからである。これらの遺産の正の効果と負の効果を踏まえてスト
ックホルム商科大学が設立されたとき、スウェーデンにおける商業技術
論／企業経済学は、同国の経済学より相対的に自立した固有の領域として
自己確立の過程を開始した。
　O　．　Sill6nがかって試みた王立図書館（Kungliga　Biblioteket）に所蔵さ
れているスウェーデンの商業技術論／企業経済学についての文献調査の
結果から明らかとなったことは、少なくても1900年以前のこの領域に関
する著作とりわけ簿記・会計領域のスウェーデン語翻訳版のうち、英語
179
圏の著作は1冊、その他の大部分の著作はドイツ語圏のそれであったこ
と（9）、或いはまた、既に別稿で問題とした、スウェーデンの近代会計の制
度的な枠組として一定の機能を果たした1895年の株式会社法もまた、そ
の制定に当たってドイツからの影響もうけていたこと等、それらは、ハ
ンザ同盟以来のスウェーデンとドイツの関わりを直接的・間接的或いは
明示的・暗示的に示唆する事柄であるといってよいであろう。cf・1｝
cf．1）スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成の主要な契機の一
つとして、ドイツのそれの影響を指摘する諸文献の中でも、最も体系的で詳細
な著作の一つは、Elving　Gunnarsonの「ハンザ同盟より商科大学へ　　1909
年までのスウェーデンの経済教育一」（Fran　Hansa　Till
Handelsh6gskolan－Svensk　ekonomundervisning　fram　till　1909，Upp・
sala，1989）であろう。
　ここで、本文を補足する意味で、同著の骨子を要約しておく。
　スウェーデンにおける経済学に関する教育・研究は、18世紀まで遡ることが
できる。この時期には、経済学上の基本的な諸原理に関する教育・研究のみな
らず、その応用領域として商業問題に関する職業的な訓練と教育も既に開始し
ていた。その職業的な訓練と教育は、大部分、ストックホルム在住の教師達の
手によったが、その例外の一つは、スウェーデン南西の小村落に在住のドイツ
人の卸売商Friedrich　Christoph　Wurmbによって1768年に開設された就学期
間2年の商業セミナー（commercial　semminar）であった。かれは、1768年にハ
ンブルグ商業アカデミー（Handels－Akademi　in　Hamburg）を設立した、ドイ
ツの商業教育の先駆者の一人であった。この商業セミナーは、かれが1788年に
死亡すると同時に、閉校となった。とはいえこの商業セミナーは、19世紀以後
少なくても20世紀初頭にストックホルム商科大学が創設されるまで、例えば、
イェテボリィェ商業アカデミー（GAC）の設立（1826年）等、高等商業教育・研
究機関の設立の場合、モデルとしてしばしば引き合いにだされた。この商業セ
ミナーは、当時としては前進的な職業訓練機関として、近代外国語の重視、学
生の要請に合わせた職業能力の訓練と弾力的なカリキュラムの編成、商業界の
人々の社会的な地位の改善に力点をおいた。そのため同セミナーは、その参加
者を富裕な商人達の子弟に限ったのであった。（ibid．，Kap．3．och　s．298．）この
ような動向に呼応・前後して、北欧の古くかつ名門のウップサラ大学もまた、
既に1741年に同大学で最初の経済学に関する教授職を設け、Anders　Berchを
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その地位に就けたのであった（Lars　Engwal1（red），F6reg邑ngare　inom　f6r－
etagsekonomi，SNS　F61ag，1995，Ss．31－45．）。かれは、スウェーデンの官房学
者として、ドイツのそれとも関わりを持っていた。その教授職の地位を政治
的・財政的に支援した人々は、ストックホルムで最も成功した富裕な商人達で
あった。かれは、概して農業及び公共財政の問題に取り組んだが、それのみら
なず、経済理論、経営学及び商業学の問題にも関心を持っていた。かれの教育・
研究の内容は、少なくても経営学に関する限り、同国では始めて大学水準のそ
れとなったが、その本質は、商業界で働く実務家のための教育・研究を指向す
るものであった。とはいえこの教授職の設定に関する試みは、概して学生を魅
了することができず、19世紀後半には、法律学のそれにとって代わられた。
（ibid．，Kap．4．och　ss．298－299．）イェテボリィェ商業アカデミーの設立以前
より行われ、商業技術論／企業経済学の領域を包摂していた「スウェーデンの
経済教育は、その他の同国の教育活動と同様に、長期にわたって、ドイツから
最も多大な影響をうけたのであった。」（ibid．，Kap．3．och　s．99。）イェテボリィ
商業アカデミーの設立以後、ストックホルム商科大学の設立まで、イェテボリ
ィェ及びストックホルム以外の同国の各地で、とりわけ19世紀中葉以後、急速
にこの種の教育・研究機関が新設された。それらの新設の教育・研究機関の大
半は、概して単科の、小規模・私立の機関であった。だがまたこの種の新設の
教育・研究機関の中でも極く少数のそれは、イェテボリィェ商業アカデミーと
同様に、何らかの機関・団体或いは地方政府の財政的な支援をうけた。更にま
た私立の2つの高等商業教育・研究機関は、18世紀後半に閉鎖されたかの商業
セミナーの市場指向的な戦略を追求し、商業上の多数のテーマを設定した弾力
的なカリキュラムと特殊分野に関する特殊な訓練に力点をおき、その規模もイ
ェテボリィエ商業アカデミーと同一程度或いはそれ以上となった。そしてこの
私立の2つの高等商業教育・研究機関とイェテボリィェ商業アカデミーとの相
違を求めるとすれば、それは、近代外国語をカリキュラムの中でどの程度まで
重視するかという問題にかかっていた。（ibid．，Kap．50ch　ss．299－300．）
　その後、イェテボリィェの商業教育・研究の発展は、主としてイェテボリィ
ェ商業アカデミーの動向を中心とした様々な試みを媒介として進展した。第1
は、イェテボリィェ商業アカデミーが、1880年に就学期間を2年より3年に引
上げしようとした試みであった。この試みは、学生数の減少で成功しなかった。
第2は、このアカデミー以外の学術的なビジネス学校を同市に設立しようとす
る試みであった。この試みは、1887年には自治体も賛同しかけた。とはいえこ
の試みも、最終的には成功しなかった。その理由は、当時のスウェーデンの人
道主義者の一人が、イェテボリィェで巨万の財を成しこの試みに資金援助の用
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意のあることを示していたthe　Scotsman　David　Carnegieに、商業科目を含
まない総合大学の設立に、資金援助をするように説得したこと、政府も、それ
を承認し、芸術及び自然科学より成るイェテボリィェ大学（the　University
College　of　Gothunburg）の開校となったしまったからである。第3は、同市に
おけるもっと前進的な商業教育・研究の創造を目的とする20世紀初頭の試みで
あった。その資金提供を申しでたのは、概して、富裕な経済的な地位と政治的・
社会的な勢力並びに文化的な水準の高かったイェテボリィェの商人であった。
この試みは、現存するイェテボリィェ大学との関連で、学術的な商業教育・研
究に関して以前に立案されたが実現には至らなかった計画を復活することで
あった。この試みは、イェテボリィェ商業アカデミーの上部構造として、夜間
コースを開始することによって、或る程度まで実現した。これは、1905年に開
始した。このコースは、スウェーデンの高等商業教育・研究を目的とした最初
の学術的な教育・研究過程と見倣される。このコースは、イェテボリィェ商業
アカデミーとイェテボリィェ大学とに結合するように整備されていた。だが2
年後にこのコースは、志願者が余りなかったために、閉鎖された。（ibid．，
Kap．60ch　s．300．）
　これに対してストックホルムの高等商業教育・研究の発展は、イェテボリィ
ェとは、幾つかの点で相違した。ストックホルムには、イェテボリィェ商業ア
カデミーに該当するものは、1865年まで存在しなかった。この年には、かのフ
ランツ・シャルタゥス・高等実業商業学校（Franz　Schartaus　H6gre－Prakt・
iska　Handelsinstitut）が設立された。けれども同市では、実質的には1900年ま
で、商業教育・研究の水準を引上げしようとする如何なる試みもなされなかっ
た。それだけに1900年に同市で、ストックホルム商科大学を創設しようとする
試みが開始したとき、この試みは集中的に進展していった。主要な推進者は、
スウェーデンのWallenberg財閥系の人々であった。この大学は、ドイツのケ
ルン大学及びベルリン商科大学などを範としていた。（ibid．，Kap．70ch
ss．300－301．）
　イェテボリィェ商業アカデミーの設立（1826年）以来、イェテボリィェの高等
商業教育・研究の水準は、ストックホルムのそれよりも高く、イェテボリィェ
は、この商業アカデミーでの教育水準を基準とした各種の高等商業教育・研究
機関を整備しようとする幾つかの試みによって、その地位を維持しようとし
た。とはいえその試みは、殆ど失敗に終わった。この失敗は、イェテボリィェ
の商人達が余りにも経済的・社会的・政治的・文化的に豊かであり、この豊か
さへの配慮が、高等商業教育・研究のそれ以上の発展を阻んだからであった。
これに対してストックホルムは、商業という職業をより一層専門化する必要性
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に直面していた。同市の場合、イェテボリィェ商業アカデミー程度の水準の教
育・研究が、十分な文化的な豊かさを保障するとは考えられなかった。ここで
は、商業界で学位をもった人々が存在することによってのみ、商人の社会的な
地位が改善され、高まるものと考えられた。そのためストックホルムの場合商
業活動の分野で必要とした教育は、専門的なそれであり、同市のエリートの教
育水準は、イェテボリィェのそれよりも高い水準におかれたのであった。19世
紀末葉には、だがまた、商業部門に従事している人々と並んで、その他の関連
部門に携わっている人々の中でも、専門化が進んだ。とりわけ技術工学の領域
ではそうであり、工学士達に対する新しい教育・研究が開始していたのであっ
た。（ibid．，Kap．80ch　ss．301－302．）
（ii）アメリカからの影響
①科学的管理法特にF，W．Taylorの所説からの影響
　周知のように、F．W．Taylorによって提唱された科学的管理法は、19
世紀末葉より20世紀初頭にかけてアメリカ機械技師協会（ASME）を中
心として展開されたかの体系的管理運動の成果の一つであった。それは、
アメリカ機械技師協会におけるF．W．テイラー報告書「出来高制度
（Piece　Rate　System，1895）、著書「工場管理」（Shop　Manage・
ment，1903）、「科学的管理の諸原則」（The　Principles　of　Scientific
Management，1911）によって知られるように、従来、人文・社会科学上
の人間の問題とされてきた管理問題を自然科学上（とりわけ工学上）の
問題として処理することを意図したという点で、ある意味では画期的な
試みであった。最高の管理目標は、高賃金・低労務費という相互に矛盾
する要素を結合するための原理と制度を解明しそれを具体的に提示する
ことであった。（因みに言えば、この流れに沿ったH．Fayolの所説もま
た、もう少し後の時代になってスウェーデンの商業技術論／企業経済学
の形成に影響を与えた。）その基本的な考え方は、生産過程に含まれる生
産要素の全てについて組織的な研究と実験をすることによって、人々は、
純粋に肉体的な疲労なしに最大限度の効率を達成しうるところの統一
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的・標準的な手法を入手しうる筈であるということである。その測定は、
一つの作業段階に要する時間であり、測定手段は、ストップ・ウォッチ
であった。様々な工学的な学習と実験の目標は、それらの結果得られた
教訓を実地に生かすことにあり、この過程は、計画の立案と修正、教育、
労働組織及び統制によって推進されると考えられた。F．W．Taylorの
「科学的管理の諸原則」のスウェーデン語翻訳版が出版されたのは、比
較的早い時期の1913年であった。この著名な著作については、既にわが
国でも多数の先学者達によって十分研究されているし、本稿の直接的な
課題でもないので、立ち入ることは避け、ここでは以下のことを確認す
るに留める。即ちそれは、19世紀末葉頃よりアメリカの技術老の間では、
このような考え方が生産技術の問題に関連して徐々に形成されてきたこ
と、そしてF．W．Taylorは、技術者としてこの問題に先鞭をつけ、世紀
の転換期を挟んで、かれの後輩達が、このような考え方を習得し、純粋
に技術的な問題としての枠を超えて、企業の経営管理のために応用して
いったということ、更に科学的管理の思考と理論が、当初は、アメリカ
で、少し後にはヨーロッパ諸国で一般に普及するようになったのは、1920
年代であったということである。
　このような科学的管理の思考が、スウェーデンの商業技術論／企業経済
学の領域において最も強烈な影響を及ぼした領域は、産業経済論及び産
業組織論の領域であった（10）。F．W．Taylorの上記の著作のスウェーデン
語版翻訳の序文をしたためたのは、既に触れたストックホルム工科大学
のE．F6rsbergであった。かれは、アメリカの工業経済論と組織論につい
て学び、RW．Taylorと同様に、工具鋼の切削速度について研究した。
ストックホルム商科大学のT．Sallforsは、かれの最も重要な著作「工業
における作業研究」（Arbetsstudier　inom　industri，1．upp1．，Stock－
holm，1939）において、　F．W．Taylorの思想と結合した。かれは、このよ
うな学問的な業績に立脚して、他方、産業界におけるコンサルタントと
して働いた。スウェーデンの現実の企業で事務機構及び管理組織の在り
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方をめぐって科学的管理の思考が注目されるようになったのは、かれの
お蔭であった。
　この科学的管理の思考は、更に後には、スウェーデンの伝統的な産業
であった林業したがってまた林業経営の領域でも普及した。この領域で
先導的な役割を果たしたのは、G6sta　Luthman及びストックホルム工科
大学のR．Kristenssonであった。1940年代にG．Luthnanの指導の下
に、「ヴェルムランド林業作業研究連盟」（F6reningen　Varmlandska
Skogsarbetarstudier）が行った作業時間に関する技術的・物理的な調査
は、当時のスウェーデンにおける労働科学の領域でなされた最も独創的
で重要なそれであったと言われている（11）。
　科学的管理の思考は、その後、流通経済論の領域でも適用されるよう
になった（12）。かのG．T6rnqvistは既に1929年に先駆的な著作「小売商に
おける費用分析と価格設定」（Kostnadsanalys　och　prissatting　i　detaljaf－
farer，Stockholm）を出版した。かれは、この著作の序文で、本著の執筆
の目的の一つは、工的企業で多年にわたって発展してきた科学的管理の
考え方とその方法を適用することを試みることであったと明記した。こ
の場合かれが特に目標としたことは、作業研究法（arbetsstudiemetodi－
ken）であり、それは、次第に商品流通（varudistribution）の領域でも適用
されるようになっていった。
　こうしてF．W．Taylorの科学的管理の思考は、商業技術論／企業経済
学の様々な領域で適用され、科学的管理という言葉が一般化していった。
とはいえこの言葉は、その過程でスウェーデンが、社民党指導型の政府
の下で、次第に市場経済原理を十分に機能させつつ、所得分配政策によ
って普遍主義的な富と所得の平等化を図るいわゆる混合経済的な色彩を
強めていくのに伴って、自覚された自由な個人の人権の尊重という視角
より、商業技術論／企業経済学の領域でも不評となり、あからさまには
使用されなくなったが、それでもその基本的な考え方は、生き残った（13）。
②アメリカ流通諸研究（de　amerikanska　distributions6kningarna）か
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　らの影響
　概してスウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育・研究者達は、
ミクロ経済学的な領域の教育・研究に従事していた。マクロ経済学的な
領域のそれは、経済学者達の領域であった。かれらは、通貨及び資本市
場とその構造、労働市場とその構造、産業及び輸送制度の構造などを研
究した。とはいえその例外は、商品市場（varumarknaden）及び消費材に
対する特殊な市場（speciell　marknaden　f6r　konsumptionsvaror）の問題
であった。
　スウェーデンの場合商品市場の構造とその費用問題は、流通経済論
（distributionsekonomi）と呼ばれ、1920年代頃より商業技術論／企業経
済学における主要な研究・研究の対象としてそこに組み込まれていた。
　幾つかの卸売商及び小売商における販売と費用に関する調査が、スト
ックホルム商科大学の企業経済研究所及びEli　E　Heckscherを指導者
とする「商品流通委員会」（Varudistributionskommitt6n）によって始め
て着手されたのは、1920年代末葉であった（14）。とはいえそれは、非常に
限定された抽出調査を基礎とした、極めて狭い範囲での調査であった。
これに類似した調査は、アメリカでは既に1912年にHarvard　Bureau　of
Business　Researchで進行していた。けれどもアメリカでも1930年以前
には一国の商品流通構造と費用に関する総体的な調査は、殆ど手付かず
の状態であった。1930年の「アメリカ流通調査研究」（de　amerikanska
distributionsunders6kningarna）（Census　of　the　United　States，1930）
は、全国的な規模での商品流通構造と費用に関する調査・研究に先鞭を
つけた。その後幾年かして商務に関する国家及び地方官庁の手による「い
わゆるルイスヴィル調査研究」（dens　k．Louisvilleunders6kningen）は、
食料品雑貨部門の作業過程（arbetsoperationer）・費用・地域的条件（local
f6rhallanden）等に関する詳細な分析であった。スウェーデンの場合、こ
の種の領域の研究に先鞭をつけたのは、「第1次スウェーデン企業計算」
（den　f6rsta　svenska　f6retagsrakningen）（1931年）であった。とはいえ
186
それは、商業部門については売上高の数字を記載したに過ぎなかっ
た（15）。
　ストックホルム商科大学のG．T6rnqvist及びその共同研究者は、商品
流通に関するアメリカのこの二つの調査研究に包括的に手を加えて分析
した。G．T6rnqvistは、その結果を著書「商品流通の構造と費用」（Varu－
handels　struktur　och　kostnader，1946）の中で集約した。この著作は、
かれの小品「批判的説明による流通経路」（Distributionsvagarna　i
kritisk　belysning（1933年）の改定部分も含んでいた。これらの著作は、
総体的には、スウェーデンの商品流通の構造とその諸問題に関する研究
のための基礎となった。その後スウェーデンの商品流通機構一般に関す
る諸問題は、G．T6rnqvistの他にも、例えば、　Bert　Lindstr6m及びUlf
av　Trolleが、卸売商のそれについて、　Folke　Kristenssonが、通信販売
のそれについて、更にRoland　Artleが、全体としての流通制度について、
それぞれ研究に着手したのであった⑯。
〈注〉
（1）　Lars　Engval1（red），ibid．，ss．30－38．
（2）S．Carlson，F6retagsekonomins　Pji6njare，Uppsala　University，1984，
　s．3．
（3）　Lars　Engvall（red），ibid．，s。43．
（4）Jan　Hensmann，Die　Entwicklung　der　Betriebswirtshaftslehre　in
　Skandinavien　unter　besonderer　Berttcksichtigung　Schwedens，Leer／
　Ostfriesland，1969，S．57．
（5）　Lars　Engvall（red），ibid．，s．34．
（6）1945年にスウェーデン機械及び電気工業連盟the　Trade　Association
　of　the　Swedish　Mechanical　and　Electrical　Engineering　Industries（スウ
　ェーデン金属工業連盟The　Swedish　Association　of　Metal　Working
　Industriesの前身）は、同産業部門の勘定組織をM－Planenとして公表し
　た。M－Planenは、巨大企業の勘定組織に照準を定め、とりわけその原価
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　会計及び管理会計の領域で広く．利用され、併せて公的部門の勘定組織にも
　その基本的な思考が援用された。STF－Grundplanenは、このM－
　Planenの構築の出発点であった。　Lars　A．Samuelson，Models　of
　Accounting　Information　Systems　，　The　Swedish　Case，Studentlitter・
　atur，Lund，1990．，pp．80－86．，SverigesMekanf6rbund，Redovisnings－
　plan，En　F6retstallningsram　fδr　redovisningens　syften，principer　och
　instruktionen，Med　f6retagsfall，1975，pp．75－78．，安平昭二著「標準勘定
　組織の展開」千倉書房、昭和58年、203－220頁。
（7）Elving　Gunnarsson，Fr邑n　Hansa　Till　Handelsh6gskola　　Svensk
　ekonomundervisning　fram　till　1909，Uppsala，1988，s．99．
（8）　Elving　Gunnarsson，ibid．，s．298，
（9）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．41．，Oskar　Sillen，　Oversikt　6ver　den
　f6retagsekonomiska　litteraturen　i　Sverige　fram　ti11邑r　1900，ss．47－
　81（In：Studier　i　Svensk　F6retagekonomi　，　Uppsatsen　och　F6redrag，1928
　－1934，F6rlags　AB．Affarsekonomi，1943．）
????????（（（（（（（Lars　Engval1（red），ibid．，s．37．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．37．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．37．
Lars　Engvall（red），ibid．，ss．36－37．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．38．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．38．
Lars　Engvall（red），ibid．，s．38．
（4）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に対する経済
　諸理論における企業理論の影響
　　　　　特にG．Myrdalの「事前的／事後的」（ex．ante／ex．
　　post）な概念を中心として
　スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の教育・研究という領
域の初期の段階では、伝統的に誤りなき先見の明と完全競争を仮定する
経済理論は、その性質から見て、個別企業の行動に対する関心も個別企
業の中心的な機能に関する理解もなく、有効な企業理論の分析概念と問
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題提起をすることもなかった。もとより商業技術論／企業経済学という
領域の教育・研究にとって有効な企業理論の分析概念と問題提起は、か
なり古い時代より存在していた。例えばAntoine　Angustin　Courno（1801
－1877年）の「富の理論の数学的な原理に関する研究」（Recherches　sur
les　principes　mathematiques　de　la　th60rie　des　richesses，Paris，1838、
中山伊知郎訳、日本経済評論者、1982年）で展開された限界収益の理論
やAlfred　Marshall（1842－1924）の「経済学原理」（Principles　of　Eco－
nomics，London，1890，8th，1920，London，IV，Chap．XII、水沢越郎訳、信
山社、1985年）における製品差別化・マーケッティング論・企業者職能の
機能などに関する一般的な考え方は、その代表的な事例であったω。とは
いえS．Carlssonが、ストックホルム商科大学の学生として在籍してい
た当時、基礎教育として学んだA．Marshallの「経済学原理」は、そのV
巻及びVI巻と数学的な付録を中心としており、上記の理論を取り扱った
IV巻に始めて触れたのは、かれが1937に同大学に採用された後、同大学
の商業技術論／企業経済学の教授職に就任してからであった。A．A．
Cournoは、一般均衡論の初期の学者として、当初より生産者の立場より
分析を開始し、効用の代わりに交換価値を、また古典学派とは異なり独
占価格より複占価格へ、更に競争価格の理論を展開した。かれの場合独
占価格が決定される箇所は、いわゆるクウルノウの点と呼ばれ、かれの
分析による複占は、クウルノウ的な複占と呼ばれた（2）。A．Marshallは、
ケムブリッジ学派の碩学として、本質的には古典学派の伝統を尊重し、
イギリス古典学派の発展の頂点と終点となったJ．S．Mill（1806－1873
年）・素朴とはいえ競争価格の理論を展開したA．A．Courno・生産財に関
する限界生産性の概念を展開したJ．H．von　Thunen（1738－1850年）等
の所説の影響をうけつつ、独自な限界効用理論の上に価値と価格の理論
（均衡価格の理論）の構築を試みた。この場合かれは、時間という要素
を導入して、長期と短期、一時的と正常という概念を利用して、三つの
期間を区分し、競争条件の下での均衡価格の調整過程の分析を精緻化し
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た。その場合かれは、その分析を競争と共に独占のモデルに即して行っ
たが、場合によって後の時代に寡占と呼ばれるようになった市場形態を
示唆した。そしてかれは、かの代表的な企業の概念・内部経済と外部経
済・それに規定される企業者能力・販路の困難性と製品差別化等の問題
に先鞭をつけた（3）。
　概してスウェーデンの商業技術論／企業経済学が、その教育・研究領
域の拡大・深化に伴って企業問題に関して経済理論における企業理論の
成果に注目するようになったのは、1920年代に入ってからであった。そ
の場合さしあたりこの領域の教育・研究者達の関心をそそったのは、と
りわけFrank　Hyneman　Knight（1885－1972年）の「危険・不確実性・
利潤」（Risk，Uncertanity　and　Profit，1921）cf・1）とGunnar　Myrdal（1898
－1987年）の「価格形成問題と経済変動」（Prisbildningsprobleme　och
F6randerlgheten，Uppsala，Almqvist＆Wicksell，1927）cf・2）という著書
で提示された「事前的／事後的」という概念であった（4）。
cf．1）F。H．Knigtが早期よりその名声を博したのは、いわゆる危険負担説とし
て著名な企業利潤に関する説明であった。危険負担説の骨子は、高度な危険負
担を担う企業が高度な収益を獲得する場合、その収益は、資本家兼企業家が負
担する、計測不可能で、そのためにこれに保険をつけることができないような
性格の危険即ち不確実性に対する補償であること、従って危険・不確実性の概
念の整理・分析が企業利潤創出のメカニズムの解明の前提となること、資本家
兼企業家が負担する危険・不確実性が企業利潤創出の起動力となる場合、競争
的な市場と競争の原理がその潤滑油となるということであった。（大野信三著
「現代経済学史」千倉書房、昭和39年40－42頁、東洋経済新報社「経済学大辞
典」1、昭和41年、560－561頁。）かれは、このような危険負担説の提示に際し
て、シカゴ学派の代表者の一人として、基本的にはA．Marshallの伝統に沿い
ながら、A．Smith以来の危険という言葉の持つ漠然とした言葉に代えて、新た
に不確実性という言葉を導入した。即ち先ずかれは、これまで経済学者達が傾
向的に危険や不確実性の概念に関する研究を比較的等閑視してきた状況に鑑
みて、危険を保険のような手段で補償しうる危険（予想しうる危険として統計
的確率を求める場合十分な数量的正確性を期待しうるもの）と、測定不可能な
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危険（予想しえない危険として測定不可能な危険）とに峻別し、後者を特に不
確実性（真実の不確実性）と呼んだ。そしてかれは、この真の不確実性こそ、
企業の外部的環境と内部的環境に関する不確実性と完全な知識や統制力の欠
如のために試行錯誤的な様々な行状にでる企業者行動とその結果としての企
業利潤の発生のメカニズムの解明にとって不可欠なもと見倣し、それこそが企
業利潤創出の源泉となると主張した。次いでかれは、企業の外部的環境と内部
的環境に関する不確実性と完全な知識や統制力の欠如とが、多少とも多角経営
や投資の分散或いは保険によって克服・是正される可能性があるか否かを再度
問い、危険測定の困難性とかれの神学的・哲学的な素養を基準とした人の心に
内在する倫理的な不確かさとが、その阻止要因となると説いた。更にかれは、
これらの問題より進んで、経済の制度的な特徴は、慣習・制度・法律等の枠に
規制されつつ、如何にして一般に横行している危険とそれを回避しようとする
願望によって影響されるかという問題を論じた。このようなF．H．Knightの
所説は、ストックホルム学派の巨匠の一人G．Myrda1の所説にみられる企業
に関する理論に対して、非常に重要な刺激の一つとなった。同学派の企業に関
する理論の形成に対して、F．H．Knightの所説と並んでもう一つの刺激となっ
たと言われているのはJoseph　A．Schumpeter（1883－1950年）（「理論経済学の
本質とその主内容」Wesen　und　Hauptinhalt　der　theoretischen　National－
6konomie，1908、「経済発展の理論」Theorie　der　wirtschaftlichen　Entwick・
1ung，1912、「景気循環」Business　Cycles，2vols．，1939、「資本主義・社会主義・
民主主義」Capitalism，Socialism　and　Democracy，1942、「経済分析史」History
of　Economic　Analysis，1954）の革新とその過程で発生する企業利潤と企業家
職能に関する所説であるが、J．A．Schulnpeterの所説が、企業家の行動のマク
ロ経済的な効果を検証したのに対して、F．H．Knightの所説は、その行動のミ
クロ経済的な効果に照準をおいたという点で、対照的であった。（Claes－
Henric　Siven，Expctation　and　plan：The　microeconomics　of　the　Stockholm
Schoo1，In：The　Stockholm　School　of　Economics　Revisited，Edited　by　Lars
Jonung　，　Cambridge　University　Press，1991，pp．142－144　．）
cf．2）F．Knigthの危険或いは不確実性の概念の分析に示唆をうけつつ、かの著
名な事前的・事後的（ex　ante・ex　post）の概念を設定・媒介することによって
ストックホルム学派におけるマクロ経済理論とミクロ経済理論の展開のため
の架け橋となったのが、ここで問題とするG．Myrda1の上記の「価格形成問題
と経済変動」（1927）であった。
　G．Myrdalがこの著作でその主要な目標の一つとして設定した問題は、
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Johan　Gustaf　Knut　Wicksell（1851－1926年）及びDavid　Davidson（1854－
1942年）と並んで、ストックホルム学派の生成期の経済学者であり、かれの師で
あったGustav　Cassel（1866－1945年）の静学的物価形成理論（Lars　Magnus－
son，Gustav　Cassel，popularizer　and　enigmatic　Walrasian，In：The　History
of　Swedish　Economic　Thought，Edited　by　Bo　Sandelin，London　and　New
York，1991，Chapt．5．pp．122－144．，東洋経済新報社「経済学大辞，典」III、267
頁以下、青山秀夫著「北欧学派」日本評論社、Benny　Carlson，Gustav　Cassel，
In：Ekonomportrtitt－Svenska　ekonomer　under　300邑r，Christiana　Jonung／
Ann－Charlotte　StShlberg（red），SNS　F6rlag　，　1990，ss．149－163．，Lars
Magnusson，The　Economist　as　Popularizer：The　Emergence　of　Swedish
Economics　1900－30，In：Swedish　Economic　Thought，Edited　by　Lars
Jonung，1993，London　and　New　York，pp．93－97．）を出発点として、それを
動学化することであった。（Bj6rn　Hansson，The　Stockholm　school　and　the
developlnent　of　dynamic　method，In：The　History　of　Swedish　Economic
Thought，Edited　by　Bo　Sandelin，London　and　New　York，1991，pp．178－
181．）この場合かれが動学化の手掛かりとしたのは、イギリス新古典学派（ケン
ムブリッジ学派）の巨匠であるA．Marshallの「経済学原理」及び上記のF．H．
Knightの「危険・不確実性・利潤」で展開されている危険に関する経済学的な
考察、計量経済学の流れに沿いつつ、経済理論と会計理論の架け橋を構築する
ことを求めたIrving　Fischer（1867－1947年）（岩波書店「経済学辞典」、1972年、
996頁）の著作「資本と所得の本質」（The　Nature　of　Capital　and　Income，New
York，1906＞で明示されている所与の時点での財の有高としての資本概念と物
財の用益の流れとしての所得の概念とを区別し、利子率を一種の時間選好説で
説明し、現実の世界の利子の形成には生産性が決定的な役割を演じることを示
し、それによって危険と不確実性の世界を示した理論（大野信三著「現代経済学
史」、千倉書房、昭和39年、38－39年、「価値と物価の理論の数学的な研究」
Mathematical　Investigation　in　the　Theory　of　Value　and　Prices，1862、「利子
率」The　Rate　of　Interest，1907，「貨幣の購買力」The　Purchasing　Power　of
Money　，　1911）、制度主義学派の発展方向に沿ったJohn　Maurice　Clark（1884－
1963年）の「製造間接費の経済学」（The　Economics　of　Overhead　Costs，
Cicago，1923）（大野信三著「現代経済学史」、千倉書房、昭和39年、87頁、「企
業の社会的な統制」Social　Control　of　Business，1926，「景気循環における戦
略的な要素」Strategic　Factors　in　Business　Cycles，1934，「経済制度と人間
の福祉」Economic　Institutions　and　Human　Welfare，1957，「動態的な過程
としての競争」Competitions　as　a　Dynamic　Process，1961）等であった。（東
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洋経済新報社「経済学大辞典」HL　271－272頁。）
　G．Myrdalが自説を展開するに当たって手掛かりとしたこれらの先学者達
は、かれの自説と具体的にどのような関係を持っていたか。この問題について
スウェーデンの経済学史の研究者達が研究成果として出版し、わたくしが通読
した幾冊かの著作の中でも、比較的、簡潔で標的をえている著作と思われる著
作の一つ「スウェーデンの経済思想史」（The　History　of　Swedish　Economic
Thougt，Edited　by　Bo　Sandelin，London　and　NewYork，1991．）によって、簡
単に触れておく。それは、上記本文の補足説明をも兼ねる。
　G．Myrdalは、上記の著作（1927）で期待（anticipation）を価格決定の直接的
或いは主要な諸与件の一部に含めた。G．Casse1は、動学的な問題は、外部的な
諸要因が価格決定の直接的な諸要因に対する影響を測定するという問題であ
り、その後に伝統的な手法即ち同時的な均衡のシステムとして価格設定の問題
は解決されると主張した。G．Myrdalは、自説の展開のために、G．Casselのこ
の考えを考慮して、均衡というものに関して理論的に測定しようとする場合、
幾つかの動向と諸変化の効果（the　effect　of　certain　movements　and　changes）
の期待された結果を大かれ少なかれ蓋然的な可能性として含めることを主張
した。かれの著作に対する直接的な刺激となったのは、この点で動学的な問題
に対するG．Casse1の所説の不完全性（即ち連続的な変化の可能性という問題
をその説明に組み込むことがなかった点）であった。それ故に、「Myrdalの論
理構築の出発点は、Casse1が言及したけれども、解決を提供することはなかっ
た問題に対する理論的な攻撃として特徴づけらるといってよいであろう。」
（ibid．，p．178．）そしてこの場合G．Myrdalが問題の解決のための手掛かりと
したF．H．Knightは、将来の変化は予測可能な筈であり、経済計算の場合考
慮・算入されるべきことを主張していたのであった。但しF．H．Knightは、期
待を与件として含む長期均衡の理論を確立しようとはしなかった。これに対し
てA．Marshallは、「経済学原理」（1920）の中で危険を補足的費用（supplemen・
tary　costs）の一部と見倣し、長期均衡論を確立していた。（ibid．，p．178．）但し
かれは、期待は長期的な視野で実現され、変化の要素は消失すると想定してい
た。これに対してG．Myrdalは、強調されるべき点は、その他の直接的な決定
要因と共に、期待された結果（the　anticipated　consequences）即ち変化の要素
（the　factor　of　change）それ自体であること、諸変化は、それらが完全に予見
されるにせよそうでないにせよ、それらが現実に生起するずっと以前に経済的
な諸過程に対して影響を与えること（1927：p．9and　7．）、そのような影響が生ず
る可能性があるのは、価格形成が人間の心の中で行われるからであること
（1927：p．8and　33，）、このような影響について煩わされる主たる理由は、生産手
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段が長期的に拘束的な性格を持ち、移動させることもできなければ、犠牲を払
ってさえも、価格形成の新しい状況に適応させることもできないということ
（1927：p．17．）等であった。（ibid．，p．179．）
　G．Myrdalは、動学的な理論に固有な新しい決定要素即ち諸変化に対する期
待は、動学的な基準が、静学的なそれと相違することを意味すると説く。「動学
的な状況という枠内での正常な（normal）価格形成は、それが、以後新しい如何
なる主要な諸変化も生起しないような確実性をもって期待しうるならば、似た
ような状況の下で恐らく存在する筈の価格形成ではない。……動学的経済の均
衡価格は、遅かれ早かれ、現実の状態が静態的となったときに、恐らく実現さ
れる筈の価格では決してない。」（1927：p．7．）かれのこのような主張は、静学的
な諸力が諸基準を設定し、動学的な諸力が諸変化を創出するというJ．B．Clark
の明言に対する批判であった。G．Myrdalは、再びF．H．Knightを引き合いに
だしつつ、J．B．Clarkが理解することができなかった点は、進歩が惹起する
様々な撹乱は、長期的な基準（along－run　normal）とv・う概念を恐らくなお満
たす筈の理論というものに、期待として組み入れることが可能な筈であるとい
う点であると説く。そこでまたG．Myrdalの動学的理論に関する見解は、J．B．
Clarkの言明を再構築することから生じていたと言える。（ibid．，p．179．）
　動学的な理論の均衡価格は、それ自身存在し、静学的な均衡価格とは相違す
るという考え方は、G．Myrdalの場合、最も重要な提案であった。かれによれ
ば静学的な理論は、現実に接近するためには、適切な理論ではない。何故なら
静学的な価格は、現実の諸価格との関係では一般的には基準とはならないから
である。それにも拘わらず、それは、排除されるべきではない。何故ならそれ
は、動学的な理論の出発点として機能するという意味で、それは、より複雑で
より深い分析のための理論的な枠組というものを形成するからである。（1927：
p．27，）この点ではかれは、G．Casselの静学的な価格形成理論に味方した。かれ
は、G．Casse1のこの価格形成理論を動学的な問題を研究するたの一般的・論理
的な出発点としたのであった。（1927：vii．）（ibid．，pp．179－180．）
　G．Myrdalは、危険が客観的な危険であるというのは、企業家の心の中にあ
る全ての非合理的な要素は、危険の見積に影響を及ぼすことはないであろうと
いう意味においてでであると説く。（1927：p．98．）とはいえこの場合重要な点
は、この危険は、個人としての企業家の所与の経験との関係で、客観的・論理
的であるということである。（ibid。，p．180．）
　期待は、正確・妥当な期待であり、それは、企業家達が常に客観的な危険に
したがって行動するならば、また単一の企業家がそれらを検証する機会が幾度
も存在するならば、恐らくかれらの期待は、大数法則（the　law　of　great　num一
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bers）によって平均的に実現される筈であるという意味で、動学的な均衡が存
在することを保証する。（1927：p．96．）期待と結果との間の関係は、明らかに、
大数法則によって規制される。（1927：p．118．）そこでこの関係は、単一企業家の
単一の行動には、当てはまることはないが、一定期間にわたる幾人かの企業家
達の集計的な期待とその集計的な結果については当てはまる。（1927：p．118．）
（ibid．，180．）
　G．Myrdalは、客観的な危険という仮定を放棄する場合一一即ちそれは、か
れによれば、われわれが、危険の評価・見積は、完全に主観的であり、そして
その当人及びさしあたりその時期にとっても固有なものであるという事実を
額面通りうけ取ることを意味するが　　には（1927：p．102．）、非合理的な諸契
機或いは情緒的な諸要素が、知性的な過程即ち非情緒的な過程に対して直接的
に破壊的な影響を及ぼすと予想しうると説く。（1927：p．183）（ibid．，p．180．）情
緒的な諸要素を考慮することは、一般的に言えば、期待とその結果の間の関係
を壊してしまうという結果となる。とはいえこの新しい要素は、事前的な投資
計算の一部ではない。何故ならそれは、その過程を通じて隠蔽されており、そ
してそれは、何よりも先ず、企業家の活動の結果の中に浮かび上がっているか
らである。（1927：p．188）（ibid．，p．180．）
　G．Myrdalは、この問題については僅かに2．3頁を当てているに過ぎず、かれ
は、かれの均衡論の構造に対するその結果については、如何なる示唆もしてい
ない。だが、この新しい要素は、長期均衡の全体的な思考をくつがえすように
思われる。それは、期待は、適合・調和的なものではないこと、そしてそれは、
内生的な諸変化は持続するべきであり、その結果長期均衡は存在しないという
事を意味するからである。（ibid．，p．180．）G．MyrdalによるA．Marshallに対
する批判即ち期待は長期的に実現されるというA．Marshallに対する批判は、
それ故に、消失するように思われる。実際、これは、長期均衡を決定する諸与
件の中に、期待を含めることは、内在的に困難であるという証拠となる。G．
Myrdalが、この問題を意識していなかったとは思えない。そしてこのことは、
多分、かれの動学的な方法が、長期的均衡を決定するということを想定する限
り、その理論体系は、首尾一貫性を欠如するということを示すであろう。
　客観的な危険が存在しないということによって、これらの問題の複雑さは、
何故かれが、長期的な基準について言及しなかったかということの理由の一つ
となるであろう。
　G．Myrdalは、このような先学者達の遺産（とりわけ危険と不確実性という
概念をめぐるそれ）に立脚して、時間概念を欠如していた静態的均衡の理論の
中に、計画（plan）・期間（period）・期待（expectations）・事前的／事後的（ex
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ante／ex　post）という概念を導入するこにとによって、動態過程の分析に着手
した。この場合とりわけ重要な概念は、事前的／事後的という概念であった。
それは、期待された成果と実現された成果との違いを示し、一定の経済主体の
明確な意識陛と計画性の下に、期待された将来的な事象と事実としての過去的
な事象との比較・対応を可能にする概念であった。かれは、この概念を前提と
して、期待された将来的な事象は、直接的に、経済主体としての個々の諸企業
がとる現在の行動に影響を与えること、とはいえ個々の企業が価格設定をする
場合みられる緩慢さの結果として、期待された事象とその結果としての事象と
の間の乖離を修正することは、完全なものとはならないこと、そして期待され
た成果と実現された成果とが乖離するために、個々の企業は、新しい修正をす
ることを余儀なくされると説いた。但しかれは、この修正のメカニズムを明示
的に説明することはなかった。その作業は、Ingvar　Svennilsonの初期の著作
「経済計画」（Ekonomiska　Planering，Uppsala，1938）で展開される、ロオザン
ヌ学派の伝統に沿ったJ．R．Hicks（5）（「賃金の理論」The　Theory　of
Wages，1932，「価値と資本」Value　and　Capitl，1939，「景気循環理論への寄与」
AContribution　to　The　Theory　of　The　Trade　Cycle，1939，「社会的な構造」
The　Social　Framework，3rd　ed．，1942，「需要理論の修正」ARevision　of
Demand　Theory，1957）及びR．G．D．Allenの効用理論を基礎とした消費者行
動の分析まで侯たなければならなかった（6）。一般に「かれの所説の最大の功績
は、不確実性が、不確実性の下での利益及びそこでの暫定的（intertemporal）な
計画に関するその更なる検証にとって重要となるのは、何時かということを洞
察したことであった」ωと言われるのは、この意味においてであるcf・3）。
cf．3）このような動学的な分析の流れは、　G．Myrdal以後、大まかには、　Dag
Hjalmar　Agne　Carl　Hammarskj61d（1905－1961年）の主著「景気波動の伝播」
（Konjunkturspridningen，1932）で展開されたかの「思いがけない（windfall）利
益」の概念、Erik　Filip　Lundberg（1907－1987年）の初期の著作「経済発展の
理論の研究」（Studies　on　the　Theory　of　Econonic　Expansion，Stockholm，P．
S．King＆Son　Ltd．，1937）にみられる時間的な経過の下での経済現象の変化
に関する研究、Erick　R．Lindahl（1811－1960年〉の主要な関心事であった貨幣
理論と貨幣政策に関する一連の著作「貨幣政策の目的と手段」（Scope　and
Means　of　Monetary　Policy，1929）・「貨幣政策の手段方法」（Methods　of
Monetary　Policy，1930）・「貨幣と資本の理論の研究」（Studies　in　the　Theory
of　Money　and　Capital，1939）で展開される経済分析における将来事象の解明、
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上記本文で指摘しているように、1．Svennilsonの初期の著作「経済計画」
（Ekonomisk　planering　，　Uppsala，1938）で展開される、　Hicks及びAllenの効
用理論を基礎とした消費者行動の分析、S．－E．Joahanssonの博士論文「租税・
投資・評価」（Skatt，investering，Vardering，Stockholm，1961）で展開される予
想と結果に関する投資理論、その他、豊穣な成果として結実する。（Edited　by
Lars　Jonung，The　Stockholm　School　of　Economics　Revisited，pp．12－13，
pp．145－160，大野信三著、「現代経済学史」、千倉書房、昭和39年、第四章、シ
ュムペエタアとスウェエデン学派の貢献、43－61頁。）総じてかれらは、計画、
期間、期待などの概念を強調したが、それらの所説の出発点となったのは、G．
Myrdalが導入したかの著名な事前的・事後的（en　ante・ex　post）の概念であ
った。
　G．Myrdalは、上記のように、　G．Casse1の門弟であったが、かれが念
頭においた経済変動の実態は、当初より休止状態に回帰する均衡状態で
はなくて、一度何らかの理由で経済変動が開始すれば、何よりも先ずこ
の変動それ自身の効果にしたがって持続的に継続していくというJ．G．
K．Wicksel1的な累積的な過程であった。そのためかれは、利子論の説明
でもかの貨幣数量説を退け、J．G．K．Wicksell的な利子論に基本的には
賛同した。この場合かれにとって問題の焦眉の一つは、累積的な過程で
の投資・貯蓄・消費の諸概念の規定・明確化という問題であった。そし
てかれは、上記のように、さしあたりA．Marshall／F．H．Knightの危険
に関する経済学並びに1．Fischerの資本概念と企業者活動に関する理論
を手掛かりとして、自己の所説の基軸に事前的／事後的という概念を据
えたのであった。この著作は、上記のように、ある程度まで、価格理論
における変化の要因を静学的な仮説より開放することを目的としてい
た。この場合G．Myrdalが先ず強調したことは、企業の資本価値の変動
というものは、価格の変動を原因とする利益または損失を惹起し、利潤
は資本価値の中に資本化されるということであった。（かれの利潤に関す
る定義には、独占利潤は含まれていない。）既に上記のF．H．Knightもま
た、初期の著作で革新より生ずる利益（returns）の資本化問題について言
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及していた。次いでG．Myrdalは、　F．H．Knightに倣って確実性（cer－
tainity）を前提条件とする諸変化は、資本化されている利潤の創出とは
ならないことを説き、利潤が創出されるのは、新しい情報を入手し、経
済的な危険（risk）を覚悟の上でそれを利用しうる人々に対してであると
主張した。そこよりかれは、経済的に危険を、可能性として存在する収
益或いは費用の価値とその蓋然性との数学的な産物として定義し、企業
家の負う危険は、利潤に対する数学的な期待（expectation）であると説い
た。この場合かれは、企業家の負う危険は、次のような相互関係にある
原因より発生すると考えた。即ち1．生産は時間を消費すること、2．
諸変化は生産過程を通じて発生しうること、3．これらの諸変化は完全
に確実には予測できないが、大かれ少なかれ、蓋然的なものとして予想
されうると言ってもよいこと、4．諸変化の修正には時間を要すること。
更にかれは、このような危険の発生原因に関する叙述をうけて、企業家
が、完全な情報を所有していなくても、企業家自身が将来のことについ
て無知（ignorance）であるということを正確に理解している場合には、
企業家が感知する危険は、合理的で客観的であり、この危険は、企業家
の将来に関する相対的な無知の程度に関わる関数となると説いた。そし
てかれは、経験と判断が所与であるとすれば、一般に人々が、将来に関
して客観的に正確な洞察・理解をすることが可能であると主張した⑧。だ
がまたかれは、この危険に関する認識が、しばしば最も非合理的なもの
となる場合もあること、そして将来事象に対する余りに過大な信頼と余
りに低い危険の予測をすることも、普通の人間の特性であることに留意
した。
　ところでG．Cassel・G．K．Wicksell・D．Davidson（9）等を代表とするい
わゆる北欧学派の生成期の所説は、北欧学派の形成期を告げるG．
Myrdalが上記の著作で展開した所説以後、スウェーデンでは概して巨
視的・動学的なマクロ経済理論として展開していった。それは、E．R．
Lindal　E．F．Lundberg－－J．M．Keynesの一般理論への、多数の論
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者による反論など、一連の動向であった（10）。だがまたストックホルム学
派は、既に1920年代末期には、個々の企業の行動に関する微視的・動学
的なミクロ経済理論の樹立のための研究にも着手していた（11）。
　G．Myrda1の上記の著作は、既述の行間より示唆してきたように、一般
均衡理論を基礎としてその所説を展開したかれの恩師G．Casselより
も、遙に現実的に市場メカニズムの機能を明らかにすることを、その執
筆の目標の一つとしていた。もとよりかれは、191頁（cf．2）で触れたよう
に、経済変動問題に関するG．Casselの抽象的・一般的ではあるが、理想
化され分析モデルを基本的には承認した。だがかれが、その所説を展開
するに当たってより直接な手掛かりとしたのは、F．H．Knigthの所説即
ち危険と不確実性が存在する環境の下での企業家活動に関するその分析
であった。ストックホルム学派の経済変動分析に関する諸説でしばしば
引き合いにだされるJ．Schumpeterは、G．Cassel的な一般均衡論より出
発したが、如何にしてこの均衡が破壊されるかということを標的とし、
かの革新の概念とそれを遂行する企業家の役割に注目した。F．H．
Knightもまた、危険の概念を前提として企業家の活動を重視した。そし
てかれのこのような思考は、J．Schumpeterの影響によるものであった。
この点でG．MyrdaIは、間接的にせよ、少なくてもJ．Schumpeterの所
説からも一定の影響をうけていたと言える（’2）。
　G．Myrdalは、このような先学者達の所説を手掛かりとして、価格形成
の問題をめぐる現実的な市場メカニズムの機能に関する既述のような主
張を更に進めて次のように説いた。即ちたとえ企業家達の行動が、危険
を認識する場合人間の本姓に根ざした非合理的なものを内在するとして
も、かれらが非合理的・主観的に認識・予想する将来の成果のみが、か
れらの各種の企業行動の選択基準とはならないこと、そのため必要なこ
とは、危険感（the　risk　attitude）を反映・評価する係数を導入すること、
この係数を危険の回避度よりも大きくさせるような各種の緒要素も存在
すること（例えば効用逓減の法則）、F．H．Knightの見解即ち危険という
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ものに対して保険がつけらるべきである場合その条件は、危険が測定可
能であるべきであるという主張もまた、この点より論評されるべきであ
ること、通常の企業危険には保険をつけることができないのは、その測
定が不十分であるということによるのではなくて、企業危険の非自立性
と道徳的・倫理的な不確実性（個人的な危険）とが結合していることに
よること、これとは逆に、測定不可能な危険に保険をつけることは、可
能であること、不確実性と対比された危険は、保険をつけることに適し
ているか否かという問題に対する必要な条件でも十分な条件でもないこ
と、そして企業家の優れた手腕が検証されるのは、各種の危険が、例え
ば、保険のようなものによっては除去されることができないような状況
の下であると説いた㈹。
　G．Myrdalは、危険・不確実性・事前的な期待と事後的な結果・その下
での企業家の手腕という諸概念を前提として、更に利潤問題を考察した。
この場合かれは、それぞれ異なる時点でなされる価格設定は、相互にど
のような関係にあるかということを問い、この関係の連結環となるもの
は、将来に対する人々の期待であると主張した。そこよりかれは、利潤
の発生を説明する集計的な理論に代えて、経済主体としての個別企業の
暫定的な（intertemporal）な計画と期待に関する理論を提示した。即ちか
れは、将来に関する期待は、様々な事象によって影響されること、その
ため可能性としての均衡（或いは正常）価格は変動する筈であること、将
来の諸変化は、それらが期待されるや否や直ちに価格形成に影響を及ぼ
す筈であること、だがまた同時に、需給の変化に対する価格調整の過程
は、さほど迅速でも鋭敏でもないと説いた（14）。そしてかれが、このよう
な一連の主張の中でしばしば強調したことは、事前的な期待・予想と事
後的な結果・成果とを比較した場合必ず生ずる両者の齪酷・乖離が、価
格形成の動学的な要因を生むということであった（15）。
　このようなG．Myrdalの主張に対する経済理論上の、或いは経済学史
上の評価はどうあれ、本稿との関連で言うべきことは、かれが、その主
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張の中で個別的な経済主体が樹立する各々の計画と期待とにその注意を
集中したという事である⑯。この点で本稿で留意したいのは、かれが、
事前的／事後的という概念設定を基軸として、たとえ数期間に限定され
ているにせよ個々の経済主体の計画と期待に着目し、個々の経済主体が、
かれらの将来については不完全な知識しか持っていないことを意識して
いると想定し、それが、危険を回避することを通じて、個々の経済主体
　（特に企業）の行動に影響を与えると主張した点である。かれが提示した
この事前的／事後的な概念は、スウェーデンの商業技術論／企業経済学
のその後の発展にとって、明示的にせよ暗示的にせよ、様々な問題を提
起する契機となったのであった。
　総じて言えば、上記のようなストックホルム学派の動向は、K．Wick－
sellのかの累積的な過程に関するマクロ的な分析とG．Myrdalの説く非
静態的な経済現象に、新古典学派のミクロ経済学を拡張しようとする試
みであった。K．Wicksellの価格水準分析も、G．Myrdalの、変貌する不
確実な環境の下での企業計画分析も、比較静学が分析用具として不十分
であるような過程を研究しようとする試みであった。そしてマクロ経済
学とミクロ経済学の関連は、事後的・事後的という概念によって結合さ
れた。事前的な期待から出発して、個々の企業と家計とは、その将来の
活動を計画する。その期間末に示される期待された可変数の価値（事後
的）は、期間始めの期待と相違する筈である。それは、個々の期間の計
画の間にある協調の欠如或いは予期せざる外部的な事象より生ずる。事
前的な期待と事後的な結果との間の乖離は、将来期間に対する期待と計
画の修正となる。予期さぜるもの一事前の期待と事後の結果とのギャ
ップは、同学派の理論経済学上の期間分析のシステムを駆動する要素の
一つとなった（17）。同時にそれは、スウェーデンにおける商業技術論／経
済学の発展の契機の一つとして、同国において理論経済学から相対的に
自立した企業に関する理論的研究したがってまたその一環或いはそれを
前提とした会計領域での様々な研究を新たに開拓していく可能性を開い
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た。
　ところでスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の領域で、G．
Myrdalの所説に示唆されるような、経済諸理論における企業理論で示
された経済学的な分析手法とそれを基礎とした企業分析に関する所説が
より一層具体的に展開されるようになったのは、1930年代に入ってから
であった。その一例としてあげられるのは、費用・生産の理論（kost－
nads－och　produktionsteorin）と独占的競争の理論（teori　f6r
monopolistisk　konkurrens）である。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学は、その教育・研究上の主要
な問題の一つとして、比較的古くより費用計算（kostnadsberakning）の
問題に携わってきた。そしてこの問題は、1930年代に入ると、スウェー
デンにおけ経済社会の発展に伴って、次第に投資計算（investeringskal・
kyler）の領域をも含むようになった。同国の場合、従来、費用計算の問題
は、長期にわたって国民経済学的な費用論や価格論との接点なしに存在
してきた。その場合当時の論者達がさしあたり引き合いにだし、或いは
依拠したのは、E．Schmalenbachとその門弟達が形成・展開してきた費
用計算論であった㈹。価格問題の取扱いは、同国でも、少なくても世界
的にそうであったように、1920年代末期まで、A．Marshall及びケンブリ
ッジ学派の経済学者達の所説を基礎としていた。それでもスウェーデン
における商業技術論／企業経済学や国民経済学という領域の教育・研究
者達の間では、比較的少数の人々は、既に触れたように、例えば、1．Fisher
の「資本と所得の本質」（1906）や、J．M．Clarkの「製造間接費の経済学」
（The　Economics　of　Overhead　Costs，1923）のような著作を、時折、熟
読した。既述のように、G．Myrdalもその一人であった。1930年代に入る
と、既にドイツでは、商業技術論／企業経済学の領域で費用研究を、国
民経済学との接点を見いだしながら、理論的に基礎ずけ、産業界の現実
の要請に適用させようとする試みが、着実に進展していた。例えば、
Heinrich　von　Stackelbergの著作「純粋費用論の基礎」（Grundlagen
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einer　reinen　Kostenteori，1932）やErich　Schneiderの著作「生産の理論」
（Theori　der　Produktion，1934）及び「工業計算制度の基礎入門」（EinfU－
hrung　in　die　Grundlagen　des　industriellen　Rechnungwesens，1939）は、
その左証である。特にE．Schneiderの研究領域の中心は、企業の経済計
画と家計の経済計画の会計学的な研究にあったが、かれは、その理論構
築に当たって、アメリカ・ドイツはもとよりスカンヂィナヴィア諸国の
経済理論を利用した。このことは、スウェーデンの商業技術論／企業経
済学が、その領域の一環として組み込んだ費用計算論の教育・研究を本
格的に着手する上で、多大な刺激となった。しかもかれの生産に関する
理論は、後には農業経済における生産に関する理論としても一定の刺激
を与えた。もっともそれが具体的な成果として結実するのは、第2次世
界大戦以後であった（19）。とはいえスウェーデンの商業技術論／企業経済
学は、費用計算問題の教育・研究では、例えば、Joe　Deanの「原価の統
計的な決定」（Statistical　Determination　of　Costs，1936）のような統計的
な費用関数の研究（de　statistiska　kostandsfunktionsunders6kningar－
na）、また個々の企業の市場行動の教育・研究では、例えば完全競争と絶
対的な独占に関する伝統的なミクロ経済理論の分析モデルなどを利用す
ることは、余りなかった。このことはまた、例えば、A．A．Cournotの複
占に関するモデルの場合にも当てはまった（2°）。
　その後商業技術論／企業経済学が、その分析手段としてミクロ経済理
論を利用することが始めて可能となったのは、アメリカのEdward　H．
Chamberlinの「独占的な競争の理論」（The　Theory　of　Monopolistic
Competition，1933）、編著「独占と競争とその取締規制」（Monopoly　and
Competion　and　Their　Regulation，1954），「価値の一層一般的な理論を
目指して」（Towards　a　More　Genera1　Theory　of　Value，1957）や、　A．
Marshallの流れをくむ俊英であるJohn　Robinsonの「不完全競争の理
論」（The　Economics　of　Imperfect　Cometion，1933）、「雇用理論入門」
（Introduction　to　the　Theory　of　employment，1937），「雇用理論関係の
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試論」（Essays　in　the　Theory　of　Employment，1937，2　nd　ed．，1947），
「利子率その他の試論」（The　Rate　of　Interest　and　Other　Es－
says，1952），「資本の蓄積」（The　Accumulation　of　Capital，1956），「経
済成長理論関係の試論」（Essays　in　the　Theory　of　Economic
Growth，1962）であった。周知のように、これらの理論の台頭は、1920年
代以後、理論経済学の研究に携わる人々の間で、旧来の完全競争市場を
前提とする価格形成の分析に対する不満と批判より出発して、より現実
的な研究が進み、純粋の競争でも純粋の独占でもない、寡占或いは独占
的競争と呼ばれる不完全競争形態を価格・所得・費用分析の中心におく
ようになったことを契機とした（21）。E．H．ChamberlinとJRobinson
は、同一問題を研究して、しかも殆ど同一な結論に到達した。この場合
E．Chamberinは、独占と競争との中間より出発し、製品の専門化と販売
費との差別化的な機能を強調して、寡占を市場の中心的な形態と考えた。
これに対してJ．Robinsonは、非競争即ち独占として認識することより
出発し、現実の市場に接近し、消費者が、商標、品質、運賃、場所、用
益（或いは便宜性）、金融的な便益、広告等によって特定な企業を選好す
る事実のあることを明示し、市場が不完全市場であることは常態である
という見解を提示した（22）。とりわけ後老の著作は、製品差別化と販売費
の問題を含んでおり、企業経済学の領域では極めて有効な分析手段とな
った。同一のことは、屈折需要曲線（den　kfiackta　efterfr邑gakurvan）に
関するHall＆Hitchの理論（1939）についても当てはまった。これらの一
連の理論は、市場経済の将来の発展のための理論的な基礎を構築すると
いう役割を果たした。更に注目するべき理論は、ハンガリイに生誕し、
ドイツ及びスイスで学び、後にプリンストンで教鞭をとった数学者John
von　Neumann（1903－1956年）及びウィイン大学で学び、同じくプリンス
トンで教職に就いたOskar　Morgensternとの共著「ゲイムの理論と経
済行動」（The　Theory　of　Games　and　Economic　Behavior，1944）及び
Coases　Economica－　artikel（記事）の中の「企業の本質」（The　Nature
204
of　the　Firm，1937）である。前者は、ゲームの理論の適用、後者は、市場
の価格形成が中央政府の計画によってなされる問題を取扱っていた。そ
れらは、何れも後に、企業理論の経済学的な基礎を与えた。スウェーデ
ンの商業技術論／企業経済学もまた、その成果を分析手法として援用し
たのであった（23）。
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